
資料３

H18 H19 H20 H21 H22 合計

様々な用途の建築・施設における
火災時の安全確保（過密都市空間
における火災時の安全確保に関す
る研究）【総務省】

59 53 44 40 38 233

　より正確な延焼予測、安全な消防活動対策を実施する上で、素材や製品の燃焼
データは必要不可欠ある。小規模な素材から実大の家具までの発熱速度などの
データを取得できる測定装置を整備するとともに、燃焼時に発生する１０種類の有毒
ガスをリアルタイムで濃度測定することが可能な装置を開発した。
　煙の拡散性状等の火災環境の変化や給排気等の各種消防対策の効果が即時に
予測できるソフトウエアを開発した。開発に際し、消防吏員による試用調査を東京、
横浜、京都の消防本部の協力のもと実施し、機能への要望等を仕様に盛り込んだ。
建物設計時の予防対策に有効な仕様の確認や、消防活動の机上訓練用などへの
活用が可能である。
　大規模な火災時に発生する現象の中でも特に解明が進んでいない横風中の火災
域風下に発生する旋風の構造と発生メカニズムについて、基礎的な解明を行った。
横風で傾いた火炎からの上昇気流が形成する互いに逆回転する渦対が、火炎風下
に流れ出す旋風の一つの形態である可能性が高いことを明らかにした。また、旋風
の速度場の一部を明らかにした。横風中の火災域風下に発生する旋風の構造と発
生メカニズムに関しさらに究明を行い、また、火炎を含む旋風の研究も必要である。

　国内外の大学、研究機関との連携や共同研究を持ち、火災実験データベースの整
備やデータベースの公開を推し進めた。火災進展等の予測手法のプログラム開発に
おいて、消防本部の協力を得て、消防本部で使用可能な機能を実現させた。

大規模地震時の危険物施設等の
被害軽減（危険物施設の安全性向
上に関する研究）【総務省】 51 52 44 37 34 218

　地震時の石油タンクの被害を軽減するため、また、地震時の効果的な点検の実施
など消防の適切な初動対応に資するために、地震発生直後に石油タンクの揺れによ
る被害を予見診断する手法を考案し、「地震時石油タンク損傷被害推定システム」を
開発した。また、内部浮き蓋式石油タンクの地震時の浮き蓋の揺動挙動や浮き蓋上
への溢流挙動を解明し、地震時の内部浮き蓋式石油タンクの安全対策に貢献した。

　石油コンビナート等特別防災区域における地震観測体制を国（消防研究セン
ター）、消防本部（市町村）及び事業所並びに大学と連携し構築した。

特殊災害に対する安全確保に関す
る研究【総務省】

59 56 50 45 43 253

　屋内型リサイクル資源化施設内のような負圧管理された大空間で火災が発生する
と、内部で煙が流動、蓄積し、場合によっては、消火活動を行っている消防隊にその
影響が及ぶことも考えられる。このような特殊な施設、特殊な環境、特殊な原因での
火災等の性状把握と消火方法の研究を行うために、負圧管理された大空間におけ
る火災実験を行い、火災等の性状把握と消火方法について知見を得た。
　また、消防隊員の安全を確保し、負担を軽減する支援機器を開発した。（耐環境性
の高い消防用偵察ロボットを開発し、一部実戦配備を行った。研究開発した要素技
術のうち、実用化に重要なものについては特許を取得した。）

　実験を、消防機関と共同で行った。成果を実用化した製品として開発する企業を公
募した。試作機を消防本部に試験配備し、評価をフィードバックするサイクルを確立
した。

ナノテク消防防護服の要素開発及
び評価手法の開発に関する研究
【総務省】

13 17 15 45

　突発的なテロ、災害、火災や事故が発生した時に、その現場で活動する消防隊員
の安全を確保するための消防防護服を、ナノテク技術を用いて高性能化して開発し
た。その際、消防防護服に求められるニーズと性能を提示し、将来の防護服開発の
目標も明確化した。また、防護服に使用する素材のデータを入力することで、防護服
の耐熱性能を予測できるシミュレーションプログラムを開発した。消防隊員は消防活
動時に防護服のほかにヘルメット、面体、手袋、靴などの保護具を着装する。隊員の
安全確保には、これらの性能を防護服同様、高性能化する必要がある。

　「ナノテクを用いた先進消防服の開発」グループ(NEDO)との委託関係、民間企業
（繊維メーカ、粉体製造メーカ）との連携と共同研究の実施により、高性能な防護服
を開発することに成功した。今回の技術成果を生かした防護服の市販化もメーカに
より検討されている。

大規模災害時等の消防防災活動
支援情報システム（大規模自然災
害時等の消防防災活動に関する研
究）【総務省】

54 48 60 48 46 256

　地震等大規模自然災害時における消防防災活動のより効果的な実施に資するた
め、災害対策本部における応急対応支援、災害時要援護者等も考慮した警報伝達、
広域応援部隊消防力最適配備支援および情報共有、救急業務支援に係るシステム
を構築した。このうち、消防力最適配備支援システムにおいては、その一要素技術で
ある延焼シミュレーションソフトを２消防機関で実装中である。また、応急対応支援シ
ステムについては、消防庁危機管理センターへ導入されるとともに、消防機関での
図上訓練でも活用された。救急業務支援においては、救急出動件数の需要予測分
析結果が消防庁検討会において活用されたほか、救急受け入れ困難対策を緩和す
る病院照会サポートシステムを開発し消防機関において試験運用を実施した。

　各システムの開発においては、実際に利用可能なシステムとするため、消防機関
等との連携を緊密にもち、ニーズ把握、システム設計、検証、改良等の各フェーズに
おいて、意見交換、試用等を行った。

化学物質の火災爆発防止と消火に
関する研究【総務省】

50 46 43 43 40 222

　化学物質等の危険性評価を実施する上で分光学手法を取り入れ、化学反応を考
慮に入れた試験方法を開発した。研究成果は化学物質の危険性評価方法の標準化
を図る上で重要な情報を与える。また、再生資源燃料の危険性評価方法として高感
度熱量計を適用する手法を取り入れるとともに、発生ガスを考慮に入れた総括的な
危険性評価方法を提案するための火災危険性に関する基礎的データ及び評価手法
を得た。
　廃棄物施設等での火災の調査を行うとともに原因物質を調べた。リチウム電池は
小型でリサイクルが進んでいないため、廃棄物に混入して火災の原因となることが
あることが判った。また、電解液の組成の熱分析等により一定の危険性があることを
示した。
　泡性状コントロールノズルと小規模プール燃焼消火実験装置を開発し、泡性状(起
泡性、保水性)に対する消火性能を定量化するための研究を進めた。研究成果の一
つとして、泡消火時間の予測を行う場合、耐熱性、耐油性にも寄与する泡の損失係
数の取り方が重要である事を明らかにした。

　化学火災及び再生資源燃料による火災について消防本部から火災原因等を調査
し、消防本部から火災原因等の情報を得た後、火災予防のために有効な危険性評
価手法を開発した。また、開発中の再生資源燃料等について企業等から試料の提
供を得て危険性評価を行い、総合的な危険性評価方法の開発のための基礎的デー
タとした。また、消防本部から火災の消火方法について情報を得て研究に反映させ
るとともに消火実験に関して企業と共同して研究を行った。

地震・津波観測監視システム【文部
科学省】

1,842 1,558 2,963 1,274 1,510 9,147

地震発生予測の高度化や、発生直後の地震・津波の早期検知による緊急地震速報
等の高度化を目的として、多数の地震計、水圧計等のセンサーを備えた稠密な海底
ケーブルネットワーク等の観測システムを開発し、東南海地震の想定震源域である
紀伊半島沖熊野灘に観測システムを設置し試験運用を開始した。また、当該事業で
開発した観測システムの技術を適用したシステムが、海外（台湾）の地震観測システ
ムにも採用された。

要素技術の開発段階では、国からの委託事業として地震・津波観測監視システムの
開発に実績のある大学、独法の連携により研究開発を進め、外部有識者による推進
委員会の設置、地震調査研究推進本部の委員会での評価なども交え事業推進をマ
ネジメントしている。
平成22年度からは、南海地震想定震源域への観測網展開に、平成21年度までの東
南海地震想定震源域に設置した海底ケーブル型ネットワーク技術を適用している。
観測データの利用については、地震・津波の早期検知による被害軽減を図るため、
我が国の緊急地震速報への実利用に向けて、気象庁および防災科学技術研究所
へのデータ伝送の仕組みを構築するとともに、両機関との相互協力を進めている。

東南海地震の想定震源域である紀伊半島沖熊野灘に、地
震計、水圧計等のセンサーを備えた稠密な海底ケーブル
ネットワーク等の観測システムを設置し、試験運用を開始し
た。これにより、当該海域で、地震・津波の早期検知による
緊急地震速報等の高度化に資するデータを取得と、より高
精度な震源決定が出来るようになった。さらに、地殻活動の
より詳細なリアルタイムモニタリングに寄与し、地震発生予
測に向けた物理モデル等の基礎となる部分を構築した。
今後は、稠密な海底ケーブルネットワーク等の観測システ
ムを南海地震の想定震源域にも設置し、広範囲をカバーす
る観測体制を構築できるよう、高電圧化等の技術開発を行
う必要がある。

東海・東南海・南海地震の連動性
評価研究【文部科学省】

- - 495 501 501 1,497

東海・東南海・南海地震の連動発生評価のための調査観測・研究では、海底地震計
や海洋調査船を用いて南海トラフ全域のプレート沈み込み帯の観測を行い、日向灘
北部から室戸岬沖、潮岬沖にわたる海底下の地殻構造を把握するとともに、地震連
動発生予測シミュレーション手法の開発を進めた。その結果、南海地震の震源域が
日向灘まで延長される可能性があることが解明された。
連動性を考慮した強震動・津波予測及び地震・津波被害予測研究では、人口密集平
野の表層地盤モデルを構築し、地球シミュレータ等の高速計算機を駆使して過去及
び将来の連動型巨大地震により発生する強震動と津波予測の高度化を図った。高
知市、大阪市、名古屋市の3都市に地域研究会を設け、また、被災地域の類型化(人
口集中都市、中山間地域など)等も行い、各地域の実情と現在及び将来の社会状況
に沿った実効性の高いモデル復興・復旧プロセスを策定した。

本プロジェクトは、地震発生予測の高度化のための観測・シミュレーション手法の開
発のみならず、これら成果を発生時に向けた地域の防災的取り組みや発生後の応
急対応、復興・復旧施策に繋げている。さらに防災対策の実現性を高めるため、地
方自治体やライフライン企業の防災担当者と研究を協働推進する「地域研究会」とい
う取り組みを防災研究課題の中心に位置づけている。
事業推進に際しては、サブテーマごとに外部有識者を含めた研究推進委員会を設
け、研究進捗状況を確認するとともに、科学研究サブテーマ課題と防災研究サブ
テーマ課題間の連携を強化するために、研究者を両サブテーマをまたがって配置し
ている。また定期的な研究交流や研究分野を横断したシンポジウム等を定期的に開
催している。これらの活動と事業全体の研究方向性の協議を、地震・津波防災研究
者、内閣府防災担当者、報道関係者、自治体防災担当者などの有識者で構成され
る運営委員会で行っている。

東海地震・東南海地震・南海地震の連動発生による強震動
予測と津波予測のシミュレーションの開発を進めた結果、地
震発生直後の震災把握と被害の軽減に資する、各地域の
実情に沿った実効性の高い災害対応、復旧・復興戦略の基
礎となる部分を完成させた。
今後は、東海・東南海・南海地震の連動発生の予測・評価
及びこれらの地震発生の際の人的・物的被害軽減のため
に、南海トラフ広域における詳細な地殻構造ならびに地殻
活動観測評価と、連動の条件評価ならびにシミュレーション
の高度化等による連動性評価モデルの開発を引き続き行う
必要がある。

【防災】
(701)地震観測・監視・予測等
の調査研究
(702)地質調査研究
(703)耐震化や災害対応・復
旧・復興計画の高度化等の
被害軽減技術
(704)火山噴火予測技術
(705)風水害・土砂災害・雪害
等観測・予測および被害軽減
技術
(706)衛星等による自然災害
観測・監視技術
(707)災害発生時の監視・警
報・情報伝達および被害予測
等の技術
(708)救助等の初動対処、応
急対策技術
(709)災害に強い社会の形成
に役立つ研究
(710)施設等における安全確
保・事故軽減等の技術

◆2010年度までに、実大モデルに
よる振動破壊実験を実施し、各種
構造物の地震による崩壊メカニズ
ムや強度を解析することにより、構
造物の総合的な耐震性能を解明す
るとともに、既存構造物の耐震診
断・補強・改修を簡易に安価に実施
できる技術を開発し、地震、津波に
よる被害を大幅に低減する。【総務
省、文部科学省、農林水産省、国
土交通省】
◆各種災害等に対する社会の脆弱
性発見や、二次・三次的被害も含
めた被害予測のための社会科学の
観点を踏まえた解析手法を2015年
度までに確立する。災害発生時の
防災情報伝達を高度化させ、初動
対応の迅速化・適正な判断を可能
とするとともに、主体的で迅速・的
確な自助・共助による避難行動等
を可能とさせる技術を2010年度を
目途に確立する。また、地域ごとの
総合的な防災力を向上させる、最
適な対策計画と復旧戦略の立案手
法を確立する。【総務省、文部科学
省、国土交通省】
◆現下の社会情勢や国民のニー
ズに対応するため、先端科学技術
等による消防防災科学技術の高度
化のための戦略について調査検討
を行い、2015年度までに災害の種
類に応じ、①過密都市空間におけ
る火災時の安全確保、②大規模自
然災害時等の消防防災活動、③特
殊災害に対する安全確保、④化学
物質の火災爆発防止と消火、⑤危
険物施設の安全性向上（耐震性及
び経年劣化対策）を実現する。【総
務省】

　様々な用途の建築・施設における火災時の安全確保に資
するため、火災実験データベースの基本的な構築を行った
が、多様な火災に対応するためには、新素材、新製品に対
する火災実験データを今後も充実させる必要がある。また、
火災旋風の発生メカニズムの一つの形態を明らかにしつつ
あるが、予防対策や安全な消防活動に資するためには、さ
らに詳しく構造や発生メカニズムを解明する必要がある。
　大規模地震時の危険物施設等の被害軽減に資するため
に、石油コンビナート等特別防災区域における地震動情報
を収集し、液面揺動推定、溢流量算定、浮き屋根損傷形態
推定が可能な「地震時石油タンク損傷被害推定システム」を
開発し、地震時の石油タンクの安全対策に大いに貢献し
た。また、内部浮き蓋式石油タンクの地震時の浮き蓋揺動
挙動を解明し、地震時の内部浮き蓋式石油タンクの安全対
策に貢献した。開発された被害推定手法などを実際の被害
軽減に結びつけるには、石油コンビナート等特別防災区域
における強震観測・監視体制の充実・強化、個々の石油タン
クの内容液量や腐食減肉量を把握する体制の確立等、開
発した手法を活用するための体制確立が必要である。
　災害、火災や事故の現場で活動する消防隊員の安全を確
保するための消防防護服に対し、ナノテク技術を用いて軽
量化、高機能化を実現した。この防護服の早期の実用化を
目指すとともに、隊員の安全確保の観点からヘルメット、手
袋、靴などの装備品の高性能化も急務である。
　地震等大規模自然災害時における消防防災活動のより効
果的な実施に資するため、災害対策本部における応急対応
支援、災害時要援護者等も考慮した警報伝達、広域応援部
隊消防力最適配備支援および情報共有、救急業務支援に
係るシステムを構築した。今後これらの成果を自治体等に
反映させるためには、更なる有効性の検証と改良を継続的
に実施することが必要である。また十分利用可能な要素技
術についての活用においては、各組織の既存情報システム
との連携（例えば119番指令システムとの延焼予測や消防
力最適運用支援の連動）を容易にする技術開発も必要であ
る。さらに、実際に活用して消防活動等を強化するためには
十分な訓練が必要であり、それに資するためのユーザビリ
ティ-を強く意識した既システムの改良等の技術開発が欠か
せない。
　高度な各種熱分析・熱量計技術を用いて、化学物質の火
災危険性を評価した。研究成果を基に、化学物質の安全管
理に重要な情報である「熱安定性」､「反応の激しさ」､「発火
性」､「混合危険性」及び「発生するガスの毒性」を含めて総
合的に把握する危険性評価法を提案した。
　化学物質のタンク火災が発生した場合に備えて、消火性
状を明らかにするために、 泡の諸特性に及ぼす泡性状の
影響評価を行うとともに、大容量泡放水砲による泡放射挙
動に関するシミュレーション開発を行った。また、 タンク火災
の泡消火戦術の高度化を図るために、減酸素気流によるタ
ンク火災の抑制手法に関する基礎的な知見を得た。

◆2010年度までに首都直下地震、
東南海・南海地震、宮城県沖地震
等巨大地震や大規模な活断層型
地震等に関する重点的な調査・観
測・シミュレーション等に取り組むこ
とにより、地震発生予測や発生直
後の震災把握を高度化し被害の軽
減を図る。【文部科学省、国土交通
省】

◆2010年度までに、実大モデルに
よる震動破壊実験を実施し、各種
構造物の地震による崩壊メカニズ
ムや強度を解析することにより、構
造物の総合的な耐震性能を解明す
るとともに、既存構造物の耐震診
断・補強・改修を簡易に安価に実施
できる技術を開発し、地震、津波に
よる被害を大幅に低減する。【総務
省、文部科学省、農林水産省、国
土交通省】

◆各種災害等に対する社会の脆弱
性発見や、二次・三次的被害も含
めた被害予測のための社会科学の
観点を踏まえた解析手法を2015年
度までに確立する。災害発生時の

【領域】
・豊かで質の高い国民生活の実現
・地球規模の問題解決への貢献

【目標及び実施方針】
平成21年4月に地震調査研究推進本部において策定され
た、「新たな地震調査研究の推進について－地震に関する
観測、測量、調査及び研究の推進についての総合的かつ基
本的な施策－」等に基づき、今後とも、地震災害から国民の
生命・財産を守り、豊かで安全・安心な社会を構築するた
め、
・地震・津波観測監視システムのさらなる技術開発
・東海・東南海・南海地震やひずみ集中帯等の、今後30年
以内の発生確率が高い地震や、首都直下地震等、発生した
場合に甚大な被害が見込まれる地震を対象とした重点研究
プロジェクト
・地震の評価を実施する上で必要となるデータを収集するた
めの全国に存在する主な活断層や海溝型地震を対象とした
調査観測
等を推進し、将来発生し得る大規模な地震に関して、過去
及び現在の地殻活動等を把握し、より精度の高い地震発生
予測及び地震動・津波予測を実現する。
また、これらの成果を確実かつ迅速に国民に発信すること
により、地震災害に対しての被害を最小限に抑えることの出
来る社会の構築に積極的に寄与する。

【H23年度の主な予算案項目】

分野別推進戦略に係る主要な成果等のとりまとめ（社会基盤分野）（案）
第3期の「領域・重要な研究
開発課題」（第３期分野別推

進戦略より）

関連する「成果目標」
（第３期分野別推進戦略より）

（各省が記載）

第３期（H18～22）の関係府省取組み
第３期の成果及び今後の課題

（その客観的根拠）（各省が記載）

第４期（H23～27）に向けて
（【目標及び実施方針】【H23年度の主な予算案項目】は

各省が記載）
主要な施策名
（各省が記載）

予算額（百万円） 研究開発の成果（その客観的根拠）
（各省が記載）

特筆すべき優れた実施の仕組みや研究ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ
（各省が記載）

【領域】
・豊かで質の高い国民生活の実現

【目標及び実施方針】
（第4期期間における研究推進の基本的な方向性・方針等）
社会環境の複雑多様化に伴う新たな形態の火災に対する
研究や、消防職員の安全かつ効率的な活動を実現する個
人装備や消防資機材、情報システム等の研究開発、新たな
化学物質の危険性把握と危険性物質を取り扱う施設におけ
る安全性向上に関する研究開発等を通じて、火災や災害等
から国民の生命、身体、財産を守り、豊かな国民生活の基
盤を支える研究開発を推進する。

【H23年度の主な予算案項目】
（具体的施策名・予算額等を記載）
○消防隊員の安全確保のための研究開発・４３百万円
○危険性物質と危険物施設の安全性向上に関する研究・４
１百万円
○大規模災害時の消防力強化のための情報技術の研究開
発・４４百万円
○多様化する火災に対する安全確保に関する研究・５０百
万円
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分野別推進戦略に係る主要な成果等のとりまとめ（社会基盤分野）（案）
第3期の「領域・重要な研究
開発課題」（第３期分野別推

進戦略より）

関連する「成果目標」
（第３期分野別推進戦略より）

（各省が記載）

第３期（H18～22）の関係府省取組み
第３期の成果及び今後の課題

（その客観的根拠）（各省が記載）

第４期（H23～27）に向けて
（【目標及び実施方針】【H23年度の主な予算案項目】は

各省が記載）
主要な施策名
（各省が記載）

予算額（百万円） 研究開発の成果（その客観的根拠）
（各省が記載）

特筆すべき優れた実施の仕組みや研究ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ
（各省が記載）

理学的観点では、地震計約250台から構成される首都圏内の地震観測網を構築す
ることで、直下地震の地震像を明らかにするデータ取得技術を高度化することがで
きた。

首都圏に設置した地震観測網による観測データを活用し、社会資本の構築の際に
必要となる想定首都直下地震の地震情報を国土交通省と連携して検討している。

首都直下で発生するマグニチュード７クラスの地震像を明ら
かにするための首都圏を中心とした地震観測網を構築し、
それらの観測結果から震源領域と地下構造の推定精度を
向上させると同時に、高度な耐震性を備えた建築物や土木
構造物の整備のための地震時シミュレーションを行う際に利
用される地震動情報の基礎的部分を取りまとめることがで
きた。
今後は、地震観測網による観測を続けることで首都圏及び
その周辺で震源となる領域をさらに特定し、各地方自治体・
企業等が対応すべき地域性を踏まえた首都直下地震像の
提示を進めるため研究開発を引き続き実施する必要があ
る。

工学的観点では、事業が開始してから実施された４つの実大建物震動実験の成果と
して、高層建物の長周期地震動対策の骨子と重要機能施設（主に病院）の機能維持
のためのガイドラインを部分的に完成させることができた。

重要機能施設（主に病院）の地震後の機能維持のためのガイドラインについては、
厚生労働省・総務省消防庁・東京都と連携し作成するための準備を進めている。

実大三次元震動破壊実験施設（E-ディフェンス）を活用し、
首都圏で発生しうる直下地震と海溝型地震による長周期地
震動に対する建築物やライフラインの被害を明らかにし、さ
らにその被害軽減策を実大実証実験により取りまとめること
ができた。
今後は、これまでの耐震工学分野の知見を含め、実験で得
られたデータをもとに市民や自治体、企業が自らの防災・地
震対策を支援・加速しうるような対策やガイドラインを社会還
元の視点で各分野の専門家や実務者と協働で広報や成果
の普及を推進する必要がある。

社会科学的観点では、国内でこれまでに発生した地震後の災害対応業務を社会学
的観点で分析・整理し、それらの研究結果を踏まえて、発災直後の被災者向けに発
行するり災証明を迅速に発行するシステムの基本部分を完成させることができた。

地震後のり災証明発行システムの基本部分を完成させ、実用化に向けて9都県市、
特に東京都と連携して実用化に向けて検討を行っている。

これまで都市部や地方で発生した地震後の調査結果をもと
に、社会システムの脆弱性と被害の波及プロセス等の研究
が多くの分野で進められてきた。例えば、地震直後の被害
調査・迅速な行政サービスを実施するためのシステム、地
方自治体が行う膨大な業務分析やライフラインの被害波
及・復旧シミュレーションの分野において社会に還元しうる
かたちで成果が取りまとめられた。
今後は、これまでの研究成果を踏まえて、防災対策を実施
する各地域の特性が考慮されたきめ細やかな対策を実施
するフェーズに入りつつあるため、個々の具体的対策と我が
国全体の防災対策が調和し、全体最適を得られるような産
官学連携による総合的研究を推進していく必要がある。

ひずみ集中帯の重点的調査観測・
研究【文部科学省】

- 814 401 596 594 2,405

東北日本の日本海側の地域及び日本海東縁部において、海域から陸域にわたる大
規模な地殻構造探査等を複数の測線において実施し、屈折法、反射法等により、活
断層形状、及び海陸統合した地震波速度構造イメージを作成することができた。ま
た、インターネット技術を用いて通信回線の冗長化による観測信頼性を向上させた、
最新半導体技術を用いた世界最小・高性能のケーブル式海底地震観測システムを
新規開発し、日本海において設置観測を開始した。
強震動評価の高度化に資するため、既存データの収集、微動観測、ボーリング調査
を実施し、新潟、山形、秋田地域における浅部・深部統合地盤モデルを作成すること
ができた。

日本地球惑星科学連合において毎年特別セッションを開催し、プロジェクト内外の研
究交流を図ることにより、プロジェクトの推進体制を強化している。

世界最小・高性能のケーブル式海底地震観測システムを開
発することにより、観測環境が厳しい海域における地震観測
網の展開技術を向上させた。この海域地震観測をはじめ、
陸域の高密度地震観測や地殻変動観測等の観測研究を統
合的に推進することにより、これまで未解明であったひずみ
集中帯における地下内部構造が徐々に明らかになりつつあ
る。
今後は、ひずみ集中帯における強震動評価のために、さら
なる詳細な地下内部構造の把握が必要であるが、第3期の
技術的な目標は達成した。

高度即時的地震情報伝達網実用
化プロジェクト【文部科学省】

161 121 - - - 282

防災科学技術研究所（防災科研）で開発を進めてきた「リアルタイム地震情報」と気
象庁で開発を進めてきた「ナウキャスト地震情報」の研究開発の統合を図り、緊急地
震速報として統一を図った。その後、平成19年10月に一般向けの配信を開始し、実
用化に至った。
また、利活用に関する研究において、緊急地震速報関係メーカーをはじめ、速報の
利用が想定される民間企業や学校等を幅広く取り込んだ上で研究開発を進めてきた
結果、速報を利活用した家電や機器の制御システム等商品化を達成した。

リアルタイム地震情報の発信に関して、防災科研は、気象庁が業務として緊急地震
速報を配信することを前提に開発を進めた。防災科研は観測網から得られるデータ
から緊急地震速報を導き出す手法の研究開発を行い、それを気象庁に設置したシス
テムに実装し、気象庁から試験的に情報を発信して実証実験等を行った。実証実験
等において生じた問題点等は情報提供側の研究開発にもフィードバックした。
また、情報の利活用の研究開発に関しては、地震学の研究者のみならず、地震工
学、構造工学、システム制御など直接防災対策に関わる研究者・技術者、自治体や
企業の防災対策を担当している人達に参加を呼びかけ、参加機関が連携し研究開
発を行った。

今後、緊急地震速報の「間に合わない」を克服し、都市域等
の直下で発生する地震に備えるため、超深層にＰ波セン
サーとして機能する地震計（強震計等）を設置するなど、地
震波が地表に達する数秒前に地中で地震動を検知し、情報
を即時に伝達し、各種機器制御と連動させることで、地震災
害の軽減を図る必要がある。

実大三次元震動破壊実験施設（E-
ディフェンス）を活用した耐震工学
研究【文部科学省】

280 335 328 310 310 1,563

実大規模の振動台実験を実施し、構造物の破壊過程を解明するとともに、新しい地
震減災技術の開発・検証を行った。鉄骨造建物に関しては、現行基準建物の大地震
における崩壊現象の解明を行い、その成果は日本建築学会「鋼構造接合部設計指
針」改定に反映される予定となるなど、耐震設計法の合理化・高度化に貢献した。鉄
筋コンクリート橋脚については、大地震後でも即時利用可能な次世代型の高耐震高
架橋の開発を行うなど、橋梁の地震対策技術の必要性を啓発した。また、超高層建
物室内実験においては、長周期地震動による超高層ビル室内の危険性を指摘する
とともに、家具等の固定方法について定量的な実験データで調査・確認し、居室内
対策の重要性を示した。室内機器の固定等は平成21年6月の改正消防法で義務化
されるに至った。実験映像は自治体における啓発活動に活用されている。

世界最大かつ世界で唯一実大規模構造物の震動実験が可能な実験施設として、米
国大学群を中心としたプロジェクトチームと国際研究協力協定を締結し、米国スタン
フォード大学およびイリノイ大学の参画のもとロッキングフレームに関する振動台実
験を共同で行った。また、イタリア国立樹木・木材研究所との共同研究でヨーロッパ
で普及している建築材を用いた木造７階建建築物の震動実験を実施するなど、海外
の耐震技術の向上にも貢献している。さらに、兵庫県と共同で超高層建物の室内安
全性に関する実験を実施するなど、自治体との連携や国内研究機関との研究協力
体制も配慮して研究を推進している。なお、兵庫県との共同研究は、地震時における
室内安全対策に関する都府県共同研究会（東京都、静岡県などが参画）の活動に
貢献している。

鉄筋建物、鉄骨コンクリート橋脚等の地震による崩壊メカニ
ズムやその耐震性能を解明するとともに、既存木造建物の
補強技術の開発・実証、鉄骨建物、道路橋脚の高耐震技術
の開発、実証を行った。また、近年懸念されている長周期地
震動の高層建物への影響に関する実験を行い、その課題
の抽出や対策についての検討を行った。
今後はこれまでに実施していない地中構造物等の破壊過
程の解明を図るとともに、地震発生時の安全性と機能性の
維持に効果的な新しい減災技術などを開発・検証するた
め、各種建築物・構造物、ライフライン、地盤・地中・地下構
造物などを対象とした実験研究を進める必要がある。

MPレーダを用いた土砂・風水害の
発生予測に関する研究【文部科学
省】

103 102 99 100 184 588

MPレーダによる降水監視能力・予測能力の向上を実現し、現業のレーダではこれま
で捉えることができなかった降雨現象を正確に捉える事を可能にした。本研究の成
果は、国交省がH21年度から主要都市域に展開しているＭＰレーダネットワーク（10
エリア、計26台のＭＰレーダ）に活かされた。具体的には、開発したデータ処理およ
び降雨量推定アルゴリズム（特許２件含む）が国交省ＭＰレーダネットワークに採用
されている。

関東地方の大学（中央大学、山梨大学、防衛大学校）や研究機関（防災科研、電力
中央研究所、気象協会）が所有するＭＰレーダおよびドップラーレーダをネットワーク
で結び、そのデータを相互に活用する体制（X-NET）を構築した。X-NETは各機関の
ゆるやかな連携に基づくもので、既存の研究施設を相互利用することにより効果的
に研究プロジェクトを推進することができた。プロジェクト後半には、ＪＲ東日本や東
京消防庁などとＭＰレーダ情報の利用に関する共同研究を締結し、研究成果の具体
的な社会還元に向けた取組を行った。

MPレーダによる降水監視能力・予測能力の向上を実現し、
現業のレーダではこれまで捉えることができなかった都市型
集中豪雨等局所的顕著現象を正確に捉える事を可能にし
た。
ＭＰレーダ等の技術が実用化されゲリラ豪雨などの極端気
象の監視はできるようになってきたが、より早期からの発生
予測やそれによって引き起こされる都市水害、沿岸災害、
土砂災害等を予測することは困難である。気候変動に伴い
増加が懸念される極端気象によって複合的に発生する水害
等の軽減に資するため、その発生メカニズムの解明と災害
予測を目的とした研究を進める必要がある。

首都直下地震防災・減災特別プロ
ジェクト【文部科学省】

1,087

度までに確立する。災害発生時の
防災情報伝達を高度化させ、初動
対応の迅速・的確な自助・共助によ
る避難行動等を可能とさせる技術
を2010年度を目途に確立する。ま
た、地域ごとの総合的な防災力を
向上させる、最適な対策計画と復
旧戦略の立案手法を確立する。
【総務省、文部科学省、国土交通
省】

◆2015年度までに、豪雨や強風、
豪雪等による風水害・雪害等の
シュミレーション技術の高度化を進
め、被害の軽減を図る。（文科省、
国交省）

◆2012年度までに都市型集中豪雨
等局所的顕著現象のメカニズム解
明とそれら局所的顕著現象の発生
予測を行う技術を確立し、それに伴
う被害の大幅な軽減を目指す。（文
科省）

◆2011年度までに、地域社会に対
する総合的なリスク評価を行う手法
を構築するとともに、災害発生時の
組織運営などに関する標準的な危
機対応システム等を構築すること
により、様々な災害による被害予測
を一元的に実施する。また、モデル
事業を行い、防災研究の成果を地
域の防災活動に活かす。（文科省、
国交省）

- 934

【H23年度の主な予算案項目】
・地震・津波観測監視システム
　1290百万円
・東海・東南海・南海地震の連動性評価研究
　498百万円
・首都直下地震防災・減災特別プロジェクト
　881百万円
・ひずみ集中帯の重点的調査観測・研究
　499百万円

【領域】
・豊かで質の高い国民生活の実現
・地球規模の問題解決への貢献

【目標及び実施方針】
「災害から人命を守り、災害の教訓を活かして発展を続ける
災害に強い社会の実現を目指すこと」を研究開発の基本目
標に据え、豊かで質の高い国民生活を実現する国づくりに
貢献するため、災害を観測・予測する技術の研究開発、被
災時の被害を軽減する技術の研究開発、災害リスク情報の
集約・分析・評価・提供を強化する社会防災システム研究な
ど防災に関する課題の解決をより一層指向した研究開発を
推進する。

【H23年度の主な予算案項目】
観測・予測研究領域（3,264百万円）
減災研究領域（1,712百万円）
社会防災研究領域（1,251百万円）

3,585809 755



H18 H19 H20 H21 H22 合計

分野別推進戦略に係る主要な成果等のとりまとめ（社会基盤分野）（案）
第3期の「領域・重要な研究
開発課題」（第３期分野別推

進戦略より）

関連する「成果目標」
（第３期分野別推進戦略より）

（各省が記載）

第３期（H18～22）の関係府省取組み
第３期の成果及び今後の課題

（その客観的根拠）（各省が記載）

第４期（H23～27）に向けて
（【目標及び実施方針】【H23年度の主な予算案項目】は

各省が記載）
主要な施策名
（各省が記載）

予算額（百万円） 研究開発の成果（その客観的根拠）
（各省が記載）

特筆すべき優れた実施の仕組みや研究ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ
（各省が記載）

災害リスク情報プラットフォームの
開発に関する研究【文部科学省】

- - 1,136 1,136 580 2,852

内閣府総合科学技術会議が進めている社会還元加速プロジェクトの下、災害リスク
評価の手法開発、それら情報の利活用のためのシステムとしてe-コミュニティプラッ
トフォームの開発を行った。さらに、これらシステムの有効性について検証するため、
見附市や三条市で、e-コミュニティプラットフォームを用いた災害対応の実証実験を
実施した。地震災害に関しては、地震調査研究推進本部が進めている全国地震動
予測地図の高度化に資する検討を実施すると共に、それら情報を共有化し利活用を
推進するためのシステムとして、地震ハザードステーション（J-SHIS）を開発し、e-コ
ミュニティプラットフォームとの連携を図った。

各機関に散在する災害リスク情報を相互運用という考え方を採用し、共通の規則に
基づいて共有化し運用するためのシステム開発を実施した。内閣府総合科学技術
会議の指導の下、関係府省や地方公共団体と連携し、開発したシステムの有効性を
検証するための実証実験を行い、その結果をシステム開発にフィードバックさせるこ
とにより、より有効なシステムを目指した開発を行ってきた。

地震ハザード・リスク情報に関しては、全国地震動予測地図
を作成し、それらをわかりやすく提供するシステムとして地
震ハザードステーションＪ－ＳＨＩＳを開発した。今後は、地震
以外の災害についての取り組みの強化や関係機関が持つ
情報の相互運用化、リスク評価に必要な情報の整備が課題
となっている。また、e-コミュニティプラットフォームなど地域
や個人が災害リスク情報を利活用することを支援するシス
テムの開発を実証実験を繰り返しながら進める必要があ
る。

地震観測データを利用した地殻活
動の評価と予測に関する研究【文
部科学省】

2,528 2,505 2,415 2,415 2,415 12,278

プレート境界で発生する海溝型地震については、スロー地震の連動現象の発見やア
スペリティモデルの構築等、海溝型地震の発生のメカニズムの解明が進んだ。また、
内陸の地震については、平成20年（2008年）岩手・宮城内陸地震等で４Gを超える加
速度が記録され、大加速度地震動時に表層地盤がトランポリンの様に下向きに比べ
て上向きに大きく揺れるトランポリン効果が新たに発見されるなど地震動の発生メカ
ニズムの理解が進んだ。特定活断層型地震瞬時速報については、単独観測点でも
震度を予測できる技術や高精度なデータ処理システムの開発を進めた。また、震源
近傍でも観測可能な地上地震計や従来の半分以下の大きさの小型地中地震計を開
発し、三浦半島断層群に整備した。

全国に約２０００点設置されている基盤的地震観測網を安定的に運用し、我が国の
地震予測研究の進展に大きく貢献した。また、特定活断層型地震瞬時速報について
は、研究開発成果が減災に資する情報として利活用されるために、大学等学識経験
者、緊急地震速報配信事業者である気象庁、活断層を有する自治体、活断層近傍
にインフラを有する鉄道会社や建設会社、百貨店などで構成される検討会を設け、
利活用のあり方や具体的な利活用研究の進め方について、様々な立場から検討を
行った。

今後は、実際に観測した地震動データを地震発生予測シ
ミュレーションモデルに取り込むため、地殻活動のモニタリン
グシステムを高度化する必要がある。
また、今後は、地震動情報をより迅速かつ正確に提供する
ため、緊急地震速報の推定値と実際に地震が到達した地震
計の情報を連携させるリアルタイム強震動監視システムを
構築する必要がある。

陸域観測技術衛星「だいち」
（ALOS）【文部科学省】

2,110
（社会
基盤分
野、フ
ロン
ティア
分野）

2,318
（社会
基盤分
野、フ
ロン
ティア
分野）

2,074
（社会
基盤分
野、フ
ロン
ティア
分野）

1,976
（社会
基盤分
野、フ
ロン
ティア
分野）

1,792
（社会
基盤分
野、フ
ロン
ティア
分野）

10,269
（社会
基盤分
野、フ
ロン
ティア
分野）

　平成18年度から定常的な観測を継続した。
　大規模災害発生時に行う緊急観測を平成22年12月末までに296回（国内53件、海
外243件）実施し、国内外の防災機関等に情報提供した。また、緊急観測のデータ提
供までの時間を受信後1時間(速報)～3時間(標準処理)の目標に対し、実績で12分
～1時間へ大幅に短縮した。
　国（内閣官房、内閣府（防災担当）、防衛省、警察庁、気象庁、海上保安庁、国土地
理院等）や地方自治体（岐阜県等）と防災利用実証実験を実施し、火山噴火や地殻
地盤変動、海上・沿岸災害、土砂災害、水害等でのALOSデータの有効性を確認。
　光学センサPRISMは位置精度水平3m、高度5mを達成し、国土地理院が定める
1/25,000地形図修正の精度要求を満足し、地形図の修正資料としてデータを利用す
ること並びに平時の衛星画像を地図と重ね合わせた「だいち防災マップ」として使用
することになった。また、レーダセンサPALSARは地殻変動量の観測で2～3cmの精
度を達成し、地震調査研究推進本部が地震調査研究にレーダ画像によるインタフェ
ロメトリを利用することになった。また、活断層基本図作成の効率化のため、ALOS光
学画像のパンシャープン立体視画像を利用することになった。
　中央防災会議（大規模水害専門調査会）では浸水地域や浸水深等の情報を速や
かに収集するために衛星等画像情報の活用、また、夜間・曇天時の情報収集のため
に衛星等による合成開口レーダ画像を活用することになった。
　海外については国際災害チャータや24ヶ国・地域60機関10国際機関が参加するセ
ンチネルアジア等を通じて平成22年12月末までに国際災害チャータに137件、センチ
ネル･アジアに92件の災害観測データを提供し、中国四川省大地震、ミャンマーの洪
水、ハイチの地震、チリ地震、パキスタンの洪水等に対応した。また、WINDSを通信
手段として取り込んだシステム拡張・改善を行い、関係機関との協力をより一層推進
させた。

　平成21年度より内閣府と協定を締結し、要請に応じて政府指定防災機関に情報提
供を行うこととし、山口県防府市の水害・土砂崩れ、駿河湾を震源とする地震等で防
災機関にデータを提供し、災害状況把握で活用された。
　国外では、ハイチやチリの大地震に関して、国際災害チャーターからの要請に応じ
た衛星画像提供に加え、地球観測に関す政府間会合(GEO)に対してもデータ提供を
行い、関係する研究者によって地震メカニズムとさらなる影響について評価がなされ
た。我が国の海外派遣活動に対しても情報提供を行い、特にハイチに関しては、防
衛省の先遣隊が現地地理情報として活用した。センチネルアジアでは、システム改
善を行い、サーバーを新設するとともに、超高速インターネット衛星「きずな」(WINDS)
を使った情報伝達をできるようにし、タイや韓国からの衛星画像の提供がなされ、国
際災害チャーターにも発動できるメカニズムを構築し、観測体制、情報共有体制を強
化した。さらに、予防・減災の取り組みとして、フィリピンにおけるハザードマップ作成
を行い、平成21年12月のフィリピンのマヨン山の噴火時に避難ツールとして活用され
た。
　平成22年6月にアジア開発銀行と災害管理等への衛星技術の活用促進に関する
協力関係を構築し、この枠組みに基づいてパキスタンでおきた大洪水による水害域
の観測データ提供を行った。

　平成18年度から定常的な観測を継続し、大規模災害が発
生した場合に行う緊急観測を平成22年12月末までに296回
（国内53件、海外243件）実施した。また、受信から提供まで
の大幅な時間短縮を達成し、その有効性が認識された。
　大規模災害時の状況の把握、浸水地域等の情報収集、地
震調査研究、地図の修正等で観測データの有効性が認め
られ、活用されることになった。
　ALOSが目標とする運用は平成22年度までであるが、関係
機関における衛星データ利用の継続性確保のために、可能
な限り運用の維持に努め、早期に陸域観測技術衛星2号、3
号（ALOS-2、ALOS-3）の運用に引き継ぐ必要がある。

準天頂衛星「みちびき」【文部科学
省】

2,350
（社会
基盤分
野、フ
ロン
ティア
分野）

3,298
（社会
基盤分
野、フ
ロン
ティア
分野）

6,869
（社会
基盤分
野、フ
ロン
ティア
分野）

7,197
（社会
基盤分
野、フ
ロン
ティア
分野）
※補正
を含め
た予算
額
9,190

2,703
（社会
基盤分
野、フ
ロン
ティア
分野）

22,418
（社会
基盤分
野、フ
ロン
ティア
分野）

　準天頂衛星については、G空間行動プランの下、開発を進め、平成22年9月に打ち
上げ、準天頂軌道へ投入した。初期機能確認により衛星バス機器及びミッション機
器の機能、性能に問題がないこと確認、平成22年12月に定常運用に移行し、測位に
関する技術実証、利用実証を開始した。これに先立ち、準天頂衛星システムに対応
するユーザ受信端末（カーナビ、携帯電話等）やユーザアプリケーションの開発に必
要なインタフェース、サービス性能仕様などをユーザに対して提供するため、ユーザ
からの要望等を踏まえたユーザインターフェース仕様書を平成20年6月に公開、平
成21年7月に改定した。

　準天頂衛星については、文部科学省、総務省、国土交通省及び経済産業省の研
究開発4省で開発を行い、①GPS補完、②GPS補強、③次世代基盤技術習得の技術
実証を分担して行う。また、民間利用実証として（財）衛星測位利用推進センター、民
間企業等でサブメータ級測位補強システム及びセンチメータ級測位補強システムに
よる利用実証を実施する。更に準天頂衛星のアジア・オセアニアでの利用に向け、
バンコク及びメルボルンにて準天頂を含む複数測位衛星システムに関する国際ワー
クショップを開催し、防災を含む実証実験について議論した。

　準天頂衛星を打ち上げ、所定の軌道に投入し、初期機能
確認により全ての機能の性能が正常であることを確認した。
定常段階では研究開発4省での協力による技術実証及び
（財）衛星測位利用推進センター及び民間企業等による利
用実証を開始した。技術実証及び利用実証の結果を今後
の事業計画の検討に資する。

◆2010年度までに、地震動予測や
噴火予測に不可欠な地質情報を整
備し、地震・火山災害を軽減する。
また、産業立地の基盤情報とする。
【経済産業省】

◆2010年度までに製鉄所各施設の
安全性計測及び評価方法の基盤
技術を開発し、安全性の確保を目
指す。【経済産業省】

知的基盤整備（地質情報分野）【経
済産業省】

運営費
交付金
（66,43
7百万
円）の
内数

運営費
交付金
（65,68
2百万
円）の
内数

運営費
交付金
（65,92
5百万
円）の
内数

運営費
交付金
（66,55
5百万
円）の
内数

運営費
交付金
（61,40
7百万
円）の
内数

－

・20万分の1地質図幅：全124図幅のうち124図幅を整備
・5万分の1地質図幅：全1274図幅のうち944図幅を整備
・20万分の1海洋地質図：49区画を整備
・緊急性が高い21火山の地質情報に基づく火山地質図：16図、火山科学図1図
・GIS化した活断層データベースを整備しウェブ公開、平成21年4月～22年2月で約
150万件のアクセス

・20万分の1および5万分の1地質図幅については、プロジェクト体制をとり、地質分野
の複数ユニットが横断的に、また全国の大学や北海道立総合研究機構地質研究所
等と連携協力して整備を進めた。
・20万分の1海洋地質図の整備にあたっても、プロジェクト体制をとり、JOGMEC所有
の深海鉱資源物探査船（第2白嶺丸）を利用して調査を実施した。
・科学技術・学術審議会の建議「地震及び火山噴火予知のための観測研究計画の
推進について」に基づき、火山噴火予知連絡会等と連携を深めながら調査研究を進
めた。
・地震調査研究推進本部を通して、大学や他の研究機関と協力しつつ効率的に調査
研究を実施し、データベースの作成に当たっては、それらの成果のみならず過去に
さかのぼった文献調査を徹底した。

◆知的基盤整備
・20万分の1地質図幅の全国完備により、活断層周辺の地
盤評価や地震動予測等への利用がさらに推進されることと
なった。今後は、原発等の重要なインフラの立地や地震安
全性評価のためのより詳細な地質調査、さらなる地質図の
利用拡大を図るために地質情報の利便性向上を図ることが
必要である。
・日本列島主要四島の20万分の1海洋地質図により、海域
の活断層の評価や海底資源評価への利用が推進されるこ
ととなった。今後は、海底熱水鉱床等の資源評価や海底断
層・海底火山等の防災の観点から、戦略的に調査エリアを
選択し、集中的な海域地質調査が必要である。
・火山地質図は噴火推移予測の基礎情報として自治体の火
山ハザードマップ等の作成に貢献している。今後は、火山地
質図が未整備で活動度の高い火山を集中的に調査し、噴
火シナリオを作成することで、火山災害の軽減と防災計画
への貢献を図る必要がある。
・活断層データベースの整備により、誰でも容易に、全国的
な活断層の位置や活動度の情報を把握できるようになっ
た。今後は、一般向けの解説や利用し易い機能を充実させ
ることで、より一層の利用拡大を図ることが必要である。

【領域】
・豊かで質の高い国民生活の実現
・地球規模の問題解決への貢献

◆知的基盤整備
【目標及び実施方針】
・インフラ基盤整備および防災等に貢献するため、陸域の5
万分の１地質図幅、および利便性向上を図った次世代の20
万分の１日本シームレス地質図を作成する。
・海域の資源開発評価、海底利用、海底火山に関した防災
等に資するため、沖縄周辺の海洋地質図を作成し、海域の
地質情報を整備する。
・火山噴火の推移を予測するため、活動的火山の噴火活動
履歴調査を継続して実施し、火山地質図および噴火シナリ
オを作成する。
・活断層データベースの利便性向上を図り、引き続き新規
データの追加を行う。
　
【H23年度の主な予算案項目】
・国土及び周辺域の地質基盤情報の整備と利用拡大（運営
費交付金（60,390百万円）の内数）
・地圏の環境と資源の保全と利用のための評価技術の開発
（運営費交付金（60,390百万円）の内数）
・地質災害の将来予測と評価技術の開発（運営費交付金
（60,390百万円）の内数）
・地質情報の提供・普及（運営費交付金（60,390百万円）の
内数）
・国際研究協力の強化、推進（運営費交付金（60,390百万
円）の内数）

東海地震の予測精度向上および東
南海・南海地震の発生準備過程の
研究【国土交通省】

52 46 46 － － 144

　数値シミュレーションの対象地域の拡大と正確な地殻構造の適用により、昭和の東
南海地震発生時に東海地震が発生しなかった事例の再現に成功した。研究成果は
地震予知連絡会（事務局：国土地理院）および東海地震の予知手法等に関する勉強
会（主催者：気象庁）などに報告され、予知手法の改善のための議論に活用された。

関連研究を行っている研究機関の協力を得て、観測技術の開発を行った。また、他
機関が実施した地震シミュレーションの研究成果や地殻構造の研究成果の情報共
有を行うことにより、数値シミュレーションモデルの高度化を行った。

◆2010年度までに首都直下型地
震、東南海・南海地震、宮城県沖地
震等巨大地震や大規模な活断層
型地震等に関する重点的な調査・
観測・シミュレーション等に取り組む
ことにより、地震発生予測や発生直
後の震災把握を高度化し被害の軽
減を図る。【文部科学省、国土交通

・地震発生シミュレーションの対象領域を拡大したことによ
り、東海地震の発生モデルをより現実的なモデルに高度化
することができた。今後は、過去の事例にみられる地震発生
様式の多様性を再現するように、モデルの改良を行うことが
必要である。
・電子基準点の受信機の24％が次世代GNSSに対応、89％
において災害時の冗長性を確保。今後この更なる整備推
進、情報を集約・配信する中央局の更新が課題。

【領域】
・豊かで質の高い国民生活の実現
・地球規模の問題解決への貢献

【目標及び実施方針】
（第4期期間における研究推進の基本的な方向性・方針等）
・GEONETの高度化
電子基準点を順次次世代GNSS対応への整備及び中央局

◆2015年度までに衛星観測監視シ
ステムを構築し、防災・減災に役立
つ観測データを継続的に提供する
ことにより、国民の安全・安心の確
保に貢献する。【文部科学省】

【領域】
・豊かで質の高い国民生活の実現
・地球規模の問題解決への貢献
・国家存立の基盤の保持

【目標及び実施方針】
　ALOSの運用を可能な限り維持するとともに、後継機となる
陸域観測技術衛星2号・3号（ALOS-2、ALOS-3）の研究開
発を確実に実施し、早期に運用を引き継ぐ。
　ALOS-2ではLバンド合成開口レーダで世界最高の1～3m
空間分解能を達成すると共に広観測幅を維持しながら左右
観測機能の追加や入射角範囲の拡大及び適切な軌道選択
などによりALOSに比べて観測機会を大幅に向上する。
　ALOS-3では広観測幅を維持しながら空間分解能をALOS
の2.5mから0.8mに大幅に向上させた光学センサを実現する
とともに、直下視と後方視を組合せた高精度立体視観測機
能を確立し、さらに経済産業省が開発しているハイパー・マ
ルチスペクトルセンサの搭載を検討。

　準天頂衛星初号機の技術実証、利用実証を行い、2機目
以降の整備、利用の在り方を含めた事業計画の検討に資
する。

【H23年度の主な予算案項目】
・ALOS　2,267千円
・ALOS-2　6,137千円
・ALOS-3　98千円
・準天頂衛星　1,288千円
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H18 H19 H20 H21 H22 合計

分野別推進戦略に係る主要な成果等のとりまとめ（社会基盤分野）（案）
第3期の「領域・重要な研究
開発課題」（第３期分野別推

進戦略より）

関連する「成果目標」
（第３期分野別推進戦略より）

（各省が記載）

第３期（H18～22）の関係府省取組み
第３期の成果及び今後の課題

（その客観的根拠）（各省が記載）

第４期（H23～27）に向けて
（【目標及び実施方針】【H23年度の主な予算案項目】は

各省が記載）
主要な施策名
（各省が記載）

予算額（百万円） 研究開発の成果（その客観的根拠）
（各省が記載）

特筆すべき優れた実施の仕組みや研究ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ
（各省が記載）

地震、火山噴火等による被害軽減
のための地殻変動モニタリング・モ
デリングの高度化と予測精度の向
上【国土交通省】

－ 1053 989 983 797 3,822

①GEONETの高度化
・電子基準点の受信機更新を順次進め、次世代GNSS対応への整備及び電源部の
更新、通信の二重化を行い災害時における冗長性を確保。また、新たな解析手法を
開発。
②GEONETの観測データを用いてプレート境界型大地震の発生に影響を及ぼすプ
レート間カップリングの空間的分布やその時間的推移を明らかにし、時系列のデータ
を追加してこれらを自動的に行うシステムとして開発した。解析結果の一部は地震防
災対策強化地域判定会委員打ち合わせ会等に提出している。
③干渉合成開口レーダー解析において、位相遅延分布の計算手法を開発し解析の
正確性を向上させるとともに、より迅速な位相連続化処理を可能にする処理システ
ムを開発した。
④地震発生時にGEONETの観測データをリアルタイムで解析する手法及びその解析
結果に基づき震源断層を即時に推定する手法を開発した。

－

津波による局所的現象の予測・シ
ミュレーション技術【国土交通省】

28 28 28 28 42 154

・これまでに開発されてきた津波予測のための数値計算プログラム（STOC）の基本
プログラムを津波の遡上、破壊現象まで取り込んだSTOCの拡張版プログラムの開
発を行った。また、STOCの発展型により得られたシミュレーション結果を住民に理解
しやすい形でビジュアル的に示すことができる動的ハザードマップ作成技術の開発
を行った。（「津波被害予測とそのわかりやすい表示のための数値シミュレーションシ
ステムの開発」としてH20年度水路技術奨励賞を受賞。）
本研究の成果により、建物損傷や漂流物挙動の特性の推定などにより具体的な津
波被害の推定ができるようになった。
・港口部からの大規模な津波の進入を低減し、平常時の船舶の航行を疎外せず、ま
た港内の海水交換の妨げにならない可動式防波堤の設計技術の開発を行った。（可
動式防波堤に関する特許を３つ取得）また、本技術を用いて、実海域での具体的な
設計検討も行われた。

　STOCの改良等の研究については、独立行政法人港湾空港技術研究所が独立行
政法人海洋研究開発機構、山口大学及び国土交通省国土技術総合政策研究所等
と連携して研究を行った。
　また、　新形式の津波防御施設の設計技術開発のため、世界最大の津波（2.5m）
を起こせる大規模波動地盤総合水路を用いて実験を行うことにより、小さい実験施
設では再現の難しい地盤の動きや構造物の破壊過程について再現可能となるた
め、津波の破壊力のメカニズムの解明に大きく貢献をすることができた。

巨大地震等による超過外力に対応
する技術【国土交通省】

10 10 9 8 41 78

・排水を考慮した有効応力法に基づく液状化解析プログラムの開発し、従来は非排
水条件でしか液状化解析を行えないプログラムでは不可能であった排水条件での
地震時の液状化解析を行うことができるようになり、被害予測の精度向上を行うこと
ができた。
（「多様な構造形式に対応した「沿岸構造物のチャート式耐震診断システムの開発」
として、平成20年度に土木学会技術開発賞を受賞。）
・岸壁とコンテナクレーンの動的相互作用を考慮した解析プログラムの開発し、入力
地震動を与えた際のクレーンの固有周期・減衰定数といった基本諸元を岸壁設計段
階で与えることができ、係留施設及び荷役施設の耐震設計を同時に行うことができ
るようになった。本研究の成果は、2007年4月施行の港湾の施設の技術上の基準の
付属書に反映された。

大規模地震に対する構造物の耐震
化等の被害軽減技術【国土交通
省】

120 121 121 125 89 576

・鉄筋コンクリート橋脚を対象とした段階的耐震補強工法を提案し，その効果に関し
て実験的検討を行い，この結果をもとに工法マニュアル案を作成した。
・センサを用いた橋の地震被災度判定システムを構築した。加速度センサによる計
測結果をもとに，鉄筋コンクリート橋脚の損傷の程度を推定する技術を，振動台実験
結果をもとに開発した。試作センサを実橋梁に設置した。
・被災確認後１日程度で橋の機能回復を可能とする迅速な応急復旧工法を提案し，
その効果に関して実験検討を行い，補強設計法及び施工法案を提案した。
・道路盛土を対象として合理的な耐震診断手法を提案するとともに，盛土の耐震補
強手法について実験的にその効果を検証し，これらの成果を道路土工指針や緊急
点検要領に反映した。
・河川構造物の耐震診断手法を提案し，これらを耐震点検マニュアルとしてとりまと
めた。また，耐震補強技術に関してはその効果を実験的に検証し，設計マニュアル
（案）としてとりまとめた。
・鉄筋コンクリート橋脚，鋼製橋脚等，橋脚構造を対象として，橋の耐震設計法にお
けるばらつき等の不確実性を考慮した，信頼性に基づく部分安全係数設計法案を提
案した。
・大規模地震に対して橋の耐震性を確保するために，地震力を遮断する免震技術を
開発し，設計法マニュアルを提案した。また，耐震補強等に適用例が多い制震技術
について，耐震設計法の開発を行った。また，津波による影響を低減する技術に関し
て，水理実験を行い，構造案を提案した。

・提案した技術の現場への適用性を検証することが重要であり，橋の地震被災度判
定システムについては，地方整備局の協力を得て，実橋梁に設置し，適用性の把握
と運用上の課題点の抽出を行った。

低頻度メガリスク型の沿岸域災害
に対する多様な効用を持つ対策の
評価に関する研究【国土交通省】 10 12 9 8 － 39

・動的ハザードマップを避難シミュレーターとして活用するために必要な，避難行動シ
ナリオの作成手法を開発した．
・沿岸域災害対策の多様な効用、及び沿岸域における各種施設の減災効果を定量
的に評価できた。
・沿岸域災害対策の合意形成手法等をガイドライン素案として盛り込んだ。

・国土技術政策総合研究所のプロジェクト研究として実施した。
・関係者ヒアリングを幅広く実施した。

耐震化率向上を目指した普及型耐
震改修技術の開発【国土交通省】 50 40 39 22

2,215
の内数

151

構造計算の様々な局面で求められる適切な工学的判断を支援する他面技術的な知
見を取得し、その課題に関する考え方や評価方法を整理・提示したことにより、当初
目標を達成。

産学官連携による共同研究を実施し、工学的な判断基準の明確化に関する検討等
を行い、これに資する技術資料の整備を実施。

ロボット等による施工システムの開
発【国土交通省】

128 137 － － － 265

プロジェクト終了
・基盤技術（計測・操作・自動制御）を開発し、IT施工システムのプロトタイプによる実
証実験を実施し、要素技術の整理を行った。
・基盤技術（計測・操作・自動制御）を開発し、ＩＴ施工システムのプロトタイプの開発
を行い、屋外の模擬施工現場において実証実験を実施した。

・基盤となる要素技術の開発によって、自律化した作業が可能となった。
・災害発生時における施工機械等の操作支援や施工方法への取組を図る必要があ
る。
・施工機械による掘削作業等の自動制御機能について、土質条件、作業内容等へ
の条件対応を図る必要がある。

鉄道技術開発費補助金【国土交通
省】

137 155 139 － － 431

断層を含めた広域な地盤挙動評価手法と隣接構造物との相互作用を考慮した構造
物群の評価手法を構築し、様々な分野に展開して、新しい成果を生み出す基礎技術
となっている。
主な成果としては以下のものがある。
○地震時の車両の走行性を向上させるための対策（『不同変位防止工』）の開発に
本技術を利用している。また、特許取得および施工事例あり。
○本研究成果の要素技術は、鉄道構造物の技術基準（『鉄道構造等設計標準・同
解説　耐震設計編』）に反映した。また、既に鉄道分野の耐震設計等にも適用されて
いる。
○各種、学会論文に投稿し、評価を受けた。

マグマ活動の定量的把握技術の開
発とそれに基づく火山活動度判定
の高度化に関する研究【国土交通
省】

40 37 37 30 29 173

伊豆大島に高精度地殻変動観測網を構築し、マグマ蓄積によると推定される地殻変
動を捉えた。さらに、合成開口レーダー（SAR）による火山の地殻変動を検出すること
に成功した。
また、噴火事例の少ない火山の火山性地殻変動について、その変動量や深さ等に
ついて系統的に整理し、静穏な火山における地殻変動のシナリオを作成した。

　開発した火山用地殻活動解析支援ソフトウェアは、本研究のみならず、気象庁や
他の研究機関においても活用されている。

省】

◆2010年度までに、実大モデルに
よる振動破壊実験を実施し、各種
構造物の地震による崩壊メカニズ
ムや強度を解析することにより、構
造物の総合的な耐震性能を解明す
るとともに、既存構造物の耐震診
断・補強・改修を簡易に安価に実施
できる技術を開発し、地震、津波に
よる被害を大幅に低減する。【総務
省、文部科学省、農林水産省、国
土交通省】

◆2010年度までに、地殻変動観測
等にもとづいて火山活動度を迅速
かつ確実に判定する手法を確立
し、噴火物理化学モデルの構築を
進め、火山災害の軽減を目指す。
【文部科学省、国土交通

・伊豆大島のマグマ蓄積に関して、その膨張源の位置や膨
張量について一定の知見を得ることができた。今後は、膨
張源の位置、特に深さの精度の向上が重要である。
・火山活動が活発化していく中で想定されるシナリオについ
ても、地殻変動以外の要素も加味する等、高度化を図る必
要がある。

・電子基準点の解析結果で水平誤差が1cm以内の高精度
化を実現。
・電子基準点データにより、日本列島周辺のプレート間の固
着状態を把握することが可能。東海地域の固着状態の状況
は毎月の東海地震に係る判定会の会合に情報提供。
・干渉合成開口レーダーを用いた地殻変動解析で、特に標
高の高い地域で大気影響による誤差を大幅に（最大８割程
度）低減。
・電子基準点データにより、あらかじめ設定した地域の震源
断層モデルを地震発生後概ね１時間以内に作成することが
可能。
・今後はモリタリングの高度化を実現するため、内陸部を含
め地震･火山噴火に先行する地殻変動の検知能力の把握
や、プレート間固着状況の時間変化を一日ごとに追跡でき
る技術を開発することなどが課題。

【目標及び実施方針】
（第4期期間における研究推進の基本的な方向性・方針等）
・津波・高潮・高波災害の軽減
・地震被害の軽減
・第4期期間では，次行の2015年度までの成果目標を得る
ための研究に注力。
・種々の構造物及び同種の構造物でも重要性や管理水準
が異なる場合を対象とし，構造物及び構造物から構成され
るシステムとしての適切な機能を確保するために，耐震性
能を基盤とした耐震設計法・耐震補強法の開発を行う。
・長周期地震動に対する超高層建築物等の安全性評価手
法の確立など、巨大地震による建築物の被害抑制方策に
関する研究を行う。さらに、構造計算における工学的判断基
準の明確化に関する研究を行う。

【H23年度の主な予算案項目】
（具体的施策名・予算額等を記載）
・運営費交付金の内数
・プロジェクト研究：耐震性能を基盤とした多様な構造物の
機能確保に関する研究（予算額未定）
・「巨大地震等に対する建築物の安全性向上技術に関する
研究開発」

・住民の津波災害の総合的な模擬体験を可能にする津波
災害疑似体験シミュレーターの基礎条件について設定した。
・今後は、津波災害を市民に理解していただくことを目的とし
て、災害を予測する高度なツールの作成を行う。特に、地震
と津波災害の複合災害を予測する数値計算の開発を行う。
・東海・東南海・南海地震等の巨大地震発生時に想定され
る地震災害を軽減するために、地盤の液状化特性の評価を
推し進め、液状化地盤上の構造物の挙動を把握する。ま
た、地震・対津波防護施設の建設計画策定手法について検
討する。
・橋に関しては，事前対策としての段階的耐震補強工法，事
後対策としての損傷検知技術及び応急復旧技術を開発し
た。
・道路盛土に関しては，耐震診断手法や耐震補強手法を提
案し，技術基準類に反映した。
・河川構造物に関しては，耐震診断手法や耐震補強手法を
提案し，技術マニュアルとしてとりまとめた。
・部分安全係数設計法については，H23年度までに橋脚を
対象に提案したが，今後は，基礎，支承，上部構造等の耐
震設計に対する設計法の提案が必要である。また，免震技
術や制震技術により耐震性能を高める橋への部分安全係
数設計法の導入に向けた検討が必要である。
・動的ハザードマップを対象地域全体の避難脆弱性の評価
に活用できるようにすること。
・計測した「各種施設の減災効果」を参考に、沿岸域災害対
策に常時にも効用を有する施設を活用し、提案した「多様な
効用の評価手法」や「各種施設の減災効果」の利用する点
等について啓発活動を行うこと。
・提案した「沿岸域災害対策の合意形成手法」について、啓
発活動を行うこと。
・耐震改修技術による安全で適正な建築構造物の実現を求
める社会の要請に応えるため、これまでに蓄積されてきた
研究データや技術的知見を整理・検討し、実務に適した形
の技術資料として提示する。
・施工機械による掘削作業等の自律制御機能について、土
質条件、作業内容等への条件対応を図る。
・災害発生時における施工機械等による操作支援や施工方
法への取組を図る必要がある。
・断層を含めた広域な地盤挙動評価手法と隣接構造物との
相互作用を考慮した構造物群の評価手法を構築し、地震時
の列車走行性危険箇所の抽出が可能になった。また、本研
究は、影響評価手法の開発に重点を置いているので、その
評価手法を様々な分野に展開して、新しい成果を生み出す
基礎技術となっている。
今後の課題としては、本研究で開発したシミュレーション技
術・評価技術の総合的な検証が必要である。個々の要素技
術は実データや実験データにより検証済みであるが、要素
技術を積み上げた全体としての検証に関しては、そのような
実際の地震時のデータが皆無であり、難しい。

　伊豆大島の稠密地殻変動観測を継続し、歪計の増設等に
よる時間分解能と圧力源の深さ精度の向上を図る。これ以
外の火山についても、既存の観測網のデータを活用すると
ともに、干渉SARによる地殻変動解析を実施する。
　また、活動的火山の観測結果等を収集・整理し、噴火シナ
リオの高度化や観測網の検知力の検証や監視評価手法等

のデータ収集・配信系を構築。
・地殻変動モニタリング･モデリングの高度化のための研究
開発
地殻変動解析の空間的･時間的分解能の向上に関する技
術開発や、地震･火山噴火準備過程の解明のための研究を
進める。

【H23年度の主な予算案項目】
（具体的施策名・予算額等を記載）
・電子基準点測量　732百万円
・プレート境界の固着状態及びその変化の推定や地震･火
山噴火の先行現象のGEONET等による検知能力に関する
研究を実施予定　50百万円



H18 H19 H20 H21 H22 合計

分野別推進戦略に係る主要な成果等のとりまとめ（社会基盤分野）（案）
第3期の「領域・重要な研究
開発課題」（第３期分野別推

進戦略より）

関連する「成果目標」
（第３期分野別推進戦略より）

（各省が記載）

第３期（H18～22）の関係府省取組み
第３期の成果及び今後の課題

（その客観的根拠）（各省が記載）

第４期（H23～27）に向けて
（【目標及び実施方針】【H23年度の主な予算案項目】は

各省が記載）
主要な施策名
（各省が記載）

予算額（百万円） 研究開発の成果（その客観的根拠）
（各省が記載）

特筆すべき優れた実施の仕組みや研究ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ
（各省が記載）

リアルタイム災害情報システムの
開発に関する研究【国土交通省】

－ － － － － 0

○噴火時にリアルタイムに避難すべき範囲等を示す、リアルタイム火山ハザードマッ
プ作成システムを開発した。
実用化の実績として、開発したこのシステムは、「火山噴火緊急減災対策砂防計画
策定ガイドライン（平成１９年４月国土交通省砂防部）」に記述があり、火山活動が活
発で火山活動による社会的影響の大きい火山において実際に運用されている（平成
２１年に鹿児島県桜島の噴火レベルが３になった際に火砕流等のシミュレーション計
算を行い、その結果をもとに想定規模別の火砕流到達予測範囲を示したマップを作
成し、九州地方整備局大隅河川国道事務所を通じて、地元自治体等で組織されて
いる桜島火山噴火対策連絡協議会に提供している）。

開発したこのシステムは、「火山噴火緊急減災対策砂防計画策定ガイドライン（平成
１９年４月国土交通省砂防部）」に記述有り。

※このシステムは平成１７年度までに構築が完了しており、平成１８年度以降は各事
務所にてハザードマップを作成するとともに、国総研にて不具合の修正等を行ってい
る。

事前放流による洪水調節手法に関
する調査Ｈ１８～２０　（降雨予測を
活用したダム操作手法の研究Ｈ２１
～２３）【国土交通省】

25 24 21 21 15 106

過去の洪水事例を対象に改良型WRFを活用した降雨予測を行い予測精度の評価を
行った結果、多くのダム似おいて相当の効果が発揮されることがわかった。また、予
測降雨を活用したダム操作において流出モデルを導入した改良及び融雪を考慮した
シミュレーションを実施し、一定の改善が見られた。さらに、予測精度の向上が図ら
れたと考えられる2009年11月以降の気象庁降雨予測について洪水調節を対象とし
た予測誤差の分析を行うとともに、降雨予測を活用した事前放流やオーバーカット放
流における予測誤差が与える治水面及び利水面での効果とリスクについて想定被
害額（軽減額）を用いて明らかにした。降雨予測を活用した洪水調節手法はH21年10
月台風18号による淀川水系木津川上流の３ダムにおけるオーバーカット操作に用い
られ、ダム下流名張市街地において浸水被害を大きく軽減するなど効果を発揮し
た。

気象予測を用いたダムの運用について農村工学研究所と意見交換を実施した。ま
た、降雨予測精度の分析手法やリスク分析手法において河川工学分野における大
学関係学識者との意見交換を行い検討方針へ反映させた。

降水量予測情報を活用した水管理
手法に関する研究【国土交通省】

11 9 8 - - 28

気象庁の降水量予測情報が、予測情報に基づく避難のエリア、タイミングを判断や
低水管理を目的としたダムの弾力的運用等に使用可能な情報としての予測精度を
有しているか検証を行った。また、気象庁の降水量予測情報を初期値・境界値とし
て、気象モデル（ＷＲＦ）を使用することで、降水量予測情報の精度改善を図ることが
可能となった。さらに、気象モデルによる降雨予測情報を入力値とした洪水予測モデ
ルの開発を行った。本研究において、降水量予測情報の一定の精度改善が可能と
なったが、実務において降水量予測情報を活用するためには、さらに精度を向上す
る必要がある。気象モデルの予測精度は、初期値、境界値の精度に依存することが
明らかになったことから、気象庁の降水量予測情報に加えレーダ等の観測データ用
いて気象モデルの初期値、境界値の改善を行い、予測精度の向上を行う必要があ
る。なお、本研究の成果を受け、四国地方整備局において気象モデルを用いた洪水
予測システムが導入され、試験的に運用されている。

降水量予測情報の検証のために、国土技術政策総合研究所と気象庁が共同研究
協定を結び、データ提供を受けるとともに、気象予測における最新の知見、予測情報
の活用方法について意見交換を行った。

降水量予測情報を活用した水管理
手法に関する研究【国土交通省】

11 10 9 - - 30

大型計算機不要の実務的な流出予測及び洪水氾濫予測モデルとして、洪水氾濫予
測を行うための降雨流出モデル、河道洪水追跡モデル及び氾濫モデル並びにそれ
らを連接して稼働させることができる水理・水文解析モデルの汎用プラットフォーム
のプロトタイプを開発した。これにより、高精度化された気象庁の降水量予測情報を
用いて降雨から氾濫解析まで一気にシミュレーションできるようになった。また、上記
プラットフォームを用いて避難エリアや避難タイミングを設定するための基礎情報を
得るため、河川流域の流域諸元と河川水位の上昇速度との関係を整理した。

降水量予測情報の検証のために、国土技術政策総合研究所と気象庁が共同研究
協定を結び、データ提供を受けるとともに、気象予測における最新の知見、予測情報
の活用方法について意見交換を行った。

衛星情報等を活用した降雨の面的
分析情報把握技術【国土交通省】

80 81 81 101 71 414

・土木研究所ICHARMでは、平成17年度から平成19年度にかけて、（社）国際建設技
術協会、建設コンサルタント大手９社とともに共同研究を実施し、総合洪水解析シス
テム(IFAS)の構築を行った。この総合洪水解析システムは、無料で配信されている
地形データ、土地利用データ、地質データを参照してモデル構築を行うことができ
る。また無料で配信されている人工衛星で観測した雨量データを補正し、面的な降
雨分布情報として入力し、流出計算を行う機能を備えている。第３期の最終年度に
おいて、流量が閾値に達した際に、Eメールとパソコンでアラートを発出する機能を備
え、洪水予警報システムとしての機能を備えた。
・現時点で準リアルタイムで利用可能な衛星雨量プロダクト(GSMaP_NRT）等を利用
したIFASベースの洪水予警報システムについて、アジア開発銀行の地域技術支援プ
ロジェクトにより、インドネシア国ソロ川への導入を遂行中である（平成23年下期完成
予定）。また、土木研究所ICHARMからIFASプログラムの無料公開を開始し、他の研
究機関等や国々（ミャンマー、ベトナム、台湾等）における解析・研究事例も蓄積され
つつあり、その効果が大きく現れている。

・（独）土木研究所、（社）国際建設技術協会、（株）建設技術研究所、パシフィックコン
サルタンツ（株）、日本工営（株）、（株）ニュージェック、（株）建設技研インターナショ
ナル、八千代エンジニアリング（株）、いであ（株）、国際航業（株）、（株）東京建設コン
サルタントのそれぞれが得意とする分野の技術力を結集し、構築を進めてきた共同
研究体制が特筆すべき点である。
・アジア開発銀行と協働体制をとって、開発システムの実用化検証資金を確保し、実
際の河川への適用プロジェクトを遂行している点が特筆すべき点として挙げられる。

風水害・雪害等の自然災害の現象
メカニズム解明・シュミレーション技
術の確立【国土交通省】

13 22 20 10 － 65

・平成18年豪雪の積雪、雪崩発生データを元にシミュレーション解析を行い、無雪期
より地形が平滑になる積雪期は雪崩の到達範囲が延びることが明らかになった。ま
たレーダー解析雨量を用いたリアルタイムな雪崩危険度評価により、発生危険度の
高い地域の抽出方法を検討した。雪崩のパトロール等に従事する担当者向けの手
引き書（豪雪時における雪崩斜面の点検と応急対策事例）を作成し、公表。
・レーザープロファイラーを用いた地表の状況（地形、植生）と実際に雪崩が発生した
斜面の分析により、従来の方法（空中写真判読）と比較して雪崩が発生しやすい条
件の組み合わせをより詳細に設定できる可能性があることを確認した。さらに、地震
計で観測した雪崩の震動について、振動波形の分析の結果から地震動との分離が
可能であることが明らかになり、既設の地震計を用いて雪崩を検知できる可能性を
確認した。

◆2015年度までに、豪雨や強風、
豪雪等による風水害・雪害等のシ
ミュレーション技術の高度化を進
め、被害の軽減を図る。【文部科学
省、国土交通省】

・過去の洪水事例を対象に改良型WRFを活用した降雨予測
を行い予測精度の評価を行った結果、多くのダム似おいて
相当の効果が発揮されることがわかった。また、予測降雨を
活用したダム操作において流出モデルを導入した改良及び
融雪を考慮したシミュレーションを実施し、一定の改善が見
られた。さらに、予測精度の向上が図られたと考えられる
2009年11月以降の気象庁降雨予測について洪水調節を対
象とした予測誤差の分析を行うとともに、降雨予測を活用し
た事前放流やオーバーカット放流における予測誤差が与え
る治水面及び利水面での効果とリスクについて想定被害額
（軽減額）を用いて明らかにした。降雨予測を活用した洪水
調節手法はH21年10月台風18号による淀川水系木津川上
流の３ダムにおけるオーバーカット操作に用いられ、ダム下
流名張市街地において浸水被害を大きく軽減するなど効果
を発揮した。今後は、降雨予測データの蓄積と更なる誤差
分析、降雨予測の洪水調節への適用について、地域、降雨
要因、流域規模毎の特性を明らかにすることとしている。
・気象庁の降水量予測情報が、予測情報に基づく避難のエ
リア、タイミングを判断や低水管理を目的としたダムの弾力
的運用等に使用可能な情報としての予測精度を有している
か検証を行った。また、気象庁の降水量予測情報を初期
値・境界値として、気象モデル（ＷＲＦ）を使用することで、降
水量予測情報の精度改善を図ることが可能となった。さら
に、気象モデルによる降雨予測情報を入力値とした洪水予
測モデルの開発を行った。本研究において、降水量予測情
報の一定の精度改善が可能となったが、実務において降水
量予測情報を活用するためには、さらに精度を向上する必
要がある。気象モデルの予測精度は、初期値、境界値の精
度に依存することが明らかになったことから、気象庁の降水
量予測情報に加えレーダ等の観測データ用いて気象モデ
ルの初期値、境界値の改善を行い、予測精度の向上を行う
必要がある。なお、本研究の成果を受け、四国地方整備局
において気象モデルを用いた洪水予測システムが導入さ
れ、試験的に運用されている。
・現時点では強雨について過小評価の傾向がある衛星観測
雨量プロダクト（GSMaP_NRT）について、地上雨量情報を用
いずに簡易に補正する実用的手法を開発するとともに、グ
ローバルに入手可能なデータのみで洪水流出解析モデル
を構築できる総合洪水解析システム（IFAS)を開発し、地上
水文観測データの乏しい途上国の河川における洪水解析・
予警報を可能とする技術を開発した。
今後は、衛星観測雨量の補正手法の改良、配信時間の短
縮等を図りながら、関係機関とも協働することで、より実用
性の高いシステムへIFASを改良するとともに、各国から要
望の強い、渇水など水資源問題を解決するための共通基盤
としてIFASを拡張していくことが課題である。
・アジア開発銀行の技術支援プロジェクトとして、インドネシ
ア国ソロ川へ導入するプロジェクトを開始した。
今後、さらに他の国・地域の河川流域への展開を進め、衛
星雨量やIFASの適用限界に関する知見を蓄積していく必要
がある。
・警戒避難に資するためには十分な精度が確保されたリア
ルタイムの危険度評価が望まれるが、現状では十分と言え
ない山間部の気象観測データの充実などが今後の課題とし
て残る。
・気候変化が原因と思われる、従来経験していなかったよう
な種類の雪崩についての危険度評価技術の確立が課題と
して残る。
・高精度・高解像度非静力学モデルにより竜巻までも再現
可能になってきた。また、研究成果は、水平解像度 2 kmの
局地モデルとして平成22年11月24日から試験運用されてい
る。
・GPS可降水量の解析は気象庁の現業メソ解析システムに

【文部科学省、国土交通
省】

要がある。

【目標及び実施方針】
・降雨予測の洪水調節への適用について、地域、降雨要
因、流域規模毎の特性を明らかにするため、データの蓄積
及び各種分析を行うとともに、降雨予測を活用したダム群連
携運用のあり方について明らかにする。
・衛星観測雨量データ自身の高精度化、配信高速化が喫緊
の課題と考える。一方、IFASを洪水ばかりでなく、渇水など
水資源問題に対応可能なシステムに拡張する研究を推進
する。
・世界へより効果的に洪水予測技術の実用化・普及を推進
するために、洪水予測システム構築の知見を幅広く蓄積す
るとともに、アジア開発銀行や他のドナーからの資金も有効
に活用しつつ、共同研究各社とも協働しながら、開発・適用
体制作りを行う必要がある。
・冬季の降雨増加等による湿雪雪崩やスラッシュ雪崩など、
冬季の気温上昇傾向によって増加が予想される雪崩の危
険度評価技術の開発を行う（H23～26）
・高解像度モデルに適する力学や物理過程の改良・開発、
データ同化技術を開発することにより、予報精度の向上を
図る。また、確率的物理過程摂動などの導入により、予測に
信頼度や確率情報を付加する技術を開発する。
　また、海洋モデル、波浪モデルと結合させた非静力学数値
予報モデルを開発し、台風の強度予測精度を向上させる。

【H23年度の主な予算案項目】
・流域治水施設群連携に寄る最適な洪水調節に関する研究
（30百万円）
・洪水解析・予警報への衛星雨量活用手法の開発研究（予
算額未定）

リオの高度化や観測網の検知力の検証や監視評価手法等
の開発を行う。
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H18 H19 H20 H21 H22 合計

分野別推進戦略に係る主要な成果等のとりまとめ（社会基盤分野）（案）
第3期の「領域・重要な研究
開発課題」（第３期分野別推

進戦略より）

関連する「成果目標」
（第３期分野別推進戦略より）

（各省が記載）

第３期（H18～22）の関係府省取組み
第３期の成果及び今後の課題

（その客観的根拠）（各省が記載）

第４期（H23～27）に向けて
（【目標及び実施方針】【H23年度の主な予算案項目】は

各省が記載）
主要な施策名
（各省が記載）

予算額（百万円） 研究開発の成果（その客観的根拠）
（各省が記載）

特筆すべき優れた実施の仕組みや研究ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ
（各省が記載）

非静力学モデル（NHM）の高度化と
同化技術の改善に関する研究【国
土交通省】

205の
内数

－ － － －
205の
内数

　建物などの凹凸の効果や降水粒子の新しい落下スキームの導入、氷晶粒子の落
下効果等をモデルに組み込むとともに、陸面過程モデルの開発・改良を継続して
行った。
　4次元変分法データ同化システムを開発し、水蒸気移流を扱えるようにするなど
データ同化手法の高度化を行った。またGPSデータの準リアルタイム解析システムを
開発し、データ間のバイアスを改善するなど、観測データ利用技術の高度化を進め
た。

　気象庁モデル技術開発推進本部を核に本庁・気象研究所・気象衛星センターなど
モデル開発部局間の調整を行い、その技術開発計画とも調整をとりつつ研究開発を
遂行した。

非静力学モデルによるメソ現象の
予測と解明に関する研究【国土交
通省】

- 195の
内数

194の
内数

159の
内数

- 548の
内数

　エーロゾル・雹の予報変数化や都市の効果を表現するスキ―ムの開発、雲微物理
モデルの導入などの改良を行った。佐呂間竜巻 (2006年) の再現に成功し、延岡で
発生した竜巻 (2006年) におけるミニスーパーセルの構造を再現することができた。
　4次元変分法データ同化システムへの雲物理過程の導入やアンサンブルカルマン
フィルタの開発など同化手法の高度化を行った。GPS視線遅延量の算出手法改良
やマイクロ波放射計データの放射伝達モデルの改良などを進め、観測データ利用技
術の高度化を進めた。

　気象庁モデル技術開発推進本部を核に本庁・気象研究所・気象衛星センターなど
モデル開発部局間の調整を行い、その技術開発計画とも調整をとりつつ研究開発を
遂行した。
　「超高解像度大気モデルによる将来の極端現象の変化予測に関する研究」で非静
力学モデルを用いることにより、2-km の水平解像度で降水分布を適切に表現可能
な降水過程の開発や 5 km 解像度での対流パラメタリゼーションの改良につながっ
た。

豪雨・地震による土砂災害に対す
る危険度予測と被害軽減技術の開
発【国土交通省】

100 101 101 58 31 391

・通行規制基準雨量の適正化技術について提案し、「直轄国道事前通行規制区間に
関する道路斜面調査マニュアル（案）（仮称）」をとりまとめた。
・深層崩壊の発生の恐れのある渓流抽出マニュアル(案) など、土砂災害の発生危
険度を評価する手法をとりまとめた。
・地震を誘因として発生する地すべりの危険箇所マップ（試案）を作成した。
・天然ダム監視技術マニュアル（案）をとりまとめた。
・地すべり災害発生時の応急調査・監視手法として、斜面遠隔監視システムや地表
面変位ベクトルからすべり線形状を推定する手法などを開発した。

・土砂災害に対する危険度予測と被害軽減のための調査手法や技術開発におい
て、災害現場での適用性を考慮したマニュアル作成や技術開発を実施した。
・道路斜面のハザードマップである道路防災マップの作成手法を構築し、平成18～
19年度実施の直轄国道の道路防災総点検の「点検要領」に反映させた。

豪雨・地震による土砂災害に対す
る危険度予測と被害軽減技術の開
発【国土交通省】

100 101 101 58 31 391

・土砂災害、特に表層崩壊、深層崩壊に起因する土石流に対する発生危険度の高
い渓流抽出手法についてマニュアルを作成した。
・河道閉塞時のモニタリング手法については、新潟県中越地震や岩手宮城内陸地震
での経験を踏まえて天然ダム監視技術マニュアル（案）としてとりまとめたところ。
・地すべりによる社会的影響度の評価手法について検討を行った。

○2009年度までに、大規模地震発
生時の広域の建物倒壊等の被害
状況を迅速に把握して関係者に伝
達する技術及び事前対策によって
被害の抑制につなげられる危険な
盛土箇所の把握手法等を開発す
る。【国土交通省】

高度な画像処理による減災を目指
した国土の監視技術の開発【国土
交通省】

－ 141 123 47 － 311

・画像処理の高度化により発災後最短50時間で少なくとも30km2の建物倒壊位置を
±１０％という高い精度で把握可能となった。（平成19年中越沖地震における倒壊状
況による評価）
・大規模宅地造成地における盛土の位置と規模の把握手法を確立し、その危険性
評価が可能なシステム化を実施。（阪神大震災、中越地震、中越沖地震での変動盛
土と100％合致）
・狭帯域の通信機能しかない第２・第３世代携帯電話を用いたWebGISを構築。

・初動期に面的な被害情報を地図上で把握可能になった
（従来は、復旧期にならないと把握不可能だった）。ただ、実
災害への適用事例が１件に留まっており、高い正確度を維
持するためには事例の蓄積が必要。また、地方自治体の住
民情報と連携して高齢者等の災害弱者の被災箇所を把握
するためには、住所等の地理識別子に置き換えて伝達する
技術開発が必要。
・地方自治体による危険な盛土部の把握の進展に寄与（大
規模宅地造成地の変動予測調査ガイドライン」の参考資料
として位置づける予定）
・ダメージを受けて能力が極めて限定された通信環境下で
も、少ないデータ通信量で災害情報をやり取りできるように
なった。

－

○2010年度までに河川堤防概略・
詳細点検のデータベースの分析や
先端的な統合物理探査技術によ
り、堤防弱点箇所の抽出精度を向
上させる。また、抽出された堤防弱
点箇所に対し、現場条件や被災形
態に応じ、確実な効果が得られる
経済的な対策選定手法を提案す
る。【国土交通省】

治水安全度向上のための河川堤
防の質的強化技術【国土交通省】

100 101 101 84 79 465

(1) 河川堤防の弱点箇所抽出・評価手法の高度化（「統合物理探査技術を用いた河
川堤防内部構造探査マニュアル」の作成、河川堤防弱点箇所の調査・計測技術の
開発、河川堤防の弱点箇所評価に関する技術資料のとりまとめ、基礎地盤と被災要
因の関連性解明、および基礎地盤の透水性調査手法（地形地質学的手法）の提案）
(2)  浸透に対する堤防強化対策の高度化（浸透に対する河川堤防の質的強化及び
樋門・樋管構造物周辺堤防の緩み・空洞発生に関する技術資料のとりまとめ）
(3)  侵食に対する堤防強化対策の提案（「侵食に対する河川堤防の強化対策の技
術資料（案）」のとりまとめ）を実施した。

国土交通省河川局及び各地方整備局の堤防研究会との連携：
　堤防に関する技術的事項を検討するために大学関係者、行政機関及び研究機関
による堤防研究会が設置された。現場の技術的なニーズや課題を適切に把握し、効
果的に研究開発を進めることが可能であった。また、堤防に変状が発生した際に本
省・地方整備局・（独）土木研究所・国土技術政策総合研究所で実施する被災原因
調査により、現場データの蓄積も可能であった。

　土堤、構造物周辺堤防、基礎地盤について、個別に治水
安全性の評価技術を検討してきたが、評価結果の相互比較
及び地球温暖化により外力が変化する場合への柔軟な対
応が困難であるなどの課題が残った。
　また、ドレーン工、遮水矢板などの浸透対策の設計方法や
効果を検証してきたが、基盤透水層が厚い箇所での遮水矢
板など既存のパイピング対策は高コストであることや、浸透
対策の長期的な効果、維持管理手法が不明であるなどの
課題が残された。

【目標及び実施方針】
（第4期期間における研究推進の基本的な方向性・方針等）
河川堤防について迅速かつ効率的に対策を進めるため、河
川堤防をシステムとして浸透安全性、耐震性を評価する技
術の開発、より低コスト、効果的な対策について研究を進め
る。

【H23年度の主な予算案項目】
（具体的施策名・予算額等を記載）
土木研究所　プロジェクト研究　気候変化等により激甚化す
る水災害を防止、軽減するための技術開発　（予算額未定）

○2012年度までに、今後30年以内
にほぼ確実に起こるとされる海溝
型巨大地震等に効率的に対応する
ため、耐震工学の最新の知見と建
築物に作用する地震動の観測記録
をもとに、地盤の揺れと建築物の揺
れの関係を分析し、地盤特性に応
じた建築物の耐震性能評価技術を
開発する。【国土交通省】

地震動情報の高度化に対応した建
築物の耐震性能評価技術の開発
【国土交通省】

－ － － － 18 18

地盤の揺れと建築物の揺れの関係を分析するため、地震観測記録を収集すべき建
築物の分類及び範囲を検討した。また、この分類及び範囲において、これまで地震
観測記録があまり得られていない建築物について地震計を設置し、地震観測を開始
した。

建築観測記録に基づく建築物の地震力分析方法について、地震観測記録収集に係
る関係機関での連携方法も含め、学識経験者からなる委員会を設置し、検討を実施
している。

地震観測に基づく建築物の地震力分析方法について、基本
的方針を策定した。今後は、大学、民間等の関係機関とも
協力し分析に用いる地震観測記録をより多く収集し、これら
の記録に基づき、耐震性能評価技術の構築に向けた分析
を積み重ねていくことが課題となる。

【目標及び実施方針】
2012年度までに、今後30年以内にほぼ確実に起こるとされ
る海溝型巨大地震等に効率的に対応するため、耐震工学
の最新の知見と建築物に作用する地震動の観測記録をもと
に、地盤の揺れと建築物の揺れの関係を分析し、地盤特性
に応じた建築物の耐震性能評価技術を開発する。
【H23年度の主な予算案項目】
地震動情報の高度化に対応した建築物の耐震性能評価技
術の開発：90百万

◆2010年度までに、高強度鋼や短
繊維混入コンクリート等の革新的新
材料活用手法を構築するとともに
鋼部材の疲労やコンクリート部材の
塩害に対する補修・補強技術の提
案を行うことなどにより、ライフサイ
クルコストの低減および長期的な
構造物の安全性の確保を図る。
【国土交通省】

高強度鋼等の革新的構造材料を
用いた新構造建築物の性能評価
手法の開発【国土交通省】

131 125 109 － － 365

府省連携プロジェクトの一環として行われたものであり、そのうち本施策では、大地
震に対しても高度に機能を維持できる建築物の性能評価法（大地震に対する評価用
地震動の設定方法や大地震に対しする実用的な地震応答予測法等を導入した耐震
性能評価指針）を策定した。

本施策は、平成15年7月の総合科学技術会議において府省連携プロジェクトとして
革新的構造材料による複合機能＋内部構造可変＋長寿命型の新構造システム建
築物の研究開発を推進することが決定され、その一環として行なわれたものである。
（府省連携プロジェクト：革新的構造材料を用いた新構造システム建築物研究開発プ
ロジェクト）
材料開発等のシーズ技術開発および実用化、ニーズ拡大を行う資材産業や建設産
業等の産業界、先進的な学術研究で先導する大学および技術基準等の整備、普及
を行う官が、基本的な役割分担の基で連携を行って効率的に技術開発を推進した。

「大震災に耐えうる建築物のための高強度鋼等の革新的構
造材料を利用技術の飛躍的な向上」をはかるための耐震性
能評価指針を策定し、国民の社会生活における安心・安全
に貢献できる成果が得られた。今後の普及促進を図るため
には、高強度鋼材を適用した建築物のコストに見合う性能
（安全だけではなく長寿命化等も含む）を打ち出していく等、
開発関係者等による継続的な取組みが必要となる。

－

多様な災害の危険度及び被害の
波及の評価・周知技術【国土交通
省】

331 228 154 － － 713

・全国任意の地点で長周期地震動を簡便かつ精度良く推定する手法を開発（改訂中
の道路橋示方書に成果を反映予定）
・社会基盤施設に作用する津波波力の評価手法と津波被災度評価手法を開発（国
道事務所の津波被害想定等に活用）
・インフラの機能が相互に依存していることによる各インフラの復旧の遅れを定量的
に算出できる相互依存性解析手法を開発（企業のBCP策定時に情報提供）
・国土技術政策総合研究所と国道事務所等との共同作業、大学への研究委託、学
会への参加等によりスムーズに成果を得ることができた。

・社会基盤施設の津波被災度評価手法については、国土技術政策総合研究所と国
道事務所等との共同により現場の状況を反映した被害想定を実施。また、大学への
研究委託による手法の高度化も実施。

◆2007年度に、洪水による氾濫か
ら守られる区域の割合を約６２％
（2000年：約５８％）、土砂災害から
保全される戸数を約１４０万戸
（2002年：約１２０万戸）に向上す
る。【農林水産省、国土交通省】

・土砂災害の発生危険度として、その発生時刻や場所を精
度良く予測するための調査研究や技術開発になお一層取り
組む必要がある。
・2015年を成果目標とする各課題に対して、着実に研究を
実施しているところ。今後は特に土砂災害の発生危険箇所
とその時期を精度良く予測するための調査研究や技術開発
が必要である。

◆各種災害等に対する社会の脆弱
性発見や、二次・三次的被害も含
めた被害予測のための社会科学の
観点を踏まえた解析手法を2015年
度までに確立する。災害発生時の
防災情報伝達を高度化させ、初動
対応の迅速化・適正な判断を可能
とするとともに、主体的で迅速・的
確な自助・共助による避難行動等
を可能とさせる技術を2010年度を
目途に確立する また 地域ごとの

・長周期地震動および津波外力の評価手法、津波被災度評
価手法、相互依存性解析手法を開発し、基準や実務への成
果の反映を図った。
・本課題で開発した表層崩壊危険度評価手法および斜面崩
壊検知センサーを用いた斜面監視が国土交通省地方整備
局を中心に実用的に活用。
・土砂災害発生時に依然として避難勧告，避難指示が発令
されていないことが多く，切迫性の伝わりやすいよりきめ細
かな土砂災害の危険性に関する予測技術・情報作成技術
の開発が課題。
・災害発生時における施工機械等の操作支援や施工方法

導入され短期数値予報の改善に貢献している。
・高解像度化に適する力学や物理過程の改良や開発、デー
タ同化システムの並列計算機への対応、GPS視線データの
局地豪雨予測への有効性を示すことなどが課題となる。
・大型計算機不要の実務的な流出予測及び洪水氾濫予測
モデルとして、洪水氾濫予測を行うための降雨流出モデル、
河道洪水追跡モデル及び氾濫モデル並びにそれらを連接し
て稼働させることができる水理・水文解析モデルの汎用プ
ラットフォームのプロトタイプを開発した。これにより、高精度
化された気象庁の降水量予測情報を用いて降雨から氾濫
解析まで一気にシミュレーションできるようになった。また、
上記プラットフォームを用いて避難エリアや避難タイミングを
設定するための基礎情報を得るため、河川流域の流域諸元
と河川水位の上昇速度との関係を整理した。

【目標及び実施方針】
（第4期期間における研究推進の基本的な方向性・方針等）
・土砂災害の発生危険度として、土砂災害の発生時期と場
所を精度良く予測する手法開発に重点的に取り組み、減災
と社会的影響の低減を図る。

【H23年度の主な予算案項目】
（具体的施策名・予算額等を記載）
・次期プロジェクト研究「大規模土砂災害等に対する減災技
術の開発」を主とする。（予算額未定）

【目標及び実施方針】
雨量・地形・地質特性を加味した危険度情報、斜面の変状
情報等により対象地域を絞ったよりきめ細かな危険度情報
の作成技術の開発
【H23年度の主な予算案項目】
リアルタイム計測情報を活用した土砂災害危険度情報の作
成技術の開発 （予算額未定）



H18 H19 H20 H21 H22 合計

分野別推進戦略に係る主要な成果等のとりまとめ（社会基盤分野）（案）
第3期の「領域・重要な研究
開発課題」（第３期分野別推

進戦略より）

関連する「成果目標」
（第３期分野別推進戦略より）

（各省が記載）

第３期（H18～22）の関係府省取組み
第３期の成果及び今後の課題

（その客観的根拠）（各省が記載）

第４期（H23～27）に向けて
（【目標及び実施方針】【H23年度の主な予算案項目】は

各省が記載）
主要な施策名
（各省が記載）

予算額（百万円） 研究開発の成果（その客観的根拠）
（各省が記載）

特筆すべき優れた実施の仕組みや研究ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ
（各省が記載）

土石流・斜面崩壊発生予測におけ
る斜面変動に関する研究【国土交
通省】

8 6 8 8 － 30

○斜面崩壊実験等に基づき簡易に表層崩壊の発生場所を予測する手法を開発し，
「表層崩壊に起因する土石流の発生危険度評価マニュアル（案）, 土木研究所資料
No.4129」としてまとめた。
○リアルタイムで斜面崩壊の検知が可能な斜面崩壊検知センサーを開発した。

○斜面崩壊検知センサーに開発にあたっては民間企業と共同研究を実施し開発し
た。
○土砂災害発生予測手法の検証および斜面崩壊検知センサーの実用化において，
より実効性の高い手法を開発するために国土交通省の地方整備局等と密接に連携
し実施した。

災害時にＩＣタグや形態端末等を用
い住民等を円滑に避難誘導できる
システムの実用化に向けた検討
【国土交通省】

0 0 0 6 － 6

基盤技術（計測・操作・自動制御）を開発し、ＩＴ施工システムのプロトタイプの開発を
行い、屋外の模擬施工現場において実証実験を実施した。

災害発生時における施工機械等の操作支援や施工方法への取組を図る必要があ
る。

緊急・代替輸送支援システムの開
発【国土交通省】

34 30 20 － － 84

緊急支援物資等の陸上・海上を組み合わせた最適な輸送ルート、輸送量を推計でき
る災害時輸送シミュレータと、災害発生時の輸送を支援するリアルタイム輸送支援シ
ステムを設計・開発し、東京都を対象例に動作検証を実施した。災害発生後に迅速
に体制を立て直すために、災害時の輸送ル―トの確保について検討することが可能
となった。

国際交通基盤の統合的リスクマネ
ジメントに関する研究【国土交通
省】

8 9 7 6 － 30

国際拠点空港・港湾について、大規模自然災害等への発生頻度や結果重大性を考
慮したリスク分析の方法の提案、被災した場合の我が国経済に与える影響の算定モ
デルの構築と試算、広域的に他の拠点空港で代替輸送を行うことによる我が国全体
としての輸送モデルの構築と試算、我が国全体で国際航空輸送の業務継続を図る
ための関係者横断的な業務継続計画の雛形となるモデルを作成し提案した。

空港及び港湾の関係者と良好な関係を構築することにより、現場とのフィードバック
を重ね、実現性が期待できる業務継続計画の雛形モデル等を作成した。

◆2011年度までに、地域社会に対
する総合的なリスク評価を行う手法
を構築するとともに、災害発生時の
組織運営などに関する標準的な危
機対応システム等を構築すること
により、様々な災害に
よる被害予測を一元的に実施す
る。また、モデル事業を行い、防災
研究の成果を地域の防災活動に活
かす。【文部科学省、国土交通省】

大深度地下空間の利用【国土交通
省】

14 14 14 13 13 68

大深度地下のような硬質粘性地盤にシールドトンネルを構築する場合のトンネル構
造設計に用いる土圧・水圧の設定方法を開発した。

－

・大深度地下のような硬質粘性地盤にシールドトンネルを構
築する場合のトンネル構造設計に用いる土圧・水圧の設定
方法を開発した。また、その成果の一部をシールドトンネル
設計・施工指針（日本道路協会）に反映させた。
・今後は、硬質粘性地盤にシールドトンネルを構築する場合
のトンネル構造設計に影響を及ぼす施工時荷重の評価方
法を開発する必要がある。

－

◆2008年度までに被害予測システ
ムの実用化を目指す。【内閣官房】

被害想定シミュレーションシステム
の開発【内閣官房】

61 46 41 41 38 226

被害想定シミュレーションシステムのプロトタイプを開発し、被害予測を行えるように
なった。【内閣官房】

特記事項なし。【内閣官房】 被害想定シミュレーションシステムのプロトタイプを開発した
が、十分な情報がないと予測ができないという課題がある。
【内閣官房】

【領域】
・豊かで質の高い国民生活の実現

【目標及び実施方針】
（第4期期間における研究推進の基本的な方向性・方針等）
［内閣官房］
情報が限定的であるケースについても被害予測が可能にな
るようにシステムを改善する。
【H23年度の主な予算案項目】
（具体的施策名・予算額等を記載）
［内閣官房］
被害想定シミュレーションプログラムの開発　37百万円

2012年度までに、爆弾、化学剤、生
物毒素、生物剤等の各種テロを予
防・抑止するための検知技術開
発、および装置の実用化を目指
す。

国際テロで使用される爆薬の探知
法に関する研究【警察庁】

30 - - - - 30

国際テロで使用される手製爆発物(IED)について、その特性を明らかにし、探知法を
開発するとともに、探知装置の改良及び評価を行った。この結果、国際テロで問題と
なっている有機過酸化物について、小型携帯型の装置での探知を可能にした。ま
た、成果をまとめて「爆発物探知ハンドブック」として出版するのに貢献した。

探知装置を製造する国内外の民間企業と共同研究を行い、評価・改良を重ねながら
実用可能な探知装置の開発を行った。

３次元顔画像を用いた個人識別法
の高度化に関する研究【警察庁】

18 8 20 - - 46

530画像からなる３次元顔画像データベースを用いた照合実験から、種々の撮影角
度及び照明条件に対してロバストな成績（１位照合率90％以上）が得られ、実用化の
ための基本性能が実験的に検証された。
ボケ画像やブレ画像など、顔画像の画質を低下させた不鮮明画像の照合に関して
も、精度に著しい低下は認められず、またサングラス等による隠蔽顔画像についても
照合領域を顔の一部分に限定させた部分照合を採用することにより、高い照合精度
を維持できることが認められ、中規模の３次元顔画像データベースを用いた犯人顔
画像の検索・照合システムを構築できた。

民間企業との共同研究により３次元顔画像照合システムを開発するにあたり、一問
一答の対話形式による遺漏のない問題解決方策を図るなど連携を緊密に行って研
究することにより、照合率の向上や作業インターフェースの改善に効果があった。

一塩基多型（ＳＮＰｓ）分析による生
体資料からの異同識別検査法の開
発【警察庁】

- 43 49 43 - 135

21座位のSNPsを検出する装置を導入し、データ収集を行い、塩基配列分析法との
比較をしたところ、すべて正確に判定が可能であった。また、得られたデータから日
本人における21座位ＳＮＰｓの頻度分布を得た。さらに、従来法と比較してより客観
性の高い型判定法の開発を行った。
STR型分析が困難な、DNAが断片化した資料にはSNPs分析が有効であることを確
認した。また、より高い識別力を得るために、32座位のSNPsを検出するシステムにつ
いて検討し、DNAが分解した資料やDNA含量の少ない資料からの検査法を確立し、
当初の目標を達成した。

判定原理の開発を公的研究機関が担当し、測定システムなどの開発を民間企業
が、検証および応用試験を科警研が行うなど、当初より官民の研究開発機関が共同
して実施することで短期間で有効な結果を得ることができた。

連続事件の事件リンク分析と犯人
像推定の高度化に関する研究【警
察庁】

7 8 9 7 - 31

先行研究や、本研究で得られた知見に基づき、都道府県警察で実施する犯罪者プ
ロファイリングについて、標準的な手続きを定めた。また、標準的な手続きで必要とさ
れる事件リンクと犯人像推定のための統計分析を支援するためのソフトウェア「連続
事件分析システム」を開発した。このシステムは、都道府県警察に配付し、都道府県
警察で実施する犯罪者プロファイリングの技術の高度化に寄与している。

犯罪者プロファイリングの統計的アプローチに優れた欧州の研究機関を始め、アメリ
カやオーストラリアの研究者や実務家との情報交換を行うことによって、技術の高度
化の方向性を効果的に検討することができた。

R（radiological）テロにおけるRN物
質探知技術と現場活動支援資機材
の研究開発【警察庁】

- - 32 31 34 97

市販されている各種放射線機器（特に無線式）の性能評価を各種放射線場で行った
ところ、中性子線量計は同一の中性子場においても機種によって10倍異なる表示値
を示したため、Rテロ現場における中性子線量は現場の中性子スペクトルに応じたも
のが必要であるとの見解を得た。そこで、Rテロ現場で使用可能な放射線検出機材
を開発した。また、中性子線源の探知技術に関して中性子の飛来方向を特定できる
検出器の研究開発に成功した。

最先端の実験装置を所有する機関や大学と個別に共同研究契約を結ぶことで、最
先端の実験装置や検出器技術を使用し、効率的に研究開発を行うことができた。

新しい音声通話方法に適応できる
話者認識手法に関する研究【警察
庁】 31 16 11 - - 58

男女300名以上の話者の骨導音、気導音を2時期にわたって同時収録し、多人数話
者骨導音声データベースを構築した。この音声データベースを用いて種々の話者認
識実験を行った結果、骨導音を対象としたときの認識性能は低下するが、聴覚特性
を考慮することによって、認識率が改善できることを確かめた。

大学との共同研究において構築した音声データベースを使用し、話者認識実験を
行ったことで、本データベースの信頼性や有効性を確認することができた。

目途に確立する。また、地域ごとの
総合的な防災力を向上させる、最
適な対策計画と復旧戦略の立案手
法を確立する。【総務省、文部科学
省、国土交通省】

・災害発生時における施工機械等の操作支援や施工方法
への取組を図る必要がある。

◆2008年度までに緊急・代替輸送
支援システムを開発し、地方自治
体など関係者による事前の緊急・
代替輸送計画の策定や発災時に
おける迅速な緊急・代替輸送の実
施に貢献するとともに、2010年度ま
でに災害時においても国際輸送・
経済活動を維持又は早期回復を行
うことができる国際交通基盤のリス
ク管理手法を開発し、我が国の国
際交通機能の信頼性向上を図る。
【国土交通省】

「有害危険物質の探知・処理技術」に関しては、爆弾、化学
剤、生物毒素、生物剤等の各種テロを予防・抑止するため
の検知技術開発、および装置の実用化を目指して、研究開
発を行った。この中で手製爆発物探知装置の改良・評価を
行った結果、これまで探知できなかった有機過酸化物の探
知を小型携帯型の装置で可能にした。
「犯罪防止・捜査支援技術」に関しては、新たな犯罪防止・
捜査支援・鑑定技術を開発し、実用化して、各種犯罪対策
の強化を図るために、顔画像、生体資料、放射線探知、音
声分析等さまざまな面から研究開発を行った。いずれの施
策においても当初の目標を達成し、犯罪対策の強化に貢献
できた。
また、第3期の期間中に開始した施策のうち、ハプロタイプ
解析による生物学的資料の個人識別に関する研究、被疑
者・被害者等に対する面接手法の行動科学的研究、薬毒物
多成分迅速スクリーニング技術に関する研究、高度な交通
事故分析技術の開発の４施策については、現時点で研究途
中であり、当初の成果を得るため、第４期においても「豊か
で質の高い国民生活の実現」の領域内で継続して推進す
る。

【テロ対策・治安対策】
(711)有害危険物質の探知・
処理技術
(712)不法侵入を防ぐ探知技
術開発
(713)被害軽減のための脆弱
性把握及び予測技術
(714)犯罪防止・捜査支援技
術

2015年度までに、新たな犯罪防止・
捜査支援・鑑定技術を開発し、実用
化して、各種犯罪対策の強化を図
る。

－

・緊急支援物資等の陸上・海上を組み合わせた最適な輸送
ルート、輸送量を推計できる災害時輸送シミュレータと、災
害発生時の輸送を支援するリアルタイム輸送支援システム
を設計・開発し、東京都を対象例に動作検証を実施した。災
害発生後に迅速に体制を立て直すために、災害時の輸送
ル―トの確保について検討することが可能となった。
・羽田空港や京浜港などの各空港・港湾で作成しつつある
防災業務計画について、反映や見直しに採用されていると
ころ。業務継続の許容限界について、旅客・荷主等幅広い
利用者の合意形成が課題。

【領域】
・豊かで質の高い国民生活の実現

【目標及び実施方針】
（第4期期間における研究推進の基本的な方向性・方針等）
【警察庁】
国民の安全安心の確保のため、犯罪の防止、鑑定技術の
確立等に関する研究開発を推進する。

【H23年度の主な予算案項目】
（具体的施策名・予算額等を記載）
ハプロタイプ解析による生物学的資料の個人識別に関する
研究（41百万円）：平成22年度から開始した本施策では、通
常の一塩基多型分析で分析困難な混合資料について、混
合の有無の判定及び型分類方法の確立を目指し、その指
標となるハプロタイプ検査部位をデータベースから探索を行
い、日本人集団に最適な検査部位のスクリーニングを行っ
ている。

被疑者・被害者等に対する面接手法の行動科学的研究（17
百万円）：平成22年度から開始した本施策では、性被害を受
けた児童の事件について、聴取者に対する面接調査を実施
した。さらに、その結果及び先行研究の知見をふまえて、成
人被害者及び被害児童の面接方法に関する質問紙調査票
を企画し、全国調査を実施したところであり、23年度も引き
続き、これらの研究を推進する。

薬毒物多成分迅速スクリーニング技術に関する研究（19百
万円）：平成21年度からの2年間で、マトリックス支援レー
ザーイオン化技術及び自動分析技術の組み合わせによる
薬毒物の直接自動検出技術を開発した。平成23年度は、測
定補助剤及び測定対象の幅を広げる。

高度な交通事故分析技術の開発（47百万円）：平成19年度
に開始した本施策では、これまでの研究で得られた知見と
技術の、交通事故解析の実務への試行的応用を開始して
いる。平成23年度までに、より多くの知見を得て、事故分析
技術の向上を図る。
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H18 H19 H20 H21 H22 合計

分野別推進戦略に係る主要な成果等のとりまとめ（社会基盤分野）（案）
第3期の「領域・重要な研究
開発課題」（第３期分野別推

進戦略より）

関連する「成果目標」
（第３期分野別推進戦略より）

（各省が記載）

第３期（H18～22）の関係府省取組み
第３期の成果及び今後の課題

（その客観的根拠）（各省が記載）

第４期（H23～27）に向けて
（【目標及び実施方針】【H23年度の主な予算案項目】は

各省が記載）
主要な施策名
（各省が記載）

予算額（百万円） 研究開発の成果（その客観的根拠）
（各省が記載）

特筆すべき優れた実施の仕組みや研究ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ
（各省が記載）

安全・安心科学技術プロジェクト
【文部科学省】

- 405 625 538 421 1,989

【テロ対策技術等に係る研究開発】
大学・研究機関が現場と連携して、その成果が社会において実用化されることを目
指し、複数の課題において実証実験が実施された。
・ミリ波パッシブ撮像装置の開発（H22年7月 成田国際空港）
・ウォークスルー型爆発物探知システム（H21年9月 東京国際空港、H22年11月 横
浜駅）
・NIR容器内液体爆発物検知技術の実用化（H22年12月 大阪国際空港）

【地域社会の安全・安心の確保に係る研究開発】
大学を中心として、地域のコミュニティと連携しながら、災害対応（緊急時）のほか、
日常的に活用できるシステムづくりを推進した。

【安全・安心に関わる知・技術の共有化】
日米安全安心科学技術協力イニシアチブにおけるバイオセキュリティ分野の協力案
件として、メディカルバイオディフェンスシンポジウムを実施（日米ともに2回ずつ）する
など、安全・安心に関わる知・技術のネットワークを構築した。

安全・安心な社会の構築に貢献する分野の課題について、文部科学省の知見を生
かしシーズの発掘を行い、ニーズとのマッチングを検討した上で、テロ対策技術と地
域社会の２分野における研究開発を推進している。あわせて、個々の研究開発プロ
ジェクトで得られた知見と人脈を集積し、整理・蓄積し、これらの情報を関係省庁や
各分野の研究者にフィードバックしている。

科学技術振興調整費「安全・安心
な社会のための犯罪・テロ 対策技
術等を実用化するプログラム」【内
閣府、文部科学省】

- - - -
29,643
の内数

29,643
の内数

平成22年度は9課題（7テーマ）を採択。外部の有識者、当該研究に関係する府省庁
の担当官、現場の関係者等で構成される諮問委員会のもと、各課題の円滑な推進
を図っている。

安全・安心な社会のための犯罪・テロ対策技術について、テーマ選定段階から出口
側関係機関にニーズの提示や開発目標の明確化を依頼し、関係省庁との連携体制
のもと、実用化に向けた研究開発戦略に基づく研究課題管理を行っている。

◆2012年度までに、爆弾、化学剤、
生物毒素、生物剤等の各種テロを
予防・抑止するための検知技術開
発、および装置の実用化を目指
す。【警察庁、文部科学省、経済産
業省、国土交通省】

戦略的先端ロボット要素技術開発
プロジェクト【経済産業省】

1,100 1,000 800 756 494 4,150

分野別推進戦略に定められた「2010年度までに、化学剤を用いたテロが発生した際
に早期かつ安全に情報収集を実施ことを目的として、化学剤検知器等を搭載した無
人走行装置を構成するための要素技術を実現する。」の研究課題に対し、以下の成
果を実現した。
・被災現場を想定し、複数のロボットが地下鉄（含改札）、地下街、高層ビルなどの閉
鎖空間（階段、ドアを含む）において、障害物の回避・乗り越え・軽量物の排除を行い
ながら、迅速に歩く人間と同程度の平均速度で、半自律走行できる、迅速な移動技
術の実証を行った。
【成果】
特許出願　１３３件、論文、２２５件、学会発表　３１２件

・開発に競争原理を取り入れ、予算等の資源の「選択と集中」により、開発成果の最
大化を目指した。具体的には平成21年度に開発成果や事業化計画を判断基準とし
てステージゲートを実施し、18グループから7グループに絞り込みを行った。
なお、ステージゲート通過後の開発成果については、約10万人の来場実績のある２
００９国際ロボット展にて、実機デモ及びパネル展示等を行い、成果普及を行った。

分野別推進戦略に定められた「2010年度までに、化学剤を
用いたテロが発生した際に早期かつ安全に情報収集を実施
ことを目的として、化学剤検知器等を搭載した無人走行装
置を構成するための要素技術を実現する。」の研究課題に
対し、以下の課題がある。
・被災現場を想定し、状況に応じたセンサの簡易的な着脱
や、複数のセンサの検知結果を統合的に確認できるモニタ
装置、化学物質や毒素で汚染されたロボットを洗浄できるよ
うに防塵・防滴構造を実現した。今後は当該事業成果物の
現場配備や作業者の人材教育が課題である。
・なお、これらにおいては、プロジェクト終了後3年以内に実
用化する計画となっている。

【領域】
・豊かで質の高い国民生活の実現

【目標及び実施方針】
-
【H23年度の主な予算案項目】
-

◆2012年度までに、爆弾、化学剤、
生物毒素、生物剤等の各種テロを
予防・抑止するための検知技術開
発、および装置の実用化を目指
す。【警察庁、文部科学省、経済産
業省、国土交通省】

交通機関におけるテロ対策強化の
ための次世代検査技術の研究開
発【国土交通省】

18 27 － － － 45

核四重極共鳴（NQR）を用いた爆薬探知技術を研究開発し、試作機を制作して羽田
空港における実証試験を行い有効性が確認された。

核四重極共鳴（NQR）を用いた爆薬探知技術を研究開発し、
試作機を制作して羽田空港における実証試験を行い有効
性が確認された。

◆2010年度までに船舶のテロ等に
対する脆弱性の評価技術を開発
し、船舶のテロ等による被害の軽減
を目指す。【国土交通省】

船舶の脆弱性評価手法の構築【国
土交通省】

11 9 14 4 － 38

・保安上特に重要な船舶として危険物ばら積船と放射性物質運搬船を対象とした被
害推定方法を検討。これらの研究成果を活用し、保安評価・保安計画を策定するた
めの指針としてＩＳＯ規格案を策定。

・保安上特に重要な船舶として危険物ばら積船と放射性物
質運搬船を対象とした被害推定方法を検討。これらの研究
成果を活用し、保安評価・保安計画を策定するための指針
としてＩＳＯ規格案を策定。

◆2015年度までに都市と農山漁村
の共生・対流、地域間の連携によ
り、農村環境の機能を向上させ、地
域資源の保全・管理を図る。【農林
水産省】

農村地域における生産・環境資源
の保全向上技術の開発【農林水産
省】

29 49 48 - - 126

協働管理の活動組織の分類手法を提案した。全国および地域の自然的・社会的な
環境資源に関する数値情報データベースを整備した。NPO等が行う田んぼの草花
調査の支援ツールとして、ガイドブックをプログラム設計法を提案した。都市－農村
対流に資する水田ビオトープの計画・整備・維持・管理手法の指針をまとめた。農業
水路の生態系保全のための順応的管理モニタリング手法を開発した。（平成２１年度
終了）

技術の更なる高度化と現場への適用が必要。 【領域】
・グリーンイノベーション

【目標及び実施方針】
（第4期期間における研究推進の基本的な方向性・方針等）

【 年度 主な 算案項 】ヒートアイランド対策に向けた都市
計画の運用手法調査【国土交通
省】 － 10 10 － － 20

・2010年度までにシミュレーション技術を駆使し、都市計画制度の運用支援や、緑
地・水面の確保、地域冷暖房、保水性舗装等の対策技術の効果的な実施のための
計画手法を開発して、2010年8月に都市・地域整備局より低炭素都市づくりガイドラ
インとして公表した。

調査研究の推進にあたっては、都市環境分野の代表的有識者による研究会を設置
して、調査研究の進め方や課題の解決方法、成果の妥当性について随時ヒアリング
をしながら実施したため、今後の施策に寄与する有意義な成果を得ることができた。

省CO2効果からみたヒートアイラン
ド対策評価に関する研究【国土交
通省】 － － －

23の内
数

20 20

・2010年度までにシミュレーション技術を駆使し、都市計画制度の運用支援や、緑
地・水面の確保、地域冷暖房、保水性舗装等の対策技術の効果的な実施のための
計画手法を開発して、2010年8月に都市・地域整備局より低炭素都市づくりガイドラ
インとして公表した。

調査研究の推進にあたっては、都市環境分野の代表的有識者による研究会を設置
して、調査研究の進め方や課題の解決方法、成果の妥当性について随時ヒアリング
をしながら実施したため、今後の施策に寄与する有意義な成果を得ることができた。

地球温暖化防止対策調査等（緑化
技術推進調査の内数）【国土交通
省】 115 126 141 80 64 526

2010年度までにシミュレーション技術を駆使し、緑地・水面の確保等の対策技術の効
果的な実施のための計画手法を開発して、2010年8月に都市・地域整備局より低炭
素都市づくりガイドラインとして公表した。 －

ヒートアイランド対策事業の相乗効
果等の評価検討調査【国土交通
省】 － 8 8 － － 16

・2010年度までにシミュレーション技術を駆使し、地域の特性に応じたヒートアイラン
ド対策の総合的・計画的な実施に向けて、様々な対策技術の評価手法や対策間の
効果的な連携手法を開発して、2010年8月に都市・地域整備局より低炭素都市づくり
ガイドラインとして公表した。

調査研究の推進にあたっては、都市環境分野の代表的有識者による研究会を設置
して、調査研究の進め方や課題の解決方法、成果の妥当性について随時ヒアリング
をしながら実施したため、今後の施策に寄与する有意義な成果を得ることができた。

人口減少・少子高齢化社会に対応
した都市・居住空間の再構築技術
の開発【国土交通省】 30 31.5 26 7

2,215
の内数

94

モデル地域でのケーススタディに対応して「良好な生活環境の維持・創出のための
地域運営事態の組織化手法」、「地域の特性を考慮した生活環境及び空間の維持・
創出手法」「自立的な地域運営を実現するための仕組み・制度支援方策」のモデル
が作成され、当初目標を達成。

モデル地区でのケーススタディ（4地域）を中心に各地元自治体、大学、住民団体等
と連携し、検討部会等を実施。

33の内
数

27の内
数

- - - 0

33 27 － － － 60

- - 19 12 9 40

都市の将来像アセスメントツールとして、都市整備・土地利用等の施策を講じたとき
の将来の都市構造の変化を一定条件下で予測するための将来都市構造予測モデ
ルを開発するとともに、予測され都市構造の質に関して評価する将来都市構造評価
モデルを開発した。

【領域】
・グリーンイノベーション

【目標及び実施方針】
・低炭素都市づくりガイドラインの今後の拡充を視野に、別
予算で調査研究を継続し、低炭素都市づくりに効果的な
ヒートアイランド対策の計画手法を開発する。
・地球温暖化対策として喫緊の課題であるＣＯ２削減対策の
一環として、各種ヒートアイランド対策が有する省ＣＯ２効果
の考え方とその評価手法を提示するとともに、地域の特性
に応じた効果的な対策の考え方を整理して、都市計画運用
指針や自治体等向けのヒートアイランド対策評価手法の手
引き等に反映できる知見の提供を行う。

【H23年度の主な予算案項目】
省CO2効果からみたヒートアイランド対策評価に関する研究
（H22年度19.728百万円、H23年度20.479百万円）

◆2012年度までに、爆弾、化学剤、
生物毒素、生物剤等の各種テロを
予防・抑止するための検知技術開
発、および装置の実用化を目指
す。

◆2015年度までに地域の特性を考
慮した総合的・計画的なヒートアイ
ランド対策に資する都市空間形成
手法を提示する。【国土交通省】

・ヒートアイランド対策の昼夜間の対策効果を定量的に評価
可能なシミュレーション技術を開発し、これを駆使して地域
特性に配慮した効果的なヒートアイランド対策の計画手法を
開発した。今後は、低炭素都市づくりに寄与する省CO2にも
効果的なヒートアイランド対策手法を開発する。

【都市再生・生活環境】
(715)ヒートアイランド問題の
解消
(716)社会変化に適応した都
市構造の再構築
(717)輸送機器・住宅の低コ
ストな省エネルギー化
(718)省エネルギー型の都市
の構築
(719)資源・環境の保全を含
む地域マネジメントシステム
の開発

◆2015年度までに人口減少・少子
高齢化社会における持続可能な都
市・建築物の再編・再構築技術を
開発する。【国土交通省】

人口減少社会に対応した郊外住宅
地等の再生・再編手法の開発【国
土交通省】

人口減少期における都市・地域の
将来像アセスメントの研究【国土交
通省】

将来の行政コストの予測・評価手法について、市全域レベルを対象とする予測式を
開発した。また、将来の行政コストを予測するために必要となる、小学校区程度の大
きさの地区を単位とする人口・世帯数予測手法についても検討した。
　我が国の人口の相当数が居住するマンションストックについて、建替え等による再
生の円滑化ため、様々な施策が講じられてきているが、現実には建替えのみでは限
界があるとの認識のもと、団地型マンション等について、建替えや大規模改修による
再生に関する私法上の課題を明らかにするとともに、再生の円滑化のための区分所
有法制・事業法制度の提案、区分所有法に基づく事業制度(建替えや様々な大規模
改修(減築等を含む)等のミックスによる団地再生事業等)の提案を行った。

　区分所有法、民法等の法律制度に関する詳細な検討分析と、建築・住宅計画に関
する技術的な知見とを総合し、さらに具体的な再生事業のシミュレーションなども実
施して実効性のある制度の提案を行っている。

【領域】
　豊かで質の高い国民生活の実現

【目標及び実施方針】
　基礎から応用、開発、さらに事業化、実用化の各段階に至
るまでの活動を相互に連携させ、新たな価値創造に結びつ
くよう、研究開発等の取組を総合的かつ計画的に推進す
る。

【H23年度の主な予算案項目】
・安全・安心科学技術プロジェクト（115百万円）
・科学技術戦略推進費（仮称）「安全・安心な社会のための
犯罪・テロ 対策技術等を実用化するプログラム」（8,000百万
円の内数）

【目標及び実施方針】
高齢者等の生活行動やニーズを踏まえ、地域における生活
サービス機能の維持・再生を図るとともに、高齢者等が生き
生きと暮らせるまちづくりを可能にする計画技術の開発を行
う。
・住宅・建築分野における長寿命化・省資源化・資源循環利
用を促進するため、建築材料・部材の耐久性、省資源性及
びリサイクル性に関する評価手法の開発等を行う。また、水
資源の枯渇リスクに備えるとともに排水に伴う環境負荷の
低減を図るため、建築物における調節水化技術について、
開発途上国への展開も視野に入れつつ研究開発を行う。

【H23年度の主な予算案項目】
・「高齢者等の安定居住を可能にする都市ストックの維持・
改善に向けた計画技術の開発」
・「資源循環利用等の促進に資する建築技術の研究開発」
・再生事業の具体化に向け、必要に応じて法制度、関連技
術などを含めた、より詳細な検討を進める。

－

・安全・安心科学技術プロジェクト
　【テロ対策技術等に係る研究開発】において、第３期の技
術的な成果目標を達成したほか、【地域社会の安全・安心
の確保に係る研究開発】【安全・安心に関わる知・技術の共
有化】にて、第３期の大目標である「安全が誇りとなる国」と
して示された、国土と社会の安全確保、暮らしの安全確保に
ついても推進された。【文部科学省】

・科学技術振興調整費「安全・安心な社会のための犯罪・テ
ロ 対策技術等を実用化するプログラム」【内閣府、文部科学
省】
　実証実験段階までつながる課題を推進するとともに、製品
の実用化、調達、輸出を目指す。

・持続可能で魅力的な都市居住を継続し、「住宅価値」の長
期的な維持・向上を実現するための都市住宅（共同住宅）
のマネジメント技術の開発を行うとともに、新たな仕組みの
提案、現行法令、基準類の改善提案を行う。
・人口減少にともなう将来の行政コストの予測・評価手法に
ついて、市全域レベルを対象とする予測式を開発した。しか
し、より狭い地区レベルでの予測については、データ取得の
制約があり達成できなかった。また、開発した手法について
も過去の実績データや将来の整備計画等に関する多くの
データが必要であるため、それらのデータの収集とストック
を効率的に行うことが課題である。
・人口減少が都市活動に与えるインパクトの予測・評価につ
いては、都市構造の誘導に関わる施策の効果も含めて行う
「都市の将来像アセスメントツール」を開発したが、自治体の
都市マスタープラン策定等への活用をはかる等の普及につ
とめる。また、特性や課題の異なる様々な都市に適用するこ
とにより、都市特性に応じた目標像や、その実現のための
事業・制度を追究することが、今後考えられる。アセスメント
ツールの改善については、維持・管理・運営に関わる行政
サービスコストとＣＯ２発生量の算出、ＱＯＬの算定等のみで
はなく 都市構造の改変に関わる行政サービスコストとＣＯ



H18 H19 H20 H21 H22 合計

分野別推進戦略に係る主要な成果等のとりまとめ（社会基盤分野）（案）
第3期の「領域・重要な研究
開発課題」（第３期分野別推

進戦略より）

関連する「成果目標」
（第３期分野別推進戦略より）

（各省が記載）

第３期（H18～22）の関係府省取組み
第３期の成果及び今後の課題

（その客観的根拠）（各省が記載）

第４期（H23～27）に向けて
（【目標及び実施方針】【H23年度の主な予算案項目】は

各省が記載）
主要な施策名
（各省が記載）

予算額（百万円） 研究開発の成果（その客観的根拠）
（各省が記載）

特筆すべき優れた実施の仕組みや研究ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ
（各省が記載）

- - 23 17 14 54

将来都市構造評価モデルにおいて、公共・公益施設のサービスレベルに応じて発生
する行政サービスコストとＣＯ２発生量の算出、ＱＯＬの算定等が可能となるようにし
た。これを用いていくつかの都市でマネジメントのケーススタディを行った。

既存ストックの再生・活用技術の開
発【国土交通省】

38.5 38.8 34 40
2,022
の内数

151

空間拡大技術(開口部の新設や部材寸法の縮小化)及び耐久性向上技術(かぶりの
増し厚等)について、実構造物等での検証結果に基づく改良、それらの結果を適用し
た実証実験等を行った。又、構造性能や耐久性向上のための補修・補強部分につい
て、厚付け部分へのあと施工アンカーの適用、薄付け部分に対する落下防止措置な
どの検討、性能についての検証を行った。さらに取り纏めた制度的提案等について、
有識者や関係部局等との調整を行い、その普及に向けた検討を行ったことにより、
当初目標を達成。

大学等と共同研究を実施し、既往の検討成果のブラッシュアップや実構造物での検
証等を通じて、これらの成果の普及を図るための検討を実施。

20 12 － - - 32

20 12
20の内
数

12の内
数

- 32

人口減少・少子高齢化社会におけ
る持続可能な都市建築物の再編・
再構築技術【国土交通省】 - - 25 26 26 77

モデル地域でのケーススタディに対応して「良好な生活環境の維持・創出のための
地域運営事態の組織化手法」、「地域の特性を考慮した生活環境及び空間の維持・
創出手法」「自立的な地域運営を実現するための仕組み・制度支援方策」のモデル
が作成され、当初目標を達成。

モデル地区でのケーススタディ（4地域）を中心に各地元自治体、大学、住民団体等
と連携し、検討部会等を実施。
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環境問題等に対応するための先導
的技術を用いた住宅供給の推進
【国土交通省】

69 17 0 0 0 86

実居住の集合住宅において、ステンレス鋼管を使用した水素供給配管を設計・施工
し、常温、ゲージ圧力10kPa以下の条件で水素を供給した1年間の実証実験におい
て、溶接部や継手分分における水素漏洩がなく、水素供給が安全にできることが検
証された。８住戸で検証を行ったが、全体での省エネルギー炉津は年間で7.2％であ
り、個別では10.5％を示す住戸もあった。

水素供給燃料電池ユニットと排熱利用ユニットの一体化に向け、ガス事業者が保有
する機器設置や運転に関するノウハウにもとづき、製造事業者が協調して開発活動
を推進した。

環境問題等に対応するための先導
的技術を用いた住宅供給の推進
【国土交通省】 0 5 63 57 － 125

ＰＥＦＣとＳＯＦＣの複合型燃料電池（コプロダクションシステム）、再生可能エネル
ギーである太陽光発電を、大学キャンパス内で複数需要家で相互にエネルギー融
通・貯蔵を行った場合の最適モデル検討を行い、CO2の23.7％削減が確認され、地
域最適エネルギーシステムとしての有効性が確認された。

研究機関である大学に加え、燃料電池システムを取り扱う企業等が連携し、開発活
動を推進した。

○2012年度までに水素配管・水素
利用設備の設置・使用に関する技
術基準を策定する。2011年度まで
に建築省エネルギー基準の改定に
空調エネルギーに関する調査結果
を反映させる。2012年度までに省エ
ネ効果を検証するための都市CO2
計量ツールを開発し、エネルギーシ
ステムの最適設計手法についての
ガイドラインを作成する【国土交通
省】

低炭素・水素エネルギー活用社会
に向けた都市システム技術の開発
【国土交通省】

- - - 139 115 254

水素の生産、搬送、利用技術の技術開発動向を調査し、建築物に水素配管を設置
する際の漏洩時対策(濃度を爆発下限界以下に抑えるための建築の対応・換気対
策、センサ・着臭剤による漏洩検知技術)、都市内及び建物内の配管の材料の安全
性評価・コストについて調査を行った。また、都市の省エネルギー・省CO2化を図るた
めに、個別分散空調システムを中心とした建築の空調システムについて、設計、制
御、使い方がエネルギー消費に及ぼす影響を検討した。また、地域レベルの需要予
測モデルと都市CO2計量ツールに用いる数値モデルの開発と水素他の新・未利用エ
ネルギーの段階的導入における省エネ、CO2排出量削減、コスト抑制に及ぼす影響
の精査を行った。

エネルギー関連コンサルタント、大学研究者、独法建研、国総研などが連携して研
究開発を実施

水素配管・水素利用設備の設置・使用に関する技術基準を
策定するために、水素配管の耐震安全性、火災時安全性の
検討を行う必要がある。また、建築省エネルギー基準の改
定に向けた空調エネルギーに関する調査を進めるとともに、
都市の低炭素化・省エネ効果を検証するための都市CO2計
量ツールを開発し、エネルギーシステムの最適設計手法に
ついてのガイドラインを作成する

【目標及び実施方針】
水素配管・水素利用設備の設置・使用に関する技術基準の
策定、建築省エネルギー基準改定への反映、都市CO2計量
ツールの開発とエネルギーシステムの最適設計手法に関す
るガイドラインの作成
【H23年度の主な予算案項目】
低炭素・水素エネルギー活用社会に向けた都市システム技
術の開発：120百万円

省ＣＯ２型都市デザインの実現に向
けた既設建物間熱融通の普及方
策検討調査【国土交通省】 0 40 0 0 0 40

（社）都市環境エネルギー協会に依頼し、エネルギーの面的利用の簡易診断プログ
ラムを開発し、建物間熱融通を普及するための方策の検討を実施。

－

下水汚泥の高効率・低コスト型エネ
ルギー利用技術の開発・普及【国
土交通省】

- - -
632,77
2の内
数

54,557
の内数
※この
他に社
会資本
整備総
合交付
金があ
る

0

下水汚泥の嫌気性発酵や炭化燃料化における効率化や、低コスト型の消化ガスエ
ンジン等についての技術開発を実施。地域全体で下水汚泥と他のバイオマスを一体
的に処理・有効利用することが効率的である場合に、下水汚泥と他のバイオマスを
混合・調整するために必要な下水道施設を補助対象とする制度を創設。

－

社会資本等の管理の高度化とライ
フサイクルコストの低減【国土交通
省】

120 121 121 126 78 566

・コンクリート構造物については、自然電位法による塩害コンクリート部材の損傷度
検査技術や新たな促進試験方法によるコンクリートの塩分浸透抵抗性の評価方法も
含め、塩害やＡＳＲに対する維持管理の技術指針をとりまとめ、現場で試行した。
・超音波探傷法による鋼床版疲労亀裂検査法については、マニュアルとしてとりまと
め、現場で試行した。

社会資本の管理技術の開発【国土
交通省】

158 151 - - - 309

・日常管理の効率化、災害時点検の迅速化に資するセンサを開発し現地でのテスト
を実施。技術展開のためのマニュアル等の整備。全体システムのプロトタイプを構
築。
・平成21年3月の外部評価委員会において、良好な成果を出していると評価された。

国土技術政策総合研究所、（独）土木研究所で課題を分担し、学官の専門家から構
成される研究委員会、地方整備局の実証フィールドの活用、大学との共同研究など
を効率的・効果的に進めた。

【領域】
・豊かで質の高い国民生活の実現

【目標及び実施方針】
・落橋等の重大事故を防止するための点検・診断技術の開
発（H23-27）
・橋梁のリスク評価手法の開発（H23-27）
・ライフサイクルコストの縮減
・施工・維持管理の省力化

【H23年度の主な予算案項目】
・社会資本をより永く使うための維持･管理技術の開発と体
系化に関する研究（予算額未定）

【ストックマネジメント】
(720)社会資本･建築物の維
持･更新の最適化
(721)快適で安全な生活空間
の形成
(722)省資源で廃棄物の少な
い循環型社会の構築

◆2010年度までに社会資本・建築
物の新たな点検・診断技術、劣化
予測技術を開発し、「点検・診断」の
合理化と施設管理の安全性向上を
図る。【国土交通省】

・コンクリート構造物については、自然電位法による塩害コ
ンクリート部材の損傷度検査技術や新たな促進試験方法に
よるコンクリートの塩分浸透抵抗性の評価方法も含め、塩害
やＡＳＲに対する維持管理の技術指針をとりまとめ、現場で
試行した。
・超音波探傷法による鋼床版疲労亀裂検査法については、
マニュアルとしてとりまとめ、現場で試行した。
・塩害に対する補修・補強技術としての脱塩工法や断面修
復工法、鋼床版疲労亀裂に対する補修工法について技術
マニュアルをとりまとめた。
・今後のストックの高齢化、財政的な制約、安全確保等を踏
まえた場合、構造物に求められる管理水準を社会的な重要
度等に応じて合理的 体系的に差別化していくことが求めら

－

◆2015年度までに、省エネ性能に
優れ、かつ、環境負荷を最小限に
抑えた住宅・建築物を普及させるこ
とにより、民生部門における省エネ
を促進し、CO2排出量を削減する。
【国土交通省】

住宅と設備の総合的な省エネ評価
手法の開発【国土交通省】

・戸建住宅にも適用可能な環境性能評価手法としてCASBEE-すまい（戸建）を開発
し、ライフサイクルCO2評価を導入した２００７年版を公開。H20年度に英語版を発
行。さらに低炭素に向けた取り組みを強化し、２０１０年版として改訂。
・建築群総体（地区スケール）にも適用可能な環境性能評価手法としてCASBEE-ま
ちづくりを開発し、２００７年版を公開。H20年度に英語版を発行。
・既存住宅の断熱性能診断技術および改修技術をとりまとめ、2010年7月に「既存住
宅の省エネ改修ガイドライン 改修による温熱環境と省エネ性能の向上をめざして」を
発行。
・窓ガラス面に数枚の標準板を貼付けて室内側表面温度を計測することで、断熱性
能を診断する技術について、計測手順、精度、適用範囲等の検討を実施した。

・産学官連携による研究開発
・エネルギー事業者、住宅関連企業、大学研究者、（独）建築研究所、国土技術政策
総合研究所などが連携して研究開発を実施

【目標及び実施方針】
既存の戸建住宅、集合住宅の住戸毎を評価するツールの
開発
【H23年度の主な予算案項目】
住宅・建築物の環境性能の向上に向けた調査検討経費
36百万円

－

・CASBEE-すまい（戸建）を開発した。新築戸建住宅以外も
評価できるように、既存の戸建住宅、集合住宅の住戸毎を
評価するツールについても開発を進めている。
・CASBEE-まちづくりを開発した。面開発型プロジェクトにお
ける環境配慮計画や、都市計画をサステナブルなまちづくり
の観点から補強するツール等として活用。
・発行した「既存住宅の省エネ改修ガイドライン 改修による
温熱環境と省エネ性能の向上をめざして」にもとづいた省エ
ネ改修技術の普及啓発が課題となる。
・断熱性能の簡易評価技術を開発した。適用事例の拡大
と、精度向上の検討が課題。

◆2010年度までに効率的な下水汚
泥エネルギー化技術を開発し、下
水処理場のエネルギー自立及び
CO2の排出削減に寄与する。【国土
交通省】
◆2030年までに、開発した熱エネ
ルギー利用システムを主要都市に
導入・普及させ、CO2排出量を
1,400万t- CO2/ 年削減(京都議定
書目標達成計画における民生部門
目標削減量:6,100万t- CO2の約1/
4)させることで、効率的な熱利用が
可能な省エネルギー型都市構造の
実現を目指す。【国土交通省】

・都市再生プロジェクト事業推進費により、平成１９年度に
「省CO2型都市デザインの実現に向けた既設建物間熱融通
の普及方策検討調査」を実施し、建物間熱融通普及促進マ
ニュアルを策定し、HPにて普及促進に努めた。

◆2015年度までに、世界に先駆け
て、定置用燃料電池を普及させる
ことにより、民生部門を中心に大幅
な省エネ及びＣＯ２排出削減を図
る。【国土交通省】

・水素供給燃料電池ユニットは、技術的には実用化に近い
レベルにあるが、実用化を実現するためには、社会的な認
知、安全基準の整備、信頼性の向上等が必要であり、実証
事業等による長期的な運転評価が課題となる。
・民生建物への設置が期待できる複合型燃料電池(コプロダ
クション)と太陽光発電を蓄電池と組み合わせ、自律させな
がら最適に制御する技術の有効性が実証された。一方、複
合型燃料電池は耐用年数等が課題として残っている。

歴史的文化的価値を踏まえた高齢
建造物の合理的な再生・活用技術
の開発【国土交通省】

補強・修復技術及び新機能付加に係る改修技術の適切性の評価等を行った。
表明選考法による測定（ＣＶＭ・コンジョイント法）についてケーススタディを積み重ね
て検討した。

はなく、都市構造の改変に関わる行政サービスコストとＣＯ
２発生量の算出手法、施設群の効果的・効率的な管理手法
等を検討することが今後の課題として考えられる。
・歴史的・文化的価値の計測手法については、開発内容が
事業評価の参考として用いられる段階に至っており、今後
は他手法の検討及びさらなるデータの積上げ等が課題とな
る。また、こうした価値を損なわないような修復技術につい
ては、まとめた内容を今後の修復事例の中での普及を図る
過程にある。
・団地型マンション等について、建替えや大規模改修による
再生に関する私法上の課題を明らかにするとともに、再生
の円滑化のための区分所有法制・事業法制度の提案、区
分所有法に基づく業制度(建替えや様々な大規模改修(減築
等を含む)等のミックスによる団地再生事業等)の提案を行っ
た。
・研究成果である制度スキームの提案を踏まえ、建替えや
多様な改修等の複合的手法による団地型マンションの再生
事業制度の創設に向けたより精緻な検討を進める必要があ
る。
・既存ストックの再生技術の適用及び社会システムに対す
る誘導方策やあるべき将来像を示すことにより、既存建築

－
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H18 H19 H20 H21 H22 合計

分野別推進戦略に係る主要な成果等のとりまとめ（社会基盤分野）（案）
第3期の「領域・重要な研究
開発課題」（第３期分野別推

進戦略より）

関連する「成果目標」
（第３期分野別推進戦略より）

（各省が記載）

第３期（H18～22）の関係府省取組み
第３期の成果及び今後の課題

（その客観的根拠）（各省が記載）

第４期（H23～27）に向けて
（【目標及び実施方針】【H23年度の主な予算案項目】は

各省が記載）
主要な施策名
（各省が記載）

予算額（百万円） 研究開発の成果（その客観的根拠）
（各省が記載）

特筆すべき優れた実施の仕組みや研究ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ
（各省が記載）

空港アスファルト舗装剥離の非破
壊探査方法の提案【国土交通省】

81
の内数

261
の内数

303
の内数

- -
645の
内数

大規模な舗装表層の剥離につながるおそれのある舗装内の層間剥離箇所の非破
壊探査について、赤外線及び電磁波レーダー法について検討を行い、それぞれの
探査方法を確立した。

空港における非破壊探査技術の実用性を評価するべく、港湾空港技術研究所が実
証実験および評価を行った。

社会資本等のライフサイクルコスト
の低減技術【国土交通省】

10 10 10 10 29 69

・実構造物における劣化・変状の進行速度詳細な調査と定量的な分析・評価の実
施、ならびにこれまでの維持管理に関する要素技術に関する研究を総合的にとりま
とめ、桟橋のLCMシステムを構築し、公開した。（「桟橋のライフサイクルマネジメント
システムの構築」として、平成22年度に日本港湾協会論文賞を受賞）
・FRPシート接着界面の耐久性を評価するとともに、コンクリート表面の浸透性改質
剤による補修効果を定量的に評価し、港湾RC構造物の補修効果を定量評価するこ
とができた。
・LCMシナリオについては、港湾施設の投資に関する費用負担スキームの国際比較
に関する共同研究のとりまとめを行った。
・LCMシナリオを設定し、純現在価値などによる評価手法を提示した。

　港湾施設の投資に関する費用負担スキームの国際比較について、国際港湾協会
（IAPH）と共同研究を実施した。

構造物の点検・診断と健全度の評
価・予測技術【国土交通省】

42 42 42 42 28 196

・鋼構造物の肉厚を非接触で計測する装置を開発し、作業の安全性・効率性の向上
を行うことができた。（「非接触肉厚測定装置」として、平成22年度に国土技術開発賞
優秀賞を受賞。）
・水中音響レンズを利用した構造物等の現状把握システムを開発し、世界に類を見
ない東京国際空港D滑走路の構造形式に対して、供用後の健全度評価を確立した。
（「超音波式四次元水中カメラの開発」として、平成21年度に内藤康春科学技術振興
財団記念賞を受賞。）

社会資本等の管理の高度化とライ
フサイクルコストの低減（再掲）【国
土交通省】

120 121 121 126 78 566

・塩害に対する補修・補強技術としての脱塩工法や断面修復工法、鋼床版疲労亀裂
に対する補修工法について技術マニュアルをとりまとめた。

予防保全システムによる空港コスト
縮減・安全性確保技術の開発【国
土交通省】

14 11 - - - 25

空港基本施設の健全性を評価するための非破壊検査手法(赤外線画像、光ファイ
バー計測）について検討を行った。赤外線画像を用いた路面の健全性評価手法は、
空港の技術基準等への反映を提案した。
初年度に実施した試験から，光ファイバー計測については埋設方法が，赤外線画像
計測については気象条件が，評価精度に大きく影響することが明らかとなったため，
次年度以降はこれらの影響因子に重点を置いた試験を実施し，適用性を明らかにし
た．

赤外線画像の技術検討と、その技術を現場へ反映させる政策面について、それぞれ
港湾空港技術研究所と国土政策総合研究所が連携し、取り組みを行った。

高強度鋼等の革新的構造材料を
用いた新構造物の性能評価手法
の開発（再掲）【国土交通省】

131 125 109 - - 365

府省連携プロジェクトの一環として行われたものであり、そのうち本施策では、大地
震に対しても高度に機能を維持できる建築物の性能評価法（大地震に対する評価用
地震動の設定方法や大地震に対しする実用的な地震応答予測法等を導入した耐震
性能評価指針）を策定した。

本施策は、平成15年7月の総合科学技術会議において府省連携プロジェクトとして
革新的構造材料による複合機能＋内部構造可変＋長寿命型の新構造システム建
築物の研究開発を推進することが決定され、その一環として行なわれたものである。
（府省連携プロジェクト：革新的構造材料を用いた新構造システム建築物研究開発プ
ロジェクト）
材料開発等のシーズ技術開発および実用化、ニーズ拡大を行う資材産業や建設産
業等の産業界、先進的な学術研究で先導する大学および技術基準等の整備、普及
を行う官が、基本的な役割分担の基で連携を行って効率的に技術開発を推進した。

下水道管渠の適正な管理手法に
関する研究【国土交通省】

25 20 20 - - 65

国土交通本省が設置しているストックマネジメント検討委員会で作成している「ストッ
クマネジメントの手引き（仮称）」に、管きょの健全率予測の成果が反映される予定。
（平成23年度発刊予定）である。、また、論文（下水道研究発表会）や記事（下水道協
会誌、月刊下水道等）により、成果を情報発信している。

鋼橋の部分塗装補修に関する検討
【国土交通省】

8 - - - - 8

鋼道路橋では、腐食環境の厳しい桁端部などの一部の部位で塗膜劣化や腐食が著
しく進行する場合が多く、耐荷力上重要な支点部では腐食が極度に進行すると橋の
性能に大きな影響を及ぼす危険性もある。一方、良好な施工品質が確保できる部分
的な塗替え塗装の技術的手法は確立されておらず、進行速度の速い局部の塗装劣
化に対して全体的な塗膜の劣化が進行するまで放置される危険性が懸念された。こ
のため、既設道路橋の桁端部などの狭隘な部位で部分的に再塗装を行う技術（部
分塗替え塗装）の開発を行い、技術要領としてとりまとめ、直轄道路橋で試行を開始
した。
平成21年９月16日付け国道・防災課長補佐名の事務連絡「鋼道路橋の部分塗替え
塗装要領(案)の試行運用について」

－

緻密でよく曲がるセメント系材料を
用いた補修・補強工法に関する研
究開発【国土交通省】

- - 8 14 18 40

近年、道路構造物において劣化や損傷の発生が拡大しつつあり、また補修後の再
劣化も散見されており、これらの対策の確立は急務である。中でも、疲労によるコン
クリート床版のひび割れ及び塩害や中性化によるコンクリートのひび割れと鉄筋腐
食への対策、また、コンクリート橋脚の地震被災後の早期復旧に適用可能な耐震補
強方法の技術開発が求められていた。このため、優れた力学特性、耐久性及び施工
性を有した緻密でよく曲がる超高強度ひずみ硬化型セメント系複合材料を用いたこ
れらの補修・補強技術として、床版の上面増厚工法、吹付けによる表面保護工法、
橋脚被災後の早期復旧工法の開発を行った。

新道路技術会議にて公募・審査し、採択された研究であり、名古屋大学への委託研
究として実施した。

－

系化に関する研究（予算額未定）

◆2010年度までに、高強度鋼や短
繊維混入コンクリート等の革新的新
材料活用手法を構築するとともに
鋼部材の疲労やコンクリート部材の
塩害に対する補修・補強技術の提
案を行うことなどにより、ライフサイ
クルコストの低減および長期的な
構造物の安全性の確保を図る。
【国土交通省】

・コンクリート構造物については、自然電位法による塩害コ
ンクリート部材の損傷度検査技術や新たな促進試験方法に
よるコンクリートの塩分浸透抵抗性の評価方法も含め、塩害
やＡＳＲに対する維持管理の技術指針をとりまとめ、現場で
試行した。
・超音波探傷法による鋼床版疲労亀裂検査法については、
マニュアルとしてとりまとめ、現場で試行した。
・塩害に対する補修・補強技術としての脱塩工法や断面修
復工法、鋼床版疲労亀裂に対する補修工法について技術
マニュアルをとりまとめた。
・今後のストックの高齢化、財政的な制約、安全確保等を踏
まえた場合、構造物に求められる管理水準を社会的な重要
度等に応じて合理的・体系的に差別化していくことが求めら
れ、こうした管理水準に応じたストックマネジメントを支える
要素技術及びそれらを組み合わせたマネジメント技術の開
発が求められる。
・現在，実際の空港において光ファイバーを用いた計測を実
施している．また，赤外線画像による方法は，関係基準類へ
の反映を検討している。今後，計測事例を分析し，健全度評
価手法の改良を進めていく必要がある．
・管きょの劣化データを収集し、健全率予測手法を確立し
た。
また、陥没事故の実態把握及び要因分析を行い、維持管理
の優先順位付けに関する手法確立を行った。これらの成果
の一部は、国土交通本省が設置する委員会で作成する「ス
トックマネジメントの手引き（仮称）」に反映される予定である
ほか、論文（下水道研究発表会）や記事（下水道協会誌、月
刊下水道等）により情報発信している。
・「大震災に耐えうる建築物のための高強度鋼等の革新的
構造材料を利用技術の飛躍的な向上」をはかるための耐震
性能評価指針を策定し、国民の社会生活における安心・安
全に貢献できる成果が得られた。今後の普及促進を図るた
めには、高強度鋼材を適用した建築物のコストに見合う性
能（安全だけではなく長寿命化等も含む）を打ち出していく
等、開発関係者等による継続的な取組みが必要となる。

【目標及び実施方針】
・橋梁における損傷の生じやすい箇所・補修困難箇所の部
分補修技術の開発（H23-27）
・職員の少ない小規模自治体に配慮して改良する方針

【H23年度の主な予算案項目】
・社会資本をより永く使うための維持･管理技術の開発と体
系化に関する研究（予算額未定）
・ 下水道管きょのアセットマネジメント導入促進に関する調
査（下水道事業調査費）

度等に応じて合理的・体系的に差別化していくことが求めら
れ、こうした管理水準に応じたストックマネジメントを支える
要素技術及びそれらを組み合わせたマネジメント技術の開
発が求められる。
・開発したセンサ等のうち、実用化可能なものについて、機
器等の仕様、設置・運用等のガイドラインやマニュアル、ソフ
トウェアなどを公開した。
・舗装内部の層間剥離の非破壊探査において、特に、赤外
線技術が現場への適用に有効であることから、その有効性
について、全国の空港の維持管理関係者に周知を行ってい
る。
・一連の成果より、材料の劣化メカニズムの解明や予測手
法の開発、港湾構造物の性能低下の予測や補修効果の評
価が可能となった。今後は、構造物の設計段階での性能照
査技術の開発・改良技術および構造物の維持管理段階に
おける保有性能評価技術の開発を目標とする。
・構造物の点検診断およびモニタリングに非破壊技術を導
入し、定量的で信頼性の高いデータの取得技術の検討を行
う。また、鋼構造物の肉厚測定の運用システムなどについ
て、対象構造物の状況に合わせた運用方法・アプリケーショ
ンを開発し、実用化を図ることと目標とする。

◆2010年度までに、交通の阻害を
最小とする構造物補修・更新技術
の提案を行い、安全かつ効率的な
社会資本の再構築が図れる技術
環境を整備する。【国土交通省】

・既設道路橋の桁端部などの狭隘な部位で部分的に再塗
装を行う技術（部分塗替え塗装）の開発を行い、技術要領と
してとりまとめ、直轄道路橋で試行を開始した。平成21年９
月16日付け国道・防災課長補佐名の事務連絡「鋼道路橋の
部分塗替え塗装要領(案)の試行運用について」今後は、現
場での試行を積み重ねる必要がある。
・優れた力学特性、耐久性及び施工性を有した緻密でよく曲
がる超高強度ひずみ硬化型セメント系複合材料を用いた補
修・補強技術として、床版の上面増厚工法、吹付けによる表
面保護工法、橋脚被災後の早期復旧工法の開発を行った。
今後は、現場での試験施工を積み重ねる必要がある。



H18 H19 H20 H21 H22 合計

分野別推進戦略に係る主要な成果等のとりまとめ（社会基盤分野）（案）
第3期の「領域・重要な研究
開発課題」（第３期分野別推

進戦略より）

関連する「成果目標」
（第３期分野別推進戦略より）

（各省が記載）

第３期（H18～22）の関係府省取組み
第３期の成果及び今後の課題

（その客観的根拠）（各省が記載）

第４期（H23～27）に向けて
（【目標及び実施方針】【H23年度の主な予算案項目】は

各省が記載）
主要な施策名
（各省が記載）

予算額（百万円） 研究開発の成果（その客観的根拠）
（各省が記載）

特筆すべき優れた実施の仕組みや研究ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ
（各省が記載）

◇2015年度までに、防波堤の補
修・補強費と被災時の復旧費の観
点から、合理的な維持管理方針を
立案する手法を構築する。【国土交
通省】

作用・性能の経時変化を考慮した
社会資本施設の管理水準の在り方
に関する研究【国土交通省】

- - - 9 9 18

防波堤の補修・補強費と被災時の復旧費の観点から、合理的な維持管理方針を立
案する手法を構築するため，維持補修水準を変化させた場合のライフサイクルコスト
について検討した．

実際の被災事例を分析して最適な維持管理水準の検討を行っている． 【目標及び実施方針】
（第4期期間における研究推進の基本的な方向性・方針等）
防波堤の補修・補強費と被災時の復旧費の観点から、合理
的な維持管理方針を立案する手法を構築する。
【H23年度の主な予算案項目】
（具体的施策名・予算額等を記載）
作用・性能の経時変化を考慮した社会資本施設の管理水
準の在り方に関する研究【国土交通省】、5百万円

○2010年度までに多世代利用住宅
の目標性能水準を設定し、住戸区
画の可変性の確保（共同住宅）、維
持管理の容易性や地域性への配
慮（木造戸建て住宅）、良好な住環
境の安定的な確保等の視点から長
期優良住宅認定基準（新築）の見
直し原案を作成する。また、多世代
利用住宅の形成・管理技術として、
空気注入による地盤の液状化抑制
技術やセンサを利用して効率的に
住宅の健全度をモニタリングする技
術を開発する。さらに、既存住宅の
長寿命化に向けて、長期優良住宅
認定基準の原案の作成、及び既存
住宅の現況性能の評価手法と基準
達成のための改修促進手法を開発
する。【国土交通省】

多世代利用型超長期住宅及び宅
地の形成・管理技術の開発【国土
交通省】

- - 129 56 76 261

長期優良住宅法に基づく「長期優良住宅認定基準（新築）」、「長期優良住宅認定基
準（既存）」について、下記の技術基準原案を提示。　※H23.3目途
　・多世代利用に向けた相隣環境を含めた新築住宅及び宅地の目標性能水準（原
案）
　・多世代利用住宅（共同住宅）の可変性の設計・評価手法の基準原案
　・多世代利用住宅（共同・戸建て木造）の適正な管理システムに係る基準原案
　・改修による既存住宅の長寿命化に向けた診断技術と改修技術の基準原案
住宅の長寿命化に向けた新たなマネジメント技術の開発
　・多世代利用住宅の住環境マネジメント手法の基準原案
　・既存ＲＣ造中層階段室型マンションにおける２戸１改修に係る基準原案
　・住宅の構造躯体に係る構造ヘルスモニタリング技術の実大実験による有効性検
証
　・建物管理における構造ヘルスモニタリング技術の利活用ガイドラインの提示
　・多世代利用住宅を支える既存宅地の液状化対策技術の実地盤における技術検
証
　・多世代利用に向けた宅地の性能基準原案の検討・提示

・「長期優良住宅（共同住宅）の基準見直し」の基となる技術基準原案作成の成果目
標を達成し、「新成長戦略実現2011に盛り込まれた「省エネ、耐震、バリアフリー性等
に優れた住宅の普及促進」の施策展開の中で技術の社会還元が図られる見込みで
ある。
・「既存住宅の長寿命化に向けた診断技術と改修技術の基準原案」の開発につい
て、大規模改修等に係る調査・設計実務者と学識経験者等との産学連携の研究体
制を実現し、劣化現象等の評価と対策について、学術的知見を実務に適用可能な
技術基準原案にまとめることができた。
・(独）防災科学技術研究所との共同研究により、「E-ディフェンス」における実大規模
の地震波加振の実験により、防災技術研究のデータを住宅の健全性評価に活用す
るマネジメント技術の研究開発を効率的に実施することができた。
・宅地の液状化対策技術（地盤内に空気を混入させる工法）の開発に関して、実験
施設における対策効果の実験検証に加え、関連部局（土地・水資源、河川等）との
連携により、実際の地盤における有効性を検証し、実用化・普及に繋がる研究開発
を実施できた。
・「既存ＲＣ造中層階段室型マンションにおける２戸１改修」に関して、区分所有、登
記に係る法制度面での課題・考え方を具体的に取りまとめ、法務省等との協議に向
けた準備を整えた。

第３期の成果については左欄（「研究開発の成果」欄）に記
載した通り。今後の課題としては、下記が挙げられる。
・住宅ストックの実態把握の継続と長寿命化に向けた技術
基準等の対応状況の補足
・オーナーが実施すべき住宅管理について、維持管理（初
期状態の維持）からマネジメント（活用・再生）への転換に向
けた研究課題の再構成
・多種多様な既存住宅（建て方、劣化状態等）に対応できる
評価技術や改修（改造）工法、制度システム等の充実

￣

○2012年度までに構造物の目視困
難な部位や目視では評価が困難な
変状の点検・監視技術を開発し、こ
れらに関する各種技術基準等へ反
映させることにより社会資本の致命
的損傷の発生を未然に防ぐ予防保
全的管理の推進を図る。【国土交
通省】

社会資本の予防保全的管理のた
めの点検・監視技術の開発【国土
交通省】

- - - - 72 72

高度成長期に集中投資した社会資本の老朽化により事故や災害の多発、維持管理
費の急増が懸念される。社会資本の致命的損傷の発生を未然に防ぐ予防保全的管
理への転換を推進するため、①埋設管路や橋梁、高層建築物壁面等の目視困難な
部位の点検・評価技術、②赤外線や位置情報等を用いた構造物の変状監視技術の
開発を行う。
H22年度から新規課題として研究開発に着手した。

本研究開発は、行政部局が計画推進の主体となり産学官の連携により、総合的に、
組織的に研究を実施する「総合技術開発プロジェクト」の１課題として実施する。
また、社会資本の点検・監視技術に関する各種技術基準等への反映を目指すもの
であるため、国土技術政策総合研究所が中心となり、測定機器の要求性能、評価基
準の開発、実験フィールド設定は官で、数値化・解析手法の検証は官学共同で、測
定部の装置製作、検査機器の移動技術や制御技術については民が有している技術
開発能力を活用して行い、産学官が適切に役割分担して効率的に技術開発を進め
る。

H22年度から新規課題として着手し、損傷事例の整理・分
析、基本仕様・要求性能の検討、予備的な実験等を行った。
引き続きH23・24年度は、点検・監視方法を確立するため、
機器の開発・改良、実験を本格的に実施する。

【目標及び実施方針】
H23、24年度は、点検・監視方法を確立するため機器の開
発・改良、実験を本格的に実施し、実用段階の技術として確
立させる。
【H23年度の主な予算案項目】
社会資本の予防保全的管理のための点検・監視技術の開
発： 176百万円

環境問題等に対応するための先導
的技術を用いた住宅供給の推進
【国土交通省】

23 5 4 0 0 32

飛散性アスベスト等のクローズド型連続除去・減容固化システムとして、①様々な除
去面に対応した吸引剥離装置（バキュームブラスト方式）、②プレダスター（捕集）
機、③集塵装置、④減容固化装置の開発を行い、実サイトにおける長期の連続運転
試験を行い、その実用性を確認した。

コンサル、ＮＰＯ法人、ゼネコン等が連携し、開発活動を推進した。

都市型社会に対応した市街地環境
のあり方及び評価方法に関する研
究等【国土交通省】 75 57 50 - - 182

２００６年度までに、建物形態規制によって確保される市街地環境性能（風・光・視環
境・防火避難）の測定・評価手法のプロトタイプを開発し、２００７年度に国土技術政
策総合研究所資料として取りまとめ刊行・公表した。

研究開発の実施に際しては、環境工学に関する専門的かつ先端的な知見や実験等
のノウハウが必要不可欠であったが、光・風・視環境の各環境項目毎に検討ＷＧを
設置し、所外の環境工学の専門家と連携したことは非常に有益であった。

地球温暖化防止対策調査等（緑化
技術推進調査の内数）（再掲）【国
土交通省】

115 126 141 80 64 526

屋上・壁面等特殊空間の緑化について施工実績や緑化技術、維持管理等の調査実
施し、経年的に公表した。 －

養浜事業の評価に関する研究【国
土交通省】

- - - 22 - 22

・国土交通省技術研究会指定課題「環境に配慮した効果的な動的養浜手法に関す
る研究」の報文を作成。
・2010年度内に砂浜の設計手引き（案）をとりまとめ予定。
・「砂浜の指定・管理の手引き」（案）を作成（2010年）
・「養浜における環境管理の手引き」を作成（2009年）

・国土交通省技術研究会指定課題「環境に配慮した効果的な動的養浜手法に関す
る研究」として、本省・国総研が関係地方整備局とともに検討（H18～20）。
・学識経験者による検討会で「養浜における環境管理の手引き」、「砂浜の指定・管
理の手引き（案）」を検討。都道府県含めて養浜と環境配慮事例を収集整理
（2009）。砂浜の指定・管理の考え方を整理（2010）。

◆2010年度までに建設廃棄物全体
の再資源化等率を91%にする。【国
土交通省】

省資源で廃棄物の少ない循環型社
会の構築【国土交通省】

6 5 5 5 - 21

劣化したアスファルト舗装発生材の効率的な再生利用技術の開発を行った。また、
他産業再生資材の舗装への適用における舗装材および環境面における評価方法に
ついて提案を行った。

劣化したアスファルト舗装発生材の効率的な再生利用技術
の開発を行った。また、他産業再生資材の舗装への適用に
おける舗装材および環境面における評価方法について提案
を行った。

90 91 91 79 55 406

- 46 66 - - 112

46 66 45 23 180

【領域】
・豊かで質の高い国民生活の実現

【目標及び実施方針】
（第4期期間における研究推進の基本的な方向性・方針等）
・国土保全
【H23年度の主な予算案項目】
（具体的施策名・予算額等を記載）
・山地河川の土砂動態特性の解明、ダム等河川横断工作
物からの土砂供給技術の開発（予算額未定）

・アスベストの除去から最終処分までをシステム化して行う
工法を開発し、その実用性の確認した。一方、さまざまな現
場も対応できる実用システムの開発が課題として残ってい
る。
・建物形態規制によって確保される市街地環境性能（風・
光・視環境・防火避難）の測定・評価手法のプロトタイプを開
発した。前例のない研究課題であり、試行錯誤を重ねたた
め、モデル市街地を対象とした検討に止まったが、方法論を
概ね確立できたことから、当初の目標は一定程度達成され
たと考える。今後は、測定・評価手法の汎用性・実用性を高
めることが課題である。
・屋上・壁面等特殊空間の緑化について施工実績や緑化技
術、維持管理等の調査実施し、経年的に公表した。
・国連生物多様性条約第１０回締約国会議（ＣＯＰ１０）にお
いて都市域に関するパネルディスカッションを開催するとと
もに、生物多様性の保全と創出に資する水と緑のネットワー
ク形成について、事例収集等により、パンフレットを作成し配
布した。
・「養浜における環境管理の手引き」、「砂浜の指定・管理の
手引き（案）」、「砂浜の設計手引き（案）」を作成。良質な養
浜材の確保、養浜コストの縮減方策の具体化、早期に効果
発現できる砂浜の保全・再生技術の開発が課題。

【目標及び実施方針】
・密集市街地における街区内部の建て替え促進と防災性向
上を目指し、建築基準法集団規定の特例を利用する「協調
的建て替え特例手法」の活用促進を図るため、火災安全
性・日照・通風等の街区性能の簡易予測・評価ツールの開
発及び協調的建て替えルール策定マニュアル等の作成等
を行う。
・良質な余剰土砂の活用方策、サンドバイパス推進方策の
具体化、早期に効果発現する砂浜の保全・再生技術の開発
【H23年度の主な予算案項目】

【H23年度の主な予算案項目】
・密集市街地における協調的建て替えルールの策定支援技
術の開発（H22年度18.621百万円、H23年度19.279百万円）
・沿岸停滞土砂の円滑な利用に関する調査
・砂浜のバイパスシステムのコストダウン技術に関する調査

－

国土交通省では、土砂流出による災害、ダム貯水池におけ
る堆砂、海岸侵食、埋没等の問題に対処する土砂管理のた
め、ダムへの粒径別の流入土砂量の予測手法、将来の堆
砂状況の予測手法、ダム堆砂の置土を下流河川に供給す
る際の流出状況予測手法等を開発するなどし、対策に反映
してきている。今後、より一層の技術の開発等が必要である
ことから、以下について取り組んでいく必要がある。

・2015年を目標にダムの水位差のエネルギーを活用した経
済的な排砂技術を開発中であり、これまでに、吸引部の基
本形状を見いだし特許出願したところであり、引き続き、ダ
ムが存在するような山地河川における土砂動態特性の解
明、排砂システム全体の設計及び運用手法について検討す
る必要がある。
・天竜川流砂系内の事業において、治水機能を恒久的に維
持するために必要な土砂移動の連続性を確保する方策を
検討する。また、海岸における土砂移動を確保する方策とし
て着手したサンドバイパス施設建設を引き続き進める。

【国土の管理・保全】
(723)国土の保全と土砂収支
(724)水循環・物質循環の総
合的なマネジメント
(725)健全な生態系の保全・
再生
(726)国土の将来の姿の予
測・適応

◆土砂動態を予測する技術等を
2010年度までに開発し、国土の土
砂収支をバランスさせることにより、
美しい山・川・海岸を保つことを目
指す。【国土交通省】

国土の保全と土砂収支【国土交通
省】

・既設ダムの堆砂測量及び堆砂ボーリングデータから、ダムに流入する粒径別の土
砂量を予測する手法及び一次元堆砂予測モデルにより堆砂状況を再現し、将来の
堆砂状況を予測する手法を開発し、堆砂対策の検討に反映させた。また、平面２次
元河床変動モデルを用いて、ダム堆砂を置土して下流河川に供給する際の流出状
況を予測する手法を開発し、現地事象の再現を行った。
・貯水位低下の必要がなく、ダムの水位差のエネルギーを活用した経済的な排砂技
術を開発中であり、吸引部の基本形状を見いだし特許出願した。
・天竜川流砂系内では、天竜川流砂系内の土砂移動量を試算した。天竜川ダム再
編事業において土砂移動の連続性を確保する方法を検討している。遠州灘の浅羽
海岸・福田漁港では、海岸保全事業と漁港事業が連携しポンプによるサンドバイパ
ス施設建設に着手した。
・河道の物理環境変化予測手法の精度を向上する技術を開発。モニタリング技術の
改良・開発を行い、流砂量観測結果を格納するﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽのプロトタイプを構築した。

◆2010年度までに、生活空間の質
の向上に係る施策の評価技術を開
発し、快適で安全な生活空間の実
現を目指す。【国土交通省】
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H18 H19 H20 H21 H22 合計

分野別推進戦略に係る主要な成果等のとりまとめ（社会基盤分野）（案）
第3期の「領域・重要な研究
開発課題」（第３期分野別推

進戦略より）

関連する「成果目標」
（第３期分野別推進戦略より）

（各省が記載）

第３期（H18～22）の関係府省取組み
第３期の成果及び今後の課題

（その客観的根拠）（各省が記載）

第４期（H23～27）に向けて
（【目標及び実施方針】【H23年度の主な予算案項目】は

各省が記載）
主要な施策名
（各省が記載）

予算額（百万円） 研究開発の成果（その客観的根拠）
（各省が記載）

特筆すべき優れた実施の仕組みや研究ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ
（各省が記載）

漂砂バランス管理技術の開発に関
わる施策【国土交通省】

- 30 30 30 19 109

　第3期では、長期及び短期の地形変動の再現が可能な数値ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝﾓﾃﾞﾙの開発
することを目標として研究を実施し、具体的には以下のモデルを開発した。
・波崎海岸における前浜のバームの発達・消滅を再現するモデル及び沖の砂州移
動を再現する断面変化モデル（以下砂州移動再現モデルという）を構築し、両方のモ
デルの現地再現性を確認することができた。
・砂州移動再現モデルを新潟西海岸の潜堤背後の断面変化に適用し、モデルが潜
堤背後の前浜浸食を再現することを確認できた。
・浜名湖のような干潮湖周辺や緩勾配の干潟等における平面地形変化を予測再現
可能な数値モデルの開発を行った。

上流域から沿岸域までの統合的な
水・物質循環に関わるデータや情
報等を収集する観測システムの構
築及び情報の蓄積、統合、ならび
に情報発信に関わる情報基盤の形
成【国土交通省】 57 55 50 47 45 254

微量化学物質については、医薬品（95物質）の一斉分析法を開発し河川および下水
処理場における医薬品の存在実態・挙動を明らかにした。また、医薬品の存在と土
地利用状況等との関連性、雨天時における医薬品の流出状況を明らかにした。
病原微生物については、ノロウイルスの検出濃度に及ぼす影響因子を解明し、測定
手法を確立した。その成果を基に、下水・環境水の実態を把握した。安定かつ高感
度にウイルス濃度を検出するための手法を活用することで、ウイルス消長の解明に
貢献することができる。
栄養塩類については、排出源を推定するためのトレーサー物質を選定し、都市域か
らのトレーサー物質および栄養塩類の晴天時および雨天時の流出状況を評価した。

－

地域活動と協働する水循環健全化
に関する研究【国土交通省】

10 6 6 - - 22

水循環健全化施策・活動の効果について、コンジョイント分析により定量的に評価す
る手法を提示した。この経済的評価手法について「下水道事業の費用効果分析マ
ニュアル（案）追補版」（日本下水道協会、平成20年）に反映された。また、水循環健
全化に関わる活動を実施・支援する際に重要な地域活動支持力という概念を提案
し、水循環健全化のための地域活動活性化に向けて、地域活動支持力の評価方法
や、地域活動支持力に応じた各主体の各段階における役割、行政支援策について
の提案をとりまとめ、国土技術政策総合研究所プロジェクト研究報告として発刊し
た。

－

伊勢湾流域圏の自然共生型環境
管理技術開発【国土交通省】

14 13 14 17 15 73

本研究では、生態系サービスの概念を導入し、流域圏における各種生態系サービス
の評価、修復技術の開発を行うとともに、これらの成果を利用して施策の効果を表
現する「環境影響評価モデル」を用いた、施策評価手法を開発した。これにより流域
から沿岸域の生態系サービスや生物多様性を軸に評価することで、環境施策上の
重点項目の評価を可能にし、また、異なる性質をもった様々な施策の効果を分かり
やすく表現・比較することが可能となった。

流域圏は山、川、海、森林、水田、都市等様々な要素から構成されており、単独の研
究機関では総合的な理解と、持続可能性の評価が十分に進まない懸念がある。した
がって、農業を所管する官庁、国土基盤管理を所管する官庁、環境管理を所管する
官庁の関係研究機関が、同一地域を対象に共同で研究することことにより、環境と
経済の循環系の好ましい姿を検討していくことが可能となった。

都市臨海部に干潟を取り戻すプロ
ジェクト【国土交通省】 13 12 - - - 25

大阪湾において現地実験を実施し、埋立地における造成干潟でのシナリオの設計・
効果把握・管理手法について実証的にとりまとめた。

多様な主体との連携による現地での実証実験の実施、研究成果をシンポジウム等
で積極的な公開。

内湾域における里海・アピールポイ
ント強化プロジェクト【国土交通省】

- - 13 5 5 23

東京湾シンポジウムを開催し、里海・アピールポイントの強化の重要性を指摘すると
ともに、東京湾において実験・観測を開始し、総合的な評価のための観測を開始す
るとともに、海辺の自然再生に向けたパネル展を開催し、全国における事例をとりま
とめた。

豊富な事例研究による優良事例（ベストプラクティス）の抽出。

海辺の自然再生のための計画立
案と管理技術に関する研究【国土
交通省】 8 7 8 - - 23

東京湾シンポジウムを開催し、東京湾の環境再生に向け包括的目標設定の重要性
を指摘するとともに、東京湾で自然再生の実証実験を行い、管理手法に関する実証
的な取り組みを行った。

多様な主体との連携による現地での実証実験の実施、研究成果をシンポジウム等
で積極的な公開。

◆2020年度までに河川（及びその
周辺環境に展開する）生態系・生物
多様性状況の全国調査により実態
を把握し、将来の改善目標を提示
する。【国土交通省】

河川・沿岸域・干潟等の生態系・生
物多様性の観測・解析技術の開発
【国土交通省】

20 20 18 17 11 86

・物理環境情報から野生動物行動を予測する手法に加え、生物相互作用（餌資源・
捕食者との関係）の変化が野生動物の行動に与える影響を評価・予測する手法を開
発した。民間等の共同研究を通して，野生動物自動行動追跡システムの実用性向
上（小型・可搬型の開発）を行い，実河川での検証を行うと同時に技術普及体制の
整備を行った．
・河川植生の健全度を簡易かつ面的、数量的に評価できる評価ツールを開発した。

民間との共同研究を通して、野生動物自動行動追跡システムの実用性向上・技術普
及体制の整備を行った。

・物理環境情報から野生動物行動を予測する手法に加え、
生物相互作用（餌資源・捕食者との関係）の変化が野生動
物の行動に与える影響を評価・予測する手法を開発した。
民間等の共同研究を通して，野生動物自動行動追跡システ
ムの実用性向上（小型・可搬型の開発）を行い，実河川での
検証を行うと同時に技術普及体制の整備を行った．
・河川植生の健全度を簡易かつ面的、数量的に評価できる
評価ツールを開発した。

・第３期に開発した野生動物自動行動追跡システム、野生
動物の行動予測手法の普及を図りつつ、より実用性の高い
ものとしていく。（土木研究所運営費交付金）

海辺の自然再生のための計画立
案と管理技術に関する研究【国土
交通省】

8 7 8 - - 23

東京湾で自然再生の実証実験を行い、管理手法に関する実証的な取り組みを行っ
た。また、対象種（マハゼ）を絞り込んでの検討を実施し、沿岸部におけるエコロジカ
ルネットワークの実態調査を開始した。

多様な主体との連携による現地での実証実験の実施、研究成果をシンポジウム等
で積極的な公開。

河川・沿岸域・干潟等の自然環境
保全・再生に向けた生態系の多面
的機能の評価と管理システムの構
築【国土交通省】 82 82 65 60 60 349

・現地調査結果、河川水辺の国勢調査データ等から、時空間的に不均一な河川底
生動物の生息量や群集構造を瀬・淵構造等の河川物理環境等から予測する手法を
提案した。
・河川水中の有機物に対して底生動物が果たす役割とその影響度の関係を解明す
るとともに、底生動物の保全を通した河川環境の修復、河道修復において鍵となる
河床地形と河床材料の要素を提案した。

－

河川・沿岸域・干潟等の自然環境
保全・再生に向けた生態系の多面
的機能の評価と管理システムの構
築【国土交通省】 15 15 13 14 8 65

・河川における外来植物種子の拡大・拡散システムの解明、解析ツール（種子の拡
大・拡散を考慮した数値解析）の開発、対処方法について提案した。
・水系内に分布する魚種の生息環境が分断されることによる、在来魚種への影響を
定量的に把握するための遺伝情報を用いた調査手法を提案した。また、複数の水系
に適用し、比較的狭い範囲に分布する魚類集団においても、遺伝的攪乱の履歴の
検出や移動阻害状況を推定する手法を提案した。

－

◆2015年度までに、順応的管理技
術の確立により、在来種を中心とし
た河川生態系の回復を図る。【国土
交通省】

在来生物の保全と外来種の拡散抑
制技術【国土交通省】

15 15 13 14 8 65

・河川における外来植物種子の拡大・拡散システムの解明、解析ツール（種子の拡
大・拡散を考慮した数値解析）の開発、対処方法について提案した。
・水系内に分布する魚種の生息環境が分断されることによる、在来魚種への影響を
定量的に把握するための遺伝情報を用いた調査手法を提案した。また、複数の水系
に適用し、比較的狭い範囲に分布する魚類集団においても、遺伝的攪乱の履歴の
検出や移動阻害状況を推定する手法を提案した。

－

・第３期に開発した河川における外来植物の拡大・拡散解
析ツールを用いて、外来植物防除の優先箇所の選定など，
流域スケールでの対処手法について検討する。（土木研究
所運営費交付金）
・遺伝情報を用いた、魚類集団の水系内の空間利用実態調
査技術を開発する。（土木研究所運営費交付金）

・現地調査結果、河川水辺の国勢調査データ等から、時空
間的に不均一な河川底生動物の生息量や群集構造を瀬・
淵構造等の河川物理環境等から予測する手法を提案した。
・河川水中の有機物に対して底生動物が果たす役割とその
影響度の関係を解明するとともに、底生動物の保全を通し
た河川環境の修復、河道修復において鍵となる河床地形と
河床材料の要素を提案した。
・河川における外来植物種子の拡大・拡散システムの解
明、解析ツール（種子の拡大・拡散を考慮した数値解析）の
開発、対処方法について提案した。
・水系内に分布する魚種の生息環境が分断されることによ
る、在来魚種への影響を定量的に把握するための遺伝情
報を用いた調査手法を提案した。また、複数の水系に適用
し、比較的狭い範囲に分布する魚類集団においても、遺伝
的攪乱の履歴の検出や移動阻害状況を推定する手法を提
案した。

【目標及び実施方針】
・微量化学物質の河川流域における実態・挙動の解明にむ
けた調査をすすめる。
・流域におけるノロウイルスを含めた病原微生物の負荷源
を解明し、効率的な対策手法を構築する。（土木研究所運
営費交付金）
・雨天時における栄養塩類の流出機構の解明にむけた調査
をすすめる。

て着手したサンド イ 施設建設を引き続き進める。
・この他、海岸における土砂収支のバランスが崩れることに
起因して、一部の海岸においては海岸侵食が進行している
ことから、侵食などによる国土の喪失や環境の劣化を防ぐ
土砂管理手法、早期に効果発現できる砂浜の保全・再生技
術の開発を急ぐ必要がある。
・第3期では、長期及び短期の地形変動の再現が可能な数
値ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝﾓﾃﾞﾙの開発することを目標として研究を実施
し、目標を達成することができた。今後は、波崎海洋研究施
設などを利用した現地観測により、長期、短期の土砂移動、
地形変化の実態を明らかにするとともに、その知見を取り込
んだ数値ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝの開発を行うことを目標とする。さらに、
現地観測の知見や数値ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝﾓﾃﾞﾙを活用し、効果的な
海浜維持管理手法を提案することを目標とする。

◆2010年度までに、モデル流域圏
で自然と共生する流域圏の多面的
機能の評価や保全・再生シナリオ
の設計・提示を行い、生態系、水循
環、都市のあり方などを考慮した持
続型社会の実現に貢献する。【国
土交通省】

・微量化学物質については、医薬品（95物質）の一斉分析法
を開発し河川および下水処理場における医薬品の存在実
態・挙動を明らかにした。また、医薬品の存在と土地利用状
況等との関連性、雨天時における医薬品の流出状況を明ら
かにした。病原微生物については、各種下水処理プロセス
でのノロウイルス除去率の解明と流域における胃腸炎患者
数との関連性を評価した。栄養塩類については、排出源を
推定するためのトレーサー物質を選定し、都市域からのト
レーサー物質および栄養塩類の晴天時および雨天時の流
出状況を評価した。
・微量化学物質については、除去すべき医薬品を絞り込み、
下水処理場で達成すべき目標を設定する必要がある。病原
微生物については、ノロウイルス自体の不活化評価が困難
な状況にある。栄養塩類については、畜産地域からの雨天
時の流出に関してはさらなる評価事例の蓄積が必要であ
る。
・水循環健全化施策・活動の効果について、コンジョイント分
析により定量的に評価する手法を提示した。この経済的評
価手法について「下水道事業の費用効果分析マニュアル
（案）追補版」（日本下水道協会、平成20年）に反映された。
また、水循環健全化に関わる活動を実施・支援する際に重
要な地域活動支持力という概念を提案し、水循環健全化の
ための地域活動活性化に向けて、地域活動支持力の評価
方法や、地域活動支持力に応じた各主体の各段階における
役割、行政支援策についての提案をとりまとめ、国総研プロ
ジェクト研究報告として発刊した。
・本研究では、生態系サービスの概念を導入し、流域圏にお
ける各種生態系サービスの評価、修復技術の開発を行うと
ともに、これらの成果を利用して施策の効果を表現する「環
境影響評価モデル」を用いた、施策評価手法を開発した。こ
れにより流域から沿岸域の生態系サービスや生物多様性を
軸に評価することで、環境施策上の重点項目の評価を可能
にし、また、異なる性質をもった様々な施策の効果を分かり
やすく表現・比較することが可能となった。
今後は開発した生態系サービス評価手法について様々な
観点からその妥当性を検証し、一般にも分かりやすい流域
評価手法として確立していくことが必要である。
・海辺の包括的環境計画・管理システムの構築に発展的に
統合し取り組みを継続する

◆2015年度までに、順応的管理技
術の確立により、在来種を中心とし
た河川生態系の回復を図るととも
に、失われた自然の水辺・湿地・干
潟の再生に貢献する。【国土交通
省】



H18 H19 H20 H21 H22 合計

分野別推進戦略に係る主要な成果等のとりまとめ（社会基盤分野）（案）
第3期の「領域・重要な研究
開発課題」（第３期分野別推

進戦略より）

関連する「成果目標」
（第３期分野別推進戦略より）

（各省が記載）

第３期（H18～22）の関係府省取組み
第３期の成果及び今後の課題

（その客観的根拠）（各省が記載）

第４期（H23～27）に向けて
（【目標及び実施方針】【H23年度の主な予算案項目】は

各省が記載）
主要な施策名
（各省が記載）

予算額（百万円） 研究開発の成果（その客観的根拠）
（各省が記載）

特筆すべき優れた実施の仕組みや研究ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ
（各省が記載）

◆2010年度までに地球温暖化や人
口減少などの想定条件が変化した
ときの防災対策・国土利用の有効
性を検証し、代替案の提案に資す
る。【国土交通省】

国土の時系列地図情報の高度利
用に関する研究【国土交通省】

0

①開発したモノクロ空中写真のカラー化技術を施した終戦直後の空中写真や明治期
の簡便な地形図（迅速測図）等を組み合わせて、明治から現在までのおおよその土
地被覆変遷を捉える技術を開発した。
②新旧空中写真を用いて人工改変地を抽出する技術を開発し、大規模盛土造成地
の変動予測調査ガイドラインのための技術として活用されている。

特になし 防災対策立案に資するため、新旧の空中写真や地形図を
用いて国土の変遷を明らかにするとともに、国土利用の観
点からは資料の存在しない盛土造成地を特定するための手
法を確立した。

－

◆2010年度から安全運転支援シス
テムを事故多発地点を中心に全国
への展開を図る。

次世代安全運転支援システムの実
証実験【警察庁】

44 48 307 - - 399

モデル事業として、平成18年度に東京で、平成19年度に埼玉で、路側に設置された
センサーで危険な交通要因を検知してその情報を車両に提供するシステム（DSSSレ
ベルⅠ）の整備を行い、それぞれ平成19年度、20年度に、その交通事故削減への寄
与度等、効果測定を行った。
　また、平成20年度には、路側インフラからの情報に加えて自車の位置、速度等の
情報に基づき、車載機が運転者への情報提供の要否及びタイミングを判断するシス
テム（DSSSレベルⅡ）について、大規模実証実験を行い、インフラ機器と正常に通信
し、機能することを確認した。

大規模実証実験の実施にあたっては、ＩＴＳによる安全運転支援システム推進のため
に関係省庁及び産業界の代表を構成メンバーとして設置されたＩＴＳ推進協議会にお
いて、大規模実証実験実施計画を策定するなど、実用化に向けて官民連携した取組
みを進めた。

◆2010年度までに、心理状態、道
路・沿道環境、高齢運転者の認知
能力を検出・評価することで公共交
通機関や自動車の事故防止を図
る。

運転者の情報処理能力に関する認
知科学的研究【警察庁】

18 25 24 22 - 88

75歳以上の高齢運転者の事故予測能力、危険感受性、運転中の注意力などを評価
する安全運転診断法の開発を完了した。

交通事故の分析と運転能力の評価に詳しい欧州の研究機関、国内の大学や研究機
関と連携し研究を行った。

安全運転支援情報通信システム実
用化のための調査及び実証【総務
省】

200 194 142 536

　ＩＴＳ関係省庁（内閣官房、警察庁、総務省、経産省、国交省）、経団連、ITS-Japan
がメンバーのITS推進協議会が中心となって実用化を進めている安全運転支援シス
テムについて、出会い頭衝突防止システム、右折時衝突防止システム、左折時衝突
防止システム等のアプリケーション・シーンに基づいて、車車間通信、路車通信等の
有効性の検証を行った。また、複数の車両（200台程度）が存在する状況を想定し、
通信特性に関する基本データの取得及び解析を行った。
　また車車間通信、路車間通信等に関する実験用通信ガイドラインへ結果を反映し
た。

　ＩＴＳ関係省庁（内閣官房、警察庁、総務省、経産省、国交省）、経団連、ITS-Japan
といった官民連携施策により大規模な実証実験を実施した。

低炭素社会の実現に向けたITS情
報通信システムの調査及び実証
【総務省】

150 150

　低炭素社会の実現に向けて、自動車の速度・位置情報等を収集・配信するＩＴＳ情
報通信システムのデータ内容・通信方法を共通化・高度化することにより、交通渋滞
の削減に資する効率的な交通情報収集・配信の実現を図るため、調査検討を22年
度より開始した。

　プローブ情報を扱う事業者、カーメーカー、ITS-Japan、学識経験者からなる検討会
を設置することにより、関係者の意見を取り入れながら効率的に調査検討を実施し
ているところ。

◆2012年度までに、離島コミュー
ターや災害救援機が悪天候時にお
いても運航可能なシステムを構築
し、国際的に勧告されている就航
率95%を目指す。また、航空機（特
に小型機）の更なる安全運航を可
能にする。【文部科学省、国土交通
省】

全天候・高密度運航技術　【文部科
学省】

381 381 546 546 619 2,471

【事故防止技術】
・乱気流検知技術として、世界最高性能の航空機搭載用ドップラーライダを開発し、
高速飛行における15kmの長距離レンジ計測、および2000ftの低高度から43,000ftの
高高度までの計測に成功（世界初）。
・運航システムについて、パイロットのヒューマンエラー防止技術（飛行後の航跡分析
ソフト、訓練手法、コックピット評価手法等）を開発し、運航会社6社、海上保安庁等で
活用中。

【高精度運航技術】
・衛星航法補強システムを用いた精密進入用の機上受信機のアルゴリズム開発を
実施し、GPSとINS（慣性航法装置）との複合により利用可能性が向上することを実
証した。
・更なる航空機の安全運航に資するため、機種毎の後方乱気流の挙動を測定及び
モデル化し、管制間隔短縮に資するアルゴリズムを開発した。
・消防防災ヘリ等の航空機と災害対策本部の間で必要な情報を共有するシステムを
開発し、運用評価に供した。

特許取得：国内7件、海外2件、特許出願：国内18件、海外2件

【事故防止技術】
・航空機に搭載可能な小型風計測ライダについて、米国旅客機メーカと共同研究を
締結。
・飛行後の航跡分析ソフトが運航会社に導入され、運航会社のニーズに従って機種
拡張等を継続的に実施。
・ヒューマンファクタ的見地からのコクピット評価に関して、航空局を技術的に支援し
た。

【高精度運航技術】
・超小型航法装置（Micro-GAIA）を技術移転し、無人航空機用としてH19年度に商品
化された。
・国土交通省主導の下、「将来の航空交通システムに関する長期ビジョン」
（H22.9.10）に示される将来の運航方式の構築に向けて、航空局、電子航法研究所
（ENRI）と技術課題を共有、共同研究を実施。またCARATSのロードマップ設定にあ
たり、推進協議会および５つのワーキンググループに参加中。
・総務省消防庁危機管理センターにおいて、広域応援用運航管理システムを試験導
入・評価中。
・神戸市と消防防災ヘリ用JAXA運航管理システム搭載に関する協力協定を締結。

共同研究：大学9件（うち海外1件）、企業4件（うち海外1件）、公的研究機関5件（うち
海外1件）、官公庁2件

＜全天候・高密度運航技術＞
悪天時においても航空機を安全に運航するための事故防
止技術・高精度運航技術を開発し、第3期の技術的な目標
については達成した。【文部科学省】

【領域】
・豊かで質の高い国民生活の実現
・グリーンイノベーション
・我が国の産業競争力の強化

【目標及び実施方針】
＜全天候・高密度運航技術＞
全天候・高密度運航技術の研究開発を継続し、安全性・利
便性の向上に資する運航システム技術の研究開発により、
我が国の次世代運航システム実現に貢献するとともに、国
際標準策定に貢献する。

国産旅客機高性能化技術の研究
開発【文部科学省】

830 1,018 1,326 1,292 1,266 5,733

・航空機の機体設計に係る低燃費化・低騒音化に資する先端技術（騒音・燃費低減・
評価技術等）を開発した。
・小型ジェット機を用いて飛行時の騒音音源探査計測を実施し、機体から出る騒音
の音源探査技術の開発に成功した。
・離着陸時の異物衝突に対する安全性確認試験を実施するとともに、非常着水時の
安全確認のための型式証明試験に向けた安全性解析等を実施し、機体の安全性向
上・評価に貢献した。
・国産旅客機に使用される複合材の型式証明試験を実施。

特許取得：国内1件、特許出願：国内3件、海外2件

・国産旅客機の開発において、差別化技術などを企業に提供し、国産旅客機開発の
事業化判断（H20.3）にも貢献。民間企業とは、共同研究を行うと共に、本技術をベー
スに受託研究、設備の共用の３つのスキームで技術協力を進めている。
・国産旅客機の型式証明において、国土交通省航空局を技術的に支援。

共同研究：大学17件（うち海外1件）、企業12件（うち海外1件）、他11件、公的研究機
関2件（うち海外1件）、官公庁（海外）1件、その他（財団法人）3件

クリーンエンジン技術の研究開発
【文部科学省】

1,206 1,686 1,399 874 465 5,629

・2010年度の低NOx、低騒音、低CO2の目標値（低NOx：CAEP/4-50%、低騒音：
chapter4-20dB､低CO2:現行機-10%) は要素技術レベルで 達成した。
・2012年度目標に対しては新ジェット騒音低減デバイスを考案、製作し、騒音低減効
果を確認した。低NOx化に関してはNOx削減率74%を達成した(世界最高レベル)。低
CO2に関しては、エンジンシステム計算ソフトを整備した。

特許取得：国内12件、海外4件、特許出願：国内18件、海外14件

・１０年から２０年先に必要とされる次世代エンジンの高付加価値化技術の研究開発
を進めており、開発した技術は、NEDOプロジェクト「環境適応型小型航空機用エンジ
ンの研究開発（エコエンジンプロジェクト）」と密接に連携をとることで、低NOx燃焼器
技術、騒音低減化技術、CO2削減技術の研究開発支援を行い、2010年度目標に関
しては共同研究等で民間企業に技術成果を移転した。
・2012年度目標の高付加価値技術に関しても共同研究等により順次技術移転を進
めた。
共同研究：大学7件、企業15件（うち海外1件）

◆2012年度までに欧米への飛行時
間を半減させる超音速旅客機開発
のための優位技術の獲得を図り、
超音速旅客機国際共同開発開始
時に我が国の主体的参加を可能と
する。【文部科学省、経済産業省】

静粛超音速研究機の研究開発【文
部科学省】

101 101 101 101 200 606

・低ソニックブームを実現するためのコンピュータ解析・設計技術を開発し、風洞試験
でソニックブームの54%低減を検証（特許取得）。
・複雑形状機体の周囲の圧力波形を高精度に推算する新たなツールを開発し、従来
手法に比べ約1/10以下の時間での推算を可能とした（世界最高レベル）。
・地上付近の大気乱流による影響を排除するソニックブームの計測手法として、係留
気球を用いて高度1000mでソニックブームを計測する空中ブーム計測システムを開
発し、既存機を用いた実飛行試験により実証(世界最高レベル)。
・空力抵抗低減法の一環として機首部の自然層流化による摩擦抵抗低減を可能と
する表面形状を考案し、その効果を解析・実験で確認（特許出願）。
・小型超音速実験機プロジェクトで開発した自然層流翼設計技術の実機適用化を
図って改良し、その効果を数値解析により確認（特許出願）。
特許取得：国内3件、海外2件、特許出願：国内9件、海外3件

・ICAO(国際民間航空機関）からソニックブーム基準検討における科学的・技術的な
支援をする専門家として任命された（世界で米、仏、JAXAの3名）。
・成果の効果的創出、外部関係機関との協力拡大の観点から、公募型研究制度（研
究目的、獲得すべき技術内容、研究課題等を提示し、これに資する新たな研究アプ
ローチによる研究提案を公募する制度）を実施した。
・航空教育の活性化、航空技術者確保、プロジェクトへの積極的な参画促進のため
の方策のテストケースとして飛行実験等への参加学生の公募を実施した。参加学生
及び指導教官から、航空技術の研究開発に係る大規模試験や海外機関との協力な
ど、有意義な経験との高評価を得た。

共同研究：大学10件、企業14件、公的研究機関（海外）4件、その他（財団法人）14件

＜静粛超音速研究機の研究開発＞
ソニックブームの半減に資する解析・設計技術を開発し、第
3期の技術的な目標を達成した。

＜静粛超音速研究機の研究開発＞
静粛超音速研究機の研究開発を継続し、超音速機のソニッ
クブームを半減する機体設計技術等を実証し、超音速機開
発における世界的な優位技術を獲得するとともに、ソニック
ブームに係る国際基準策定を支援する。

【H23年度の主な予算案項目】
・運航安全・環境保全技術の研究
　　事故防止技術　　359百万円
　　高精度運航技術　　355百万円
・国産旅客機高性能化技術の研究開発　　1,043百万円
・クリーンエンジン技術の研究開発　　385百万円
・静粛超音速研究機の研究開発　　490百万円

◆日本が主体となった初の民間
ジェット機・ジェットエンジンの開発
を実現し、市場投入を目指す。（機
体については2012年まで、エンジン
については2014年までの市場投入
を目標とする。）【文部科学省、経済
産業省】

2012年までに世界一安全な道路交
通社会の実現を推進するとともに、
都市交通の改革及び高度物流シス
テムの実現を図るための具体策と
その効果に目処をつける

【交通・輸送システム】
(727)交通・輸送システムの
安全性・信頼性の向上
(728)ヒューマンエラーによる
事故の防止
(729)地域における移動しや
すい交通システムの構築
(730)陸･海･空の物流のシー
ムレス化
(731)航空機・エンジンの全機
インテグレーション技術
(732)超音速航空機技術
(733)近距離型航空機技術
(734)航空機関連先進要素技
術
(735)船舶による大気汚染・
海洋汚染の防止
(736)高度環境適合航空機技
術

＜国産旅客機高性能化技術、クリーンエンジン技術の研究
開発＞
差別化技術の提供により、民間ジェット旅客機の事業化判
断に貢献した。また民間ジェットエンジンについては、NEDO
プロジェクト「環境適応型小型航空機用エンジンの研究開発
（エコエンジンプロジェクト）」と密接に連携をとり、環境適合
性向上の目標達成に必要な技術を移転した。これらにより
第3期の技術的な目標を達成した。【文部科学省】

【領域】
・豊かで質の高い国民生活の実現
・グリーンイノベーション
・我が国の産業競争力の強化

【目標及び実施方針】
（第4期期間における研究推進の基本的な方向性・方針等）

【H23年度の主な予算案項目】
（具体的施策名・予算額等を記載）

＜国産旅客機高性能化技術、クリーンエンジン技術の研究
開発＞
国産旅客機高性能化技術の研究開発を継続し、複合材適
用性向上、低騒音化を可能とする技術等の高度差別化技
術を確立する。クリーンエンジン技術の研究開発を継続し、
低CO2化、低NOx化、低騒音化を実現する高付加価値エン
ジン要素技術を確立する。

平成20年度に実施した大規模実証実験等で効果が認めら
れた安全運転支援システムについて、平成22年度に、東京
都及び神奈川県における交通事故の発生件数が多い交差
点を対象として、同システムを整備した。今後、平成22年度
に整備した安全運転支援システムの効果を定量的に測定
することで、都道府県における整備を促進していく。
「ヒューマンエラーによる事故の防止」に関しては、心理状
態、道路・沿道環境、高齢運転者の認知能力を検出・評価
することで公共交通機関や自動車の事故防止を図ることを
目標に、研究開発を行った。今後も増加が見込まれる75歳
以上の高齢運転者について、認知能力を評価する方法を開
発した。

　安全運転支援システムの実現に必要となる、車車間、路
車間通信の有効性の検証を行い、実験用通信ガイドライン
へその結果を反映した。
　今後の課題として車車間、路車間通信などを用いた安全
運転支援通信システムの技術基準を策定し、早急に実用化
することで交通・輸送システムの安全性・信頼性の向上へ貢
献する。

【領域】
・豊かで質の高い国民生活の実現
・グリーンイノベーション
・我が国の産業競争力の強化

【目標及び実施方針】
（第4期期間における研究推進の基本的な方向性・方針等）
　現在、事業者が個別に収集・配信しているプローブ情報を
共通化して情報の集約・共有を図るとともに、時々刻々と変
化する多くの情報を収集するため、車内ネットワークと携帯
電話等の通信ネットワークを組み合わせたシステムを構築
し、CO2排出量削減効果を検証する。

【H23年度の主な予算案項目】
（具体的施策名・予算額等を記載）
○低炭素社会の実現に向けたITS情報通信システムの調査
及び実証・149百万円
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H18 H19 H20 H21 H22 合計

分野別推進戦略に係る主要な成果等のとりまとめ（社会基盤分野）（案）
第3期の「領域・重要な研究
開発課題」（第３期分野別推

進戦略より）

関連する「成果目標」
（第３期分野別推進戦略より）

（各省が記載）

第３期（H18～22）の関係府省取組み
第３期の成果及び今後の課題

（その客観的根拠）（各省が記載）

第４期（H23～27）に向けて
（【目標及び実施方針】【H23年度の主な予算案項目】は

各省が記載）
主要な施策名
（各省が記載）

予算額（百万円） 研究開発の成果（その客観的根拠）
（各省が記載）

特筆すべき優れた実施の仕組みや研究ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ
（各省が記載）

小型民間輸送機等開発調査【経済
産業省】

167 122 98 95 66 548

○対空消火システムの研究開発
・救難飛行艇ＵＳ－２の特徴と有用性を活かした、消防飛行艇への民間転用に向け
て、消火システムと放水技術を開発。
・消防飛行艇の運用の最適化研究のために作成したシミュレーション解析モデルの
精度を向上させ、ＪＡＸＡで行った風洞放水試験による詳細データを元に解析モデル
の妥当性を確認した。

・対象機体を開発している主体メーカーを筆頭に、国内機体メーカー、文科省
（JAXA）が連携して研究を実施。
・事業化に向けて必要となる制度面の検討を同時に行うため、防衛省、国交省とも協
力連携しながら実施している。

次世代構造部材創製・加工技術開
発【経済産業省】

850 830 800 800 368 3,648

・軽量かつ高強度など、航空機の省エネに資する先進材料を航空機へ適用するた
め、以下の研究テーマを実施。
（１）複合材非加熱成形技術
　大型設備による高コスト加熱プロセスに替わるものとして、電子線硬化プロセス、
紫外線硬化プロセス、可視光硬化プロセス等を開発。
（２）マグネシウム合金技術
　航空機用部材に用いうる金属材料として最も軽量であるマグネシウムについて、そ
の耐食性、強度、加工性を改善する合金及びその加工手法を開発。
（３）エンジンファンシステム関連技術・軽量耐熱材料ＣＭＣ関連技術
　軽量・高強度・高耐熱など航空機の省エネに資する材料によるエンジン部材を実現
するための技術を開発。
（４）複合材構造健全性診断技術
　内部損傷の把握が困難である複合材部材において、光ファイバセンサを用いた損
傷・歪み等検知システムを開発。
　（計測システムの基本設計及び動作確認試験を行い、距離レンジ５００m、空間分
解能２００mm、計測速度１０Hzで動作することを確認。また、センサ部の環境耐久性
確認試験を実施し、燃料環境下での耐久性確認、温水環境下での耐久性低下原因
の特定等を行った。）
（５）チタン合金創製・加工技術
　複合材適用を拡大して航空機の省エネ化を推進するためには、腐食を起こさない
金属部品が必要。そこで、耐熱性・耐食性に優れ、また複雑形状の成形も可能であ
るチタンについて、その難加工性を改善する合金開発・加工手法を開発。
　（高加工性新チタン合金の特性を把握し、既存チタン合金との比較において特に疲
労特性が優れていること等を確認し、適正成分範囲を特定した。また、複雑な局部形
状の形成（レーザフォーミング）においては、仮焼結の有効性、レーザ出力と積層造
形体の相対密度との関係を明らかにした。）

・最先端の知見を有する研究者（大学教授等）をプロジェクトリーダーとし、機体メー
カー・材料メーカー・大学・研究機関が連携して研究を実施する体制を構築。
・プロジェクト全体の研究方針、成果等を審議する総合技術委員会を設け、ユーザー
を含む外部有識者の意見を運営管理や研究方針に反映させるとともに、実施機関で
構成する技術委員会を四半期毎に実施し、プロジェクトの進捗把握と方向付けを
行った。
・更に、海外の機体メーカーとの共同研究を進め、機能確認のための協同試験・評
価等を実施した。

研究実施機関
企業：１６社、大学：１０大学、研究機関：２機関

- 634の内数 128 98 74 300

- - -
622
の内数

616
の内数

1,238
の内数

◆2010年度までに海難事故の再
現・原因分析技術を確立するととも
に、安全基準に反映するための安
全評価手法等の必要な技術を確立
し、重大海難事故を防止し船舶の
安全性向上を目指す。【国土交通
省】

船舶事故の再現による事故原因分
析手法の構築【国土交通省】

9 6 9 29 24 77

・AIS（船舶自動識別装置）データ等をもとに操船リスクシミュレータ上に海難事故を
再現する技術を開発し、事故原因究明手法を高度化。
・任意の波を発生させる造波技術、高精度船体動揺・荷重計測装置、再現可能な水
槽実験法の開発等を実施し、実海域再現水槽で任意の波を再現することが可能に
なるとともに、水槽実験による事故再現技術を構築。

・運輸安全委員会から高い解析能力が認められ、現場調査にも同行する等、迅速か
つ的確な事故原因の解明に貢献。

・第3期では操船リスクシミュレータによる事故再現技術の構
築、水槽十ヶによる事故再現技術の構築等を実施。今後
は、海難事故レベルが依然として下がらない状況で有る事
を踏まえ、事故再現技術の更なる高度化とともに、社会費
用便益を踏まえた海難防止対策案の提案が必要。

【目標及び実施方針】
・実海域再現水槽と操船リスクシミュレータの融合による事
故再現技術の更なる高度化や海上交通流シミュレーション
を用いた社会費用便益を踏まえた海難防止対策案の提案
等の研究を実施することにより、海難事故削減に貢献

◆2010年度までに、心理状態、道
路・沿道環境、高齢運転者の認知
能力を検出・評価することで公共交
通機関や自動車の事故防止を図
る。【警察庁、国土交通省】

ヒューマンエラー抑制の観点から見
た道路・沿道環境のあり方に関す
る研究【国土交通省】

45 34 - - - 79

実走行実験により、交通事故に関連するヒューマンエラーとその原因となる道路･沿
道環境要因を把握する手法を提案した。また、その手法を個別の箇所数カ所で実施
し、運転手のヒューマンエラーとそのヒューマンエラーの原因となる道路･沿道環境要
因の組合せのパターンを整理した。
さらに、ドライビングシミュレーションを活用した対策案の効果を検証する手法を提案
した。

本研究では、交通事故に関連するヒューマンエラーとその原因となる道路･沿道環境
要因を把握する手法の提案及びドライビングシミュレーションを活用した対策案の効
果の検証手法の開発併行して実施した。さらに、ドライビングシミュレーションを活用
した対策案の効果の検証手法の検討においては、大学機関と協力しながら研究を
行った。

本研究で開発した手法を現場で活用し、それらの手法の有
効性を検証する必要がある。また、実走行実験により、交通
事故に関連するヒューマンエラーとその原因となる道路･沿
道環境要因を把握する手法の実施結果を収集し、運転手の
ヒューマンエラーとそのヒューマンエラーの原因となる道路･
沿道環境要因の組合せのパターンを整理していく必要があ
る。

◆2010年度までに初期建設コスト
を1割以上削減し、都市環境に配慮
した新しい交通・輸送システムの開
発を目標とする。【国土交通省】

鉄道技術開発費補助金【国土交通
省】

- 50 50 27
399の
内数

127

汎用技術であるGPSと携帯電話網を鉄道に応用し、地上設備の大幅な削減と安全
性の向上が可能であることを試作システムを製作し、実車により動作を確認した。

システムの開発に当たり、有識者、学識経験者、鉄道事業者による調査検討会を立
ち上げて、仕様検討を行うとともに、鉄道事業者の設備を活用して試作システムの評
価を行った。

汎用技術であるGPSと携帯電話網を鉄道に応用し、地上設
備の大幅な削減と安全性の向上が可能であることを試作シ
ステムを製作し、実車により動作を確認した。
今後は、システムの安全性の評価と、長期にわたる安定動
作の確認を行い、実用化を目指していく必要がある。

【目標及び実施方針】
システムの安全性の評価および長期走行試験の実施によ
る安全性の確認
【H23年度の主な予算案項目】
鉄道技術開発費補助金　396百万の内数

◆2010年度までに冬期道路管理の
高度化のための技術開発を行い、
積雪寒冷地における冬期道路交通
の安全性・快適性の向上を図る。
【国土交通省】

路面凍結予測等による冬期道路管
理の高度化【国土交通省】

- - - 149 137 286

・気象予測情報と路面凍結予測情報を発信する「冬期路面管理支援システム」を開
発し、道路管理者への情報提供を試行。
・路面の定量的評価について、モニタリング試験の実施により、道路管理者への情
報提供を試行。
・防雪対策施設の評価技術について、実物大フィールド試験等により、標準型吹止
柵の評価法を提案。
・冬期道路の視界状況などに応じた走行環境情報の提供システムを開発し、試行的
に運用。

－

・交通・輸送システムの安全性・信頼性の向上のため、路面
凍結予測等による冬期道路管理の高度化に資する技術を
開発。

【目標及び実施方針】
（第4期期間における研究推進の基本的な方向性・方針等）
・効率的で的確な冬期道路管理を支援する技術を開発。
・吹雪視程障害の予測技術を開発。

【H23年度の主な予算案項目】
（具体的施策名・予算額等を記載）
・次期プロジェクト研究「冬期道路のパフォーマンス向上技
術に関する研究」及び「雪氷災害の減災技術に関する研
究」（予算額未定）

ＡＩＳ情報を活用した海上交通によ
る沿岸海域の効率的利用に関する
研究【国土交通省】

8 8 - - - 16

従来のレーダー方式では困難とされていた定常的・定量的な海上交通の観測を可
能とし、２件の特許を取得した。

先駆的な取組みを実施し，特許の取得を取得したこと．現在でも，当該特許によるシ
ステムを利用して海上交通の状況分析を行っている．

高効率海上物流の基盤技術の開
発【国土交通省】

14 7 9 - - 30

・東アジアの各港湾レベルでの海上物流の実態・動向を把握しデーターベース化を
実施するとともに、ネットワークの解析を行い、日中韓の物流政策協議に貢献。
・上記をもとに配船スケジュールの最適化による船舶仕様を提案し、海上輸送の効
率化に貢献。

・東アジア物流動向の把握については、韓国、中国の機関と包括研究協力を締結
し、効率的に実施
・実用的な船舶仕様の提案を行うために、船主と協力

海外の研究機関との技術交流等の連携を積極的に進めた。
特に、近年は日本とアジア諸国間の航空交通量大幅増によりアジア諸国では多くの
共通課題に直面していることが認識されてきたため、韓国航空宇宙研究院と
「CNS/ATMの研究協力に関する覚書」を締結するとともに、タイKMITL大学とGNSS
及び電離層に関する共同研究契約の締結に向けて調整を進めるなど、アジア地域
におけるCNS/ATM研究の中核的研究機関をめざした研究交流を強化した。

「空域の有効利用及び航空路の容量拡大に関する研究開発」「混雑空港の容量拡
大に関する研究開発」「予防安全技術・新技術による安全性・効率性向上に関する
研究開発」を戦略的かつ重点的に実施した。
具体的には、
「空域の有効利用及び航空路の容量拡大」については、パイロットに周辺空域の交
通情報等を提供し航空機安全間隔維持を目的とした安全性評価を行った。また、航
空機の精密なトラジェクトリ（軌道）予測として、実飛行データ等の解析による４次元
航法推定及びモデル化技術の開発に取り組んだ。
「混雑空港の容量拡大」については、衛星航法を用いた精密進入により混雑空港に
おける柔軟な着陸進入を可能とするプロトタイプモデルを開発し、関西国際空港に設
置して航空機を用いた評価を開始した。
「予防安全技術・新技術による安全性・効率性向上」については、航空機の動態情報
取得技術を確立し監視機能の向上を可能とするとともに、航空用高速データ通信に
ついても国際的標準化の動向把握及び我が国における性能基準に合致するために
必要な評価や提言を行った。

IT技術の活用による航空交通管
理・運航支援技術【国土交通省】

・沿岸域の海上交通の把握手法は確立されたが，より広域
的な海上交通の状況を如何に把握するかが今後の課題．
・第3期では東アジアの海上物流のデーターベース化、ネッ
トワーク解析、最適船舶仕様の提案を実施。今後は、東アジ
ア海上物流データベース等3期の成果を活用し、モーダルシ
フト推進、効率的な物流ネットワーク構築に資する、内航
フィーダーサービス等の観点から評価が可能な物流評価シ
ステム及びそれを活用した物流政策立案支援が必要。

【目標及び実施方針】
・海運施策の評価ニーズに応えられる物流評価の基盤シス
テムを開発し、物流政策評価ツールを整備し、内航コンテナ
フィーダーサービス等の具体的な海運振興施策を立案し、
物流政策立案支援を実施
・内航海運の競争力強化の観点から、１名当直実現のため
の安全レベル評価、支援システムの開発を予定

◆2010年度までに、衛星航法、デ
ジタル通信等高度なＩＴ技術を活用
して、安全でより高密度な運航を可
能にする航空管制技術を開発し、
航空交通事故の削減、ならびに運
航の効率化（洋上では希望経路達
成率100%）を目指す。【国土交通
省】
◆2012年度までに、離島コミュー
ターや災害救援機が悪天候時にお
いても運航可能なシステムを構築
し、国際的に勧告されている就航
率９５%を目指す。また、航空機（特
に小型機）の更なる安全運航を可
能にする。【文部科学省、国土交通
省】

◆2020年度までに、開発した複合
材料、システム等の航空機関係要
素技術を次世代主要機材に適用
し、当該分野における我が国の強
みを保持・強化するとともに、防衛
庁機民間転用による効率的な民間
機開発等を実施し、我が国航空機
産業の地位向上を図る。【経済産
業省】

◆2010年度までに高度なＩＴ技術を
活用し港湾物流の迅速化を図ると
ともに、船舶運航の自動化・省力化
技術の開発により、国際競争力の
高い交通・輸送システムを実現す
る。【国土交通省】

【目標及び実施方針】
（第4期期間における研究推進の基本的な方向性・方針等）
航空事故防止対策等の安全性の向上に関する研究開発、
首都圏をはじめとする混雑空港及び混雑空域における航空
交通量増大に対応するための研究開発、航空輸送の定時
性、就航率、速達性等の利便性向上に関する研究開発、航
空機の燃料消費量削減等による運航効率性の向上とＣＯ２
削減に関する研究開発等を実施する。

【H23年度の主な予算案項目】
（具体的施策名・予算額等を記載）
軌道ベース運用を中核とした航空交通管理に関する研究開
発。（予算額：585百万円の内数）

・衛星航法技術、航空機監視技術、通信技術等の開発や、
航空管制システム高度化に係るアルゴリズム等の開発も着
実に進めた。今後の課題として、軌道ベース運用の実現及
び予見能力の向上、全飛行フェーズでの衛星航法の実現、
混雑空港及び混雑空域における高密度運航の実現などが
ある。

【領域】
・豊かで質の高い国民生活の実現
・グリーンイノベーション
・我が国の産業競争力の強化

【目標及び実施方針】
・第３期に設定された以下の目標の達成に向けて着実に実
施。
◆2020年度までに、開発した複合材料、システム等の航空
機関係要素技術を次世代主要機材に適用し、当該分野に
おける我が国の強みを保持・強化するとともに、防衛庁機民
間転用による効率的な民間機開発等を実施し、我が国航空
機産業の地位向上を図る。

【H23年度の主な予算案項目】
・小型民間輸送機等開発調査（64百万円）
・次世代構造部材創製・加工技術開発(625百万円）

・複合材非加熱成形技術、マグネシウム合金粉末成形技
術、エンジンファンシステム関連技術、防衛省機の消防飛行
艇等への転用のための取水・放水装置等の技術について
は目標を達成。
・今後は、軽量耐熱材料ＣＭＣ関連技術、複合材構造健全
性診断技術、チタン合金関連技術については、技術の確立
を目指し、性能試験の実施・評価及び診断システムの信頼
性向上等を図るとともに、引き続き事業化と市場ニーズに合
わせた消火システム・放水技術等の技術確立に向けた技術
開発を継続的に実施していく。



H18 H19 H20 H21 H22 合計

分野別推進戦略に係る主要な成果等のとりまとめ（社会基盤分野）（案）
第3期の「領域・重要な研究
開発課題」（第３期分野別推

進戦略より）

関連する「成果目標」
（第３期分野別推進戦略より）

（各省が記載）

第３期（H18～22）の関係府省取組み
第３期の成果及び今後の課題

（その客観的根拠）（各省が記載）

第４期（H23～27）に向けて
（【目標及び実施方針】【H23年度の主な予算案項目】は

各省が記載）
主要な施策名
（各省が記載）

予算額（百万円） 研究開発の成果（その客観的根拠）
（各省が記載）

特筆すべき優れた実施の仕組みや研究ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ
（各省が記載）

次世代内航船自動化・省力化シス
テムの開発【国土交通省】

35 51 21 - - 107

・次世代内航船に搭載する航海、離着桟、係留、操錨、荷役の各要素支援システム
及びこれらの統合支援システムの機能・設備要件を設定し開発を行うとともに、これ
ら要件の有効性及び安全性を確認するための実証実験方案を策定。次世代内航船
の乗組み制度見直しのための技術資料として使用。

産学官連携した取組みにより、研究に必要な知見を効率的に構築。

Noxの計測技術、PMを特定する計
測技術の開発及びPMの環境影響
評価手法の構築【国土交通省】

11 15 15 - - 41

・ジルコニアセンサーを用いたＮＯｘ計測法を開発しＩＳＯの基準として採択。
・PMの実態を把握し、サルフェート分の定量化手法の案出し、舶用機関排ガス用計
測方法策定のための基礎技術を確立し、ISOに提案中。
・船舶等からの排ガス排出量データ整備、排ガスの大気拡散シミュレーションシステ
ム構築を行い、日本周辺の放出規制海域（ECA）設定の検討の技術資料として使用
予定。

産学官連携した取組みにより、研究に必要な知見を効率的に構築。

船舶からの油及び有害液体物質の
排出・流出による海洋汚染の防止
に資する研究【国土交通省】

37 24 12 2 2 77

・油処理剤の影響を漁業被害の観点から評価する油防除支援ツールを開発。
・有害物質を含んだ油の流出について大気拡散も含んだ流出油の拡散ミュレーショ
ンツールを開発。

生物への影響等に関し大学と連携し、効果的・効率的に研究を実施

シップリサイクルに関する総合対策
【国土交通省】

17 8 7 - - 32

インベントリ作成手法が開発されたことによって、当該インベントリの船内備え置き義
務化を主内容とする国際約束として、2009年5月に「2009年の船舶の安全かつ環境
上適正な再生利用のための香港国際条約（仮称）」が採択されるに至った。

産学官連携した取組みにより、技術開発に必要な知見を効率的に構築する事ができ
た。

船舶のバラスト水処理システムの
性能評価手法の構築のための研
究【国土交通省】 5 11 7 - - 23

・船舶からのバラスト水に係る国際規制に対応したバラスト水処理システムの適合確
認のため、船上におけるバラスト水の簡易サンプリング手法を構築。

海洋環境イニシアティブ（高効率船
舶の技術開発、国際基準化等を推
進する総合施策）【国土交通省】

- - - 1,131 817 1,948

本年度実施された総合科学技術会議の優先度判定でも、本事業については、着実
に推進せよとの評価を頂いているところ。
具体的には、船舶からのCO2排出量30%削減を目標とした、革新的な船舶の省エネ
技術の開発及び実用化に向け、民間の技術開発プロジェクト22件に対し、H24年度
までの4カ年計画で開発費用の１／３を支援しているところ。各事業者は開発中の技
術を搭載した船の 概念設計や技術の実用化を進めており、本施策をきっかけとし
て、世界最先端の環境技術の開発に取り組んでいる。現在、開発支援は2年目を迎
えており、太宗の事業は、シミュレーション、模型作成等の基礎段階を終了し、今後
は実証実験に移行する予定である。H22年度末に2カ年計画の事業1件が終了する
が、良好な省エネ効果が得られることが期待される。
併せて、船舶からのCO2排出削減に係る国際的枠組みづくりに向け、IMO(国際海事
機関)に数多くの提案を行い地球温暖化対策を主導し、また、大幅に強化される排気
ガス規制に対応するための、窒素酸化物排出量を80%低減する舶用エンジンの開
発・国際標準化等を推進するなど、国際海運からのCO2排出削減と海事産業の国際
競争力強化に向けた施策を総合的に展開している。特に、船舶の地球温暖化対策
については、2010年10月に我が国提案をベースとした、船舶の燃費規制に関する条
約改正案が基本合意されるなど、施策の成果が得られた。本年度末に2か年計画の
事業1件が終了するが、良好な省エネ効果が得られることが期待される。

国が支援する民間等の技術開発プロジェクトについては、省エネ効果の高い技術開
発課題を公募により選定し、進捗状況及び成果を把握・評価するため、学識経験者
等の外部有識者からなる委員会を国交省内に設置している。継続案件については、
年度末に各事業の経過及び次年度計画の検証を行い、有識者により継続すること
が相応しいか否かの評価を受け、事業の効率的かつ透明性をもってマネジメントして
いる。

船舶からのCO2を30%削減する技術開発等、船舶の環境性
能に関する研究開発支援については、所期の成果をあげて
おり、今後とも継続して行っていく予定。併せて、船舶からの
CO2排出削減に係る国際的枠組みづくり等環境関連の基準
策定に向け、IMO(国際海事機関)に数多くの提案を行い、国
際海運からのCO2排出削減と海事産業の国際競争力強化
に向けた施策を総合的に展開している。今後は、当該プロ
ジェクト後半となるH23年度、H24 年度においてプロジェクト
の目標達成に向け、必要な予算を確保するとともに、効果
的なマネジメントに努め、研究成果の普及促進を図る。

【目標及び実施方針】
（第4期期間における研究推進の基本的な方向性・方針等）
H24年度まで省エネ船舶の開発支援を継続する。また、更
に海運におけるCO2削減、環境対策その他取組を積極的に
進めるとともに、国際基準の策定等により海運の競争力強
化を図る。
【H23年度の主な予算案項目】
（具体的施策名・予算額等を記載）
海洋環境イニシアティブ（826百万円）
船舶からのCO2排出削減技術等の開発と国際標準化等を
一体的に推進する、海事産業の国際競争力強化に向けた
総合的施策。

運転者から直接見えない範囲の交
通事象の情報提供、注意喚起を行
う技術【国土交通省】 100 100 160

道路整
備費の
内数

- 360

２０１１年１月から３月までに高速道路上を中心に全国1,600箇所に設置する「ITSス
ポット」、「ITSスポット対応カーナビ」により、ダイナミックルートガイダンス、安全運転
支援、ＥＴＣの３つの基本サービスを実現。

先進安全自動車（ＡＳＶ）プロジェク
トの推進【国土交通省】

150 93 164 98 95 600

先進技術を利用してドライバーの安全運転を支援するシステムを搭載した先進安全
自動車（ＡＳＶ）の開発・普及の促進に取り組み、車載センサー等を用いた自律検知
型の安全運転支援システムの実用化など、交通事故削減に資する活動を行った。ま
た、見通しの悪い交差点等における危険事象に対応する通信利用型の安全運転支
援システムについて、実証実験を実施し、安全上の観点からの検討を行い、技術的
な要件等の検討を行った

産学官の協力のもと、実用化された自律型安全運転支援システムの普及促進に取
り組んだ。
また、通信を利用した安全運転支援システムの実用化の検討に際し、他省庁とも連
携して取り組んだ。

◆2015年度までに、農山漁村の集
落機能の再生と生活環境基盤の整
備手法の開発により、都市と農山
漁村の共生・対流を通じた地域マ
ネジメントシステムの構築を図ると
ともに、農山漁村空間が持つ快適
性の向上技術、農林水産技術の活
用によるセラピー・教育効果の利用
技術の開発により、農林水産業の
持つ保健休養機能ややすらぎ機能
等の利用を図る。【農林水産省】

農村地域の活力向上のための地
域マネジメント手法の開発【農林水
産省】

13 13 13 13 13 65

専門家に頼らずに自治体職員自身が自力でワークショップを運営するための「地域
づくりコーディネータ育成」の研修プログラムを開発した。（平成２２年度終了）

研修プログラム等の地域の多様性に即した適応が必要。 【領域】
・豊かで質の高い国民生活の実現

【目標及び実施方針】
（第4期期間における研究推進の基本的な方向性・方針等）

【H23年度の主な予算案項目】
（具体的施策名・予算額等を記載）

◆2015年までに身体機能・認知力
の低下抑制又は維持・向上技術
や、高齢者や乳幼児の日常生活の
見守り技術等を開発し、“健康寿
命”を2030年に８０歳とする（「日本
２１世紀ビジョン」。男女の平均値：
日本は現在７５歳（世界保健機
関））ことに寄与する。【経済産業
省】

安全知識循環型社会構築事業【経
済産業省】

- 150 120 80 - 350

・子どもを安心して育てられる生活環境を整備するため、子どもに関する事故情報を
7,734件収集し、事故情報のデータベースを構築。集まった事故情報について専門家
が統計的な分析を行うともに、現地調査やシミュレーション等を行い、10項目の原因
分析を実施。再発防止対策の提案を実施し、本事業により得られた知見が公園遊具
やベビーカー等の安全基準や製品改善の見直しに活用された。
・また、社会全体に向けて、子どもの月齢等に応じた典型的事故のCG映像や事故
データ統計の検索等が可能なウェブサイトを設置して情報発信を実施。事業期間中
に約4.6万件のアクセスがあった。

・国立成育医療研究センターの協力を得て、病院での子どもの事故情報の収集を実
施。得られた情報を産業技術総合研究所において分析し、事故予防に関して企業や
保護者等へ向けた情報発信に活用した。
・本事業の成果は、消費者庁が平成22年から開始した医療機関ネットワーク事業に
活用されている。

・安全・安心な社会の実現に向けて、子どもの事故情報を社
会全体で共有して、製品改善や注意喚起などの新たな事故
の予防に活用していくことが、幾つかの事例分析により有効
であることが実証された。
・今後、これらの成果が活用されるよう、子どもの視点にたっ
て安全・安心や健やかな成長・発達を実現するキッズデザ
インの普及や事故予防等に関する啓発活動が必要である。

【領域】
・豊かで質の高い国民生活の実現

【目標及び実施方針】
-
【H23年度の主な予算案項目】
-

住宅・市街地の日常的な安全・安
心性能の向上のための技術開発
【国土交通省】

28 30 22 15
2,215
の内数

95

「防犯まちづくりのための調査の手引き」、同「実践編」を作成し、市街地整備事業実
施地区において、①道路や公園等の基盤整備、②民有地の建築コントロール、③ま
ちの管理（エリアマネジメント）などを通じた防犯性の高いまちづくりを行うための「防
犯に配慮した新市街地形性ガイドライン」を作成し、当初目標を達成。

自治体や土地区画整理事業地区をモデル地区とし、地域住民の参加により実施。 地域の状況・特性を踏まえたまちづくり手法を通じた生活必
需サービスの維持・向上方策を検討する。

住宅・建築物における事故リスク評
価と安全・安心性能の向上のため
の技術開発【国土交通省】

21 47 37 15 19 139

「入浴行為から要求される入浴システムの機能等に関する評価項目」を選定し、「生
理的側面からみた入浴システムの機能評価手法」、「動作・行為からみた入浴システ
ムの安全性評価手法」を作成し、当初目標を達成。

産学官連携（大学、ハウスメーカー、手すりメーカー、ユニットバスメーカー）による共
同研究を実施。

高齢社会へと急激に推移するアジア諸国に対し、選考する
日本の高齢社会対応技術について、移転や普及のチャンネ
ルとして住宅を位置づけ、日本初のアジア基準策定を視野
に入れた研究を行う。

◆2020年度までに安全かつ快適な
暮らしに必要となる情報を「いつで
も、どこでも、だれでも」が入手する
ことができるユビキタスな環境を備
えたユニバーサル社会を構築す
る。【国土交通省】

自律移動支援プロジェクトの推進
【国土交通省】

718 701 526 - - 1,945

自律移動支援プロジェクトで実施してきた検討や実証実験の結果を踏まえ、自律移
動支援サービスを行うための基本的なルールを取りまとめた「自律移動支援システ
ムに関する技術仕様」が策定された。

- ・「自律移動支援システムに関する技術仕様」の策定を行っ
た。今後は、本仕様に基づいた自律移動支援システムの普
及展開を図っていくことが必要となる。

－

・安全運転支援システムについて、ドライバーの過信対策等
について技術的な要件の検討を行う。
・歩車間通信システムについて、通信距離等の技術的な要
件等の検討を行う。

ＩＴＳスポットサービスの内容について評価・改善を行う。
既に実用化されたＡＳＶ技術の一層の高度化、普及の促進
を図っていく必要がある。また、今後はＡＳＶ通信利用型安
全運転支援システムの開発、実用化についても図っていく
必要がある。

◆2008年度までに安全性の高い建
築物・地域作りの指針を策定する。
【国土交通省】

【目標及び実施方針】
我が国の住宅・建築産業の海外展開に資するため、今後高
齢化が進展するアジア諸国等の海外市場に、我が国のユニ
バーサルデザイン等に関する技術を展開するための研究を
行う。また、国際標準ともなりうる住宅・建築物の省エネ性能
評価手法の高度化や、アジアを視野に入れた蒸暑地域対
応の省エネ住宅設計法の開発を行う。さらに、開発途上国
に対応した建築物における調節水化技術の開発を行う。
【H23年度の主な予算案項目】
「住宅・建築産業の海外展開に資する技術／制度に関する
研究開発」

ステム及びそれを活用した物流政策立案支援が必要。
・第3期では次世代内航船に搭載する航海、離着桟、係留、
操錨、荷役の各要素支援システム及びこれらの統合支援シ
ステムの機能・設備要件を設定し開発等を実施。今後は内
航船の競争力強化の観点からの安全性評価、支援システ
ムの開発が必要

・第3期ではNoxの計測技術、PMを特定する計測技術の開
発及びPMの環境影響評価手法の構築を実施。今後は、更
なる大気汚染規制強化に向けた動きに対応した技術の確
立が必要。
・第3期では、油防除支援ツール、流出油の拡散シミュレー
ションツールを開発し、流出した油の漂流・拡散挙動の把握
が可能に。今後は、流出油等の漂流・拡散挙動に加え、実
際の沈船等からの早急な油回収作業の効率化向上のた
め、損傷等により沈没した船体の状態・油タンクの位置・残
油量・漏れ等も考慮した総合的な手法・ツールの開発が必
要。
・本研究の成果を大幅に盛り込む形で、シップリサイクル条
約案が策定され、2009年５月に「2009年の船舶の安全かつ
環境上適正な再生利用のための香港国際条約（仮称）」が
採択された。今後は条約の国内の執行体制の整備等の準
備や、シップリサイクルの事業化に資する技術開発が必要。
・船舶からのバラスト水に係る国際規制に対応したバラスト
水処理システムの適合確認のため、船上におけるバラスト
水の簡易サンプリング手法を構築。

【ユニバーサルデザイン】
(737)ユニバーサルデザイン
の推進・普及
(738)誰もが元気に安心して
暮らせる社会の実現
(739)あらゆる場所で、あらゆ
る人の多様な活動を支援す
る基盤づくり
(740)多面的機能を考慮した
農山漁村における生活基盤
の整備手法の開発

◆2010年度までに船舶からの油・
有害物質等の排出を低減する技術
開発等を行い、環境への影響低減
に貢献する。【国土交通省】

2012年までに世界一安全な道路交
通社会の実現を推進するとともに、
都市交通の改革及び高度物流シス
テムの実現を図るための具体策と
その効果に目処をつける。

【目標及び実施方針】
・SCR（選択触媒還元）技術の高度化及びエンジン制御を含
めたシステム化技術の開発等によるIMO（世界海事機関）の
NOx3次規制を想定した技術の確立、今後のPM等の環境規
制にも対応可能な排ガス計測法の確立及び将来の主要な
燃料を想定した排ガス後処理技術の総合的なシステム化・
要素技術開発
・損傷等により沈没した船舶の船体の状態・油タンクの位
置・残油量・漏れ・気象／海象状況等を把握するための手
法及びツールを開発し、油回収作業の効率化向上に資する
・環境に優しいシップリサイクル実施に向けた取組みとして、
船舶の新たな解体手法の開発等を行う。

【H23年度の主な予算案項目】
シップリサイクルに関する総合対策（19百万円）
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